「表示」→「見出しマップ」をクリック
０　ウォーミングアップ
００　トピックス
男女共同参画

東アジア推進室新設、愛媛銀、初の女性支店長も。

	2008/08/01, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 255文字


　愛媛銀行は三十一日、八月一日付の本部機構改革を発表した。営業統括部に東アジア業務推進室を新設し、取引先企業の中国やベトナムなど東アジアでの事業展開を支援する。
　人事異動では愛媛県東温市のボーチェ重信出張所の所長と、松山ローンセンター（松山市）のセンター長にそれぞれ女性を起用。ともに支店長級の職種で、同行初の女性支店長が誕生する。中期経営計画では女性の積極登用を掲げている。
　東アジア業務推進室は室長を含めて三人体制で発足する。同地域への進出や製品の輸出などを検討する取引先企業に、情報提供や助言などをする。

第３部農を鍛える（９）消費者をつかむ女性起業家（スタンドアップＴＯＨＯＫＵ）

	2008/08/02, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 有, 1454文字


　ＪＲ弘前駅から車で約二十分。岩木山をかなたに望み、まだ青い実を付けたリンゴ畑が広がる。リンゴの木に囲まれた花畑でトルコキキョウやバラ、アメリカンブルーなど二百種類以上の花を育てているのが花き農家の小山内美喜子（５０）。畑の向かいに店舗を構え、切り花も販売。花の新鮮さに加え、フラワーアレンジメントが好評で、東京や九州からも注文が入る。
以前は変人扱い
　かつてはリンゴを栽培していた。花き栽培に転換した当時は「周囲から変人扱いされた。バクチをするのかとさんざん言われた」と小山内は笑う。
　十数年前、台風で収穫間近のリンゴが落下し、収入は落ち込んだ。電気も止まった三日間、娘をあやしながら、暗闇の中でラジオから流れてきた花き農家の話にひらめいた。「リンゴではこの子を育てられない。年に何度も収穫できる花をやろう」
　花き農家を訪ね歩き、県の職員にも教えを請うた。産直販売所などで販売するうち、「少しでも見栄え良く」とフラワーアレンジメントを習い、花束のデザイン性を高めた。「買うのは多くが同じ女性。自分だったらどんな花が欲しいかを考えた」と振り返る。
　三年前に有限会社「フラワーガーデン・ミミ」を設立。今ではパートを含め、八人の従業員が働く。花の栽培・販売だけでなく、花の摘み取りとアレンジ体験など、事業の幅も広げた。特別な広告宣伝はしていないが、口コミで評判が広がった。週末ともなれば秋田など近県からも客が訪れ、弘前の小さな花畑は人の笑顔でいっぱいになる。
安心・安全・安価
　東北の農村で女性による起業が増えている。東北農政局の調べでは二〇〇一年ごろから増え始め、〇七年には二千二百五件と、全国の約二割を占める。生産した農産物の産直販売以外に、農家レストランの経営や都会の子供たちの受け入れなど事業内容も幅広い。男性よりも消費者のニーズを理解しやすい女性のアイデアが生きている。
　生活者の発想でビジネスに付加価値を生み出しているのも農家起業の女性経営者らの特徴だ。秋田県大館市にある「陽気な母さんの店」は市内の七十五人の農家女性が運営する、農産物の販売所とレストランを併設した施設だ。「安心、安全、安価」を掲げ、減農薬で栽培しその日の朝に採ったばかりの新鮮なトウモロコシやトマト、卵など数十種類が所狭しと並ぶ。
　開業して七年、産直販売所も数が増え、競争が激しくなってきた。とびきり新鮮といえども、野菜だけでは売り上げは頭打ち。会長の関口カツ（６８）は、「他とは違う魅力的な物がないと、客に足を運んでもらえない」と語る。
　そこで力を入れ始めたのが加工品。太巻きすしやホウレンソウを皮に混ぜ込んだギョーザなどヒット商品が誕生。「母さんならではのアイデアが生きた」。月に一度、旬の野菜を詰め合わせて全国各地に送る宅配や、きりたんぽの製造体験も消費者目線の発案だ。
　市内随一のにぎわいをみせるようになった「母さんの店」に、周囲も期待をかける。大型スーパーの出店で活気を失った地元の「大町商店街」の空き店舗で週三回、出張販売を始めた。毎回、開店前から客が行列を作るなど好評だ。
　農家の女性は生産者でありながら、家庭の主婦という役割も持つ。農業経済学が専門の宮城大学教授、大泉一貫（６９）は「介護や子育てなど女性と関係が深い分野と連携した事業もできるのでは」と指摘する。農家女性たちの創意工夫に期待が集まっている。

女性の育児休業、取得率８９％に、昨年度、男性も上昇。

	2008/08/09, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 　, 105文字


　厚生労働省が八日発表した二〇〇七年度の雇用均等基本調査によると、男性の育児休業の取得率は一・五六％と、〇五年度の前回調査（〇・五％）の約三倍になった。女性は八九・七％で、前回調査から一七・四ポイント上昇した。

「管理職に女性」３３％、県内企業民間調査登用の環境作り不十分。

	2008/08/15, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 356文字


　北越銀行系シンクタンクのホクギン経済研究所（新潟県長岡市）がまとめた女性の労働に関する調査によると、女性管理職（課長級以上）が「いる」と回答した企業は全体の三三・二％にとどまった。育児休業制度など家庭と仕事を両立できる環境づくりが不十分な実態が明らかになった。
　育児休業制度が「ある」と回答した企業は全体の八八・九％と大半を占めた。ただ、これまでに育児休業制度を利用した女性社員がいた企業は三九・五％。男性社員が利用した企業はわずか二・八％で、制度があっても利用が進んでいない。
　家庭と仕事の両立支援が企業にとって負担が大きいかどうかを尋ねた質問では、「どちらかといえばそう思う」が三四・〇％、「そう思う」も一〇・七％にのぼった。
　調査は県内五百六十七社にアンケートを送付して実施、二百五十三社から回答を得た。

女性専用の、住宅ローン、あす清水銀。

	2008/09/30, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 345文字


　清水銀行は十月一日、女性専用の住宅ローンの取り扱いを始める。地方銀行の一部でつくる「地銀住宅ローン共同研究会」が企画した商品。ホテル、リゾート施設などの宿泊割引や、出産・育児休暇中の元金返済据え置きなどの特典を備えるのが売り物だ。
　商品名は「ロング・エスコート」。変動金利か固定金利を選択でき、借入金額は五十万円以上一億円以内（十万円単位）。期間は一年以上三十五年以下（一年単位）。
　企業の福利厚生代行サービスを手掛けるリラックス・コミュニケーションズ（東京・新宿）が特典を提供する。住宅ローン実行時から五年間、ホテル、スポーツクラブ、エステ施設などを割引利用でき、家事代行や介護などの優待を受けられる。借入期間中、一回に限り、出産・育児・介護休暇の際に最大一年間、元金返済を据え置ける。

団塊世代（シニア）

外資参入
香港上海銀、錦に拠点、金融資産３億円以上対象に、名古屋の富裕層に照準。

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 　, 322文字


　英ＨＳＢＣグループの香港上海銀行は名古屋・錦で富裕層向けの営業拠点を設け、五日から営業を始める＝写真。保有する金融資産が三億円以上の顧客が対象。顧客の自宅を専属の担当者が訪問して外貨建て資産などの運用相談に応じる。
　開業するのは名古屋出張所で、運用相談員など五人が常駐する。国内の富裕層の約一割が住むとされる愛知、岐阜、三重の中部三県のほか、静岡県や北陸三県の顧客獲得も目指す。株価低迷など運用環境は良くないが、松島富美雄プライベートバンキング本部長は「逆風下での適切な運用相談で顧客獲得につなげたい」と話した。
　名古屋ではスイスのＵＢＳ銀行、三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行などが富裕層向け拠点を相次ぎ開設しており、競争が激しくなりそうだ。

富裕層争奪関西熱く、ＨＳＢＣ系／ＵＢＳ銀、専門拠点や、営業を増員、但馬銀や野村証

	2008/08/22, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 1102文字


　関西で富裕層向けの資産運用ビジネスが熱を帯びてきた。英国系の香港上海銀行が今月、三億円以上の金融資産家を対象にした専門拠点を大阪市に開設。先行したスイスのＵＢＳ銀行なども営業担当を増員する。国内の富裕層の約二割が住む関西は「首都圏に比べて未開拓」というのが共通の見方だ。地方銀行など国内勢も専用フロアを設けるなどして対抗する。
　英ＨＳＢＣ傘下の香港上海銀は大阪市中央区に大阪出張所を開設した。個人を対象に、専任の営業担当者が付いて外貨預金や投資信託などの資産運用を請け負い、手数料を受け取る。
　「プライベートバンキング」と呼ぶサービスで、ゆったりとした専用の応接室も用意した。三人の担当者を常駐させ、「人材が補充でき次第、さらに増やす」（松島富美雄プライベートバンキング本部長）方針だ。
　従来は東京からの出張で対応していたが、拠点を設けたのを機に顧客獲得を強化する。「京阪神地域には三億円以上の金融資産を持つ個人が五万―十万人はいる」（同）。老舗企業の経営者など潜在需要は大きいとみている。
　ＵＢＳ銀も大阪出張所の人員を一年以内に一・五倍の三十人以上にする。拠点の開設から二年がたち、富裕層を中心とした預かり資産が順調に増えているため。
　四月に大阪に店舗を構えたフランスのＳＧ信託銀行は九月にプライベートバンキングの担当者を一人増やす。二〇一〇年までには十人に倍増させる計画だ。
　国内の金融機関も対応を急ぐ。但馬銀行は十二月に兵庫県西宮市の高級住宅地、苦楽園に支店を開き、投信などの資産運用サービスに力を入れる。池田銀行や関西アーバン銀行も一部の店舗に富裕層向けのフロアを用意した。
　昨年末、苦楽園に支店を開いた野村証券は月五―六回、相続や投信に関するセミナーを開催。近隣の企業で出張セミナーも実施している。顧客一人当たりの預かり資産は「関西の野村の支店ではトップクラス」（横山鉄生支店長）という。
　大和証券も顧客の資産を預かって株式などで一括運用する「ラップ口座」の講習会を大阪支店（大阪市）で定期開催している。中小企業のオーナー経営者向けに相続や事業承継などの説明会を開くことも検討中だ。
　地場証券では光証券（神戸市）やひびき証券（大阪市）が数千万円から資金を受け入れる小口のラップ口座の扱いを始めた。
　野村総合研究所によると、国内で一億円以上の金融資産を持つ層は約八十六万世帯に上る。そのうち二割は関西在住とみられる。景気が後退局面で法人向けの融資などが伸び悩むなか、資産運用に意欲のある富裕層を囲い込み、収益確保を目指す。

ゆうちょ銀行

１　制度（ルール）と外部環境

１．１　景気などの外部環境

１．２　制度（ルール）

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
２．２　中小企業金融

２．２．１　需要と供給

中小融資に「消極的」、大手銀の姿勢厳しく、金融庁調べ。

	2008/10/01, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 489文字


　金融庁が三十日発表した中小企業金融の実態調査によると、大手銀行の融資姿勢が消極的との結果が出た。「消極的評価」（三五％）が「積極的評価」（二〇・六％）を上回った。地方銀行や信用金庫・信用組合も前回の七月発表の調査より「積極的評価」の割合が低下している。金融庁は「（金融機関側の都合による）不合理な貸し渋りは確認できないが、融資姿勢は弱くなっている」と分析している。
　調査によると、大手銀は新規融資時や融資条件の交渉の際に消極的な姿勢がみられるという。「サブプライムローン問題以降、特に不動産関連が厳しい」「信用保証協会の承認がないと厳しい」といった声が寄せられた。
　地銀や信金・信組は積極的評価がそれぞれ四二・六％、六〇・五％で、消極的評価を上回った。ただ前回調査では積極的評価が地銀で五四・七％、信金・信組で六九・〇％あった。大手銀以外でも、中小企業向け融資には後退感がみられる。
　金融庁は調査結果を踏まえ、大手銀に画一的な融資審査をせず、各中小企業の実態をよくみた上で、融資の可否を判断するように促す。地銀などにも不動産担保や信用保証制度に頼らない融資の実行を求めていく。

2．2．3 信用リスク：新技術活用戦略
3 福岡で知財担保融資、工業デザインのアイムに、国民公庫。

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 367文字


4 　国民生活金融公庫福岡支店は四日、同公庫として全国で初めて知的財産権（特許）を担保とした融資を工業デザイン業のアイム（福岡市、宮本一伸社長）に実行したと発表した。融資額は一千万円。同社は小型入力装置に関する特許の事業化を準備している段階。特許料収入の裏付けがないまま金融機関が知財担保融資を実行するのは珍しい。
　今回担保にしたのは携帯情報端末やリモコン向けの小型入力装置に関する特許。約二センチメートル四方のパネルに十四―十五個の微細な突起型の圧力センサーを配置、これを指で触ると最も圧力のかかっている位置の座標を出力する。ノートパソコンなどで普及している指の静電気を利用した入力装置と同様の機能を持つが、コストは半分から三分の一に抑えられるという。
　アイムは日米韓で同特許を保有。すでに情報端末メーカーと組み量産化の準備に着手した。

5 無担保融資５割増、国民公庫「資金繰り厳しく」、４―６月。

	2008/08/12, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 267文字


6 　国民生活金融公庫は十一日、近畿二府四県で四―六月に貸し出した無担保・無保証融資の金額が前年同期比五割増の三百九十八億円になったと発表した。件数も五割増の六千三百五十九だった。同公庫は融資の大幅な増加について「原材料高や建築着工件数の落ち込みなどで中小企業の資金繰りが厳しくなっているため」とみている。
　国民公庫は、二〇〇三年一月に同融資を始めた。金額・件数とも四年連続で増加している。融資限度額を上げたり、上乗せ金利を引き下げたりと条件を緩和してきたことも背景にある。景気の減速を受けて「申込件数は今後も増加するだろう」とみている。

２．２．４　顧客ロイヤルティ戦略

製造業向けに、上海で商談会、静銀、１２月に。

	2008/08/08, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 187文字


　静岡銀行は十二月十一日、中国・上海で「上海ビジネス商談会２００８」を開く。中国での原材料調達先や委託加工先、販売先などを探す製造業の大規模商談会で、千葉銀行など計十三の地方銀行が共催する。
　午前中は事前のヒアリングに基づくマッチング候補先と個別商談し、午後は自由に商談する。出展料・事前調査費は二千五百人民元（約三万九千円）。申し込みは静銀本支店の窓口で八月二十九日まで。

杜の都信金、地元企業から技術相談募る。

	2008/08/16, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 230文字


　杜の都信用金庫（仙台市、中山智之理事長）は各店舗の融資窓口で、地元企業からの技術相談の受け付けを始めた。新製品の開発や技術改良などの相談を企業から集め、昨年十一月に協定を結んだ仙台電波工業高等専門学校（同、宮城光信校長）の教員などに解決支援を依頼する。地元企業と教育機関の連携を後押しすることで、資金需要を開拓するのが狙い。
　相談を希望する企業は所定の申込書に内容と相談の希望日時を記入する必要がある。申込書は同信金の店舗のほか、ホームページから入手できる。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略
大手銀・地銀、不良債権処理７割増、４―６月４０００億円、企業倒産相次ぐ。

	2008/08/15, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 745文字


　銀行の不良債権処理損失が急増している。融資先の経営破綻に備えて積む引当金などの処理損失は、二〇〇八年四―六月期に大手銀行と地方銀行の合計で約四千億円に上り、前年同期（二千三百億円）に比べて七割増えた。景気の停滞で幅広い業種で業績が悪化。特に地銀は取引先の建設・不動産業の倒産が相次ぎ、処理損失が倍増した。銀行がリスク管理のために融資に慎重になれば、景気を一層、冷やす要因になるとの指摘もある。（不良債権の処理損失は３面「きょうのことば」参照）＝関連記事４面に
　四―六月期の不良債権処理損失は三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループなど大手銀行六グループで五割増の約二千四百億円。地銀・第二地銀は十四日までに決算を公表した百七行の合計で約千六百億円と、前年同期の二・一倍になった。
　銀行は期末に多額の処理損失を計上するケースが多い。今期は倒産の増加で年度当初の四―六月期から損失が急増。〇八年三月期に合計で一兆一千億円を処理したが「今期の損失はその額を上回り、高水準になる可能性が大きい」（外国証券のアナリスト）との見方が目立つ。年間で五兆―十兆円超の処理損失を出した金融危機時に比べると額は小さいが、損失がどこまで膨らむか予断を許さない状況だ。
　損失の増加を受けて業績予想を下方修正する地銀も相次いでいる。
　北国銀行（石川県）や福井銀行は総合建設会社（ゼネコン）中堅の真柄建設の破綻で、〇九年三月期の業績予想を下方修正した。中間期や通期の業績予想を引き下げた地銀は山形銀行や宮崎銀行など全国ですでに十行以上に達している。
　広島銀行は〇八年九月中間期の連結純利益が五十億円と従来予想から半減すると発表した。十三日に民事再生法の適用を申請したアーバンコーポレイション向けの債権が一部焦げ付くためだ。

不良債権処理、銀行、リスク管理厳しく、景気停滞、地銀は倍増。

	2008/08/15, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 836文字


　不良債権処理損失が急増していることについて、銀行は中小企業への融資と経営の健全性の確保をいかに両立させるか、難しい課題に直面している。建設・不動産など中小企業の破綻が急増するなかで、銀行はリスク管理の厳格化により融資を絞り込み始めたとの指摘は多い。地域経済に貢献しようと融資を拡大すれば、不良債権の処理損失が膨らみかねないためだ。景気が停滞するなかで、中小企業への配慮と金融健全化の矛盾が浮き彫りになっている。（１面参照）
　「一九九〇年代の不動産向け融資の総量規制より、今の融資姿勢の方が厳しい」。八〇年代のバブル経済とその後の不況を経験した都内の不動産会社社長はこう語る。
　旧大蔵省が九〇年に打ち出した総量規制とは、不動産向け融資の伸び率を総貸し出しの伸び率以下に抑えることを軸にした行政指導。九〇年代の急激な景気後退を招いた要因の一つとされる。中小の不動産会社の間では「融資の締められ方は当時を上回る」との声も出ている。
　中小企業への融資が細っているのは、金融機関がリスク管理を厳しくしているためだ。特に地方銀行は二〇〇八年四―六月期、地方景気の停滞を受けて、不良債権の処理損失が前年同期比で倍増。ある西日本の地銀は新規融資案件の審査を実質的にストップした。既存の融資先から追加融資の申し入れを受けても、確実な担保がなければ断る金融機関も増えている。守りの姿勢は鮮明だ。
　金融庁は中小企業の資金繰りが悪化していることを踏まえ、金融機関の貸し出し姿勢への監視を強化する。貸し出し基準を突然厳しくする「貸し渋り」をしていないかを点検。原材料価格の上昇分を転嫁するための経営指導といったことも金融機関に要請する。
　だが、リスク管理を徹底せずに融資残高を増やせば、不良債権は増える可能性が大きい。その結果として金融機関の健全性が低下し、融資にさらに慎重になる悪循環につながりかねない。リスク管理を厳格化すれば、融資は抑制される。金融庁ができることはそれほど多くはないようだ。

高岡信金、新事業など経営指導組織、有力企業開拓へ。

	2008/08/16, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 397文字


　高岡信用金庫（富山県高岡市）は、取引先に対し新しいビジネスの提案など業容拡大につながる経営指導を専門に手掛ける組織を新設した。既存の取引先だけでなく、有力企業の新規顧客の開拓を進めることも大きな狙いの一つ。大手銀や地銀との融資競争が激しくなる中、営業基盤を固めたい考えだ。
　この組織は「マネージメント・コンサルタント・グループ（ＭＣＧ）」といい、営業推進部内に置いて若手職員四人を配置した。潜在顧客のリストアップなどを進め、十一月に本格的な営業活動を始める。
　以前からある「企業相談室」は財務改善など企業の再生支援が中心なのに対し、ＭＣＧは新規事業や商談仲介などで顧客の業容拡大につながる提案を実施する。
　高岡信金は高岡市を中心に富山県内に二十九店舗を抱えているが、北陸銀行など地銀との融資競争は厳しい。新規顧客の開拓に力を入れて融資拡大につなげ、将来の店舗進出の足がかりをつくる狙いもある。

北国銀からつなぎ融資。

	2008/08/20, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 138文字


　■真柄建設（金沢市）　北国銀行から法的整理手続き中のつなぎ融資（ＤＩＰファイナンス）を二十日に受ける。総額は明らかにしていない。進行中の工事に関した取引先への代金支払いなどに充てる。真柄建は二十日が協力会社向けの支払期日で、石川県以外の取引先に対しても本社が一括して支払う。

北洋銀と道、産業振興連携。

	2008/08/26, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 261文字


　北洋銀行は二十五日、道と産業振興分野で連携協定を結ぶと発表した。道内企業の海外販路開拓や進出支援、道外企業の誘致に共同で取り組む。地域の信用金庫と組んで技術相談会を開くほか、共同で出資したファンドを活用するなどほかの金融機関とも協力する。
　今月二十八日に調印する。具体的な取り組みとして同日、道や北洋銀が出資したファンド「北海道中小企業応援ファンド」のスタート記念式典を開催。九月三、四日からは、地元信金の協力を得ながら、各地域で個別の技術相談会を開催する。
　北海道銀行も九月三日に同様の連携協定を道と調印する見通しだ。

２．２．６　新分野開拓戦略

農業経営者支援、新融資を開始、利根郡信金。

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 163文字


　利根郡信用金庫（群馬県沼田市、峯川卓美理事長）は農業経営者を支援する「群馬県農業近代化資金」と「群馬県総合農政推進資金」の取り扱いを始めた。県や市町村が利子を助成することで低利な資金調達を可能にする。
　融資限度額は個人が千八百万円、法人が二億円。基準金利は農業近代化資金が三・一五％、総合農政推進資金が二・四〇―三・一五％。

動産担保融資を強化、百十四銀米系コンサルと契約。

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 322文字
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	　百十四銀行は四日、動産担保融資を強化するため、動産担保の評価や売却の助言などを手がけるゴードン・ブラザーズ・ジャパン（ＧＢＪ、東京・千代田）とコンサルティング契約を結んだと発表した。不動産担保を持たない取引先企業の資金調達の手段を広げ、融資拡大につなげる。
　動産担保融資は、小売業や卸売業、製造業が保有する在庫商品などを担保に融資する仕組み。同行はＧＢＪから動産担保の評価や売却の方法、売却相手先などについて助言を受ける。ＧＢＪとの提携で、同行は不動産や第三者保証に依存しすぎない融資を強化する。
　ＧＢＪは二〇〇六年、動産担保を独自評価して売買する世界最大手の米ゴードン・ブラザーズ・グループと、日本政策投資銀行系ファンドの合弁で設立された。 


福井銀がエコ私募債環境配慮企業向け。

	2008/08/08, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 340文字


　福井銀行は七日、環境に配慮した経営をしている企業に条件面で優遇する「エコ私募債」を導入すると発表した。通常の銀行保証付き私募債に比べ、発行利率を〇・二％優遇するほか発行手数料を半額割り引く。北陸の地銀でエコ債発行は初。四月からの京都議定書の本格施行を受け、企業間で省エネ活動への動きが強まるのを見越し、新規顧客の開拓につなげる。
　十一日から取り扱いを始める。発行できるのは環境管理の国際規格である「ＩＳＯ１４００１」や環境省が認定する「エコアクション２１」を取得した企業や、同行が環境を意識した経営をしていると判断した企業。
　発行額は三千万円以上十億円以内で償却期間は二年以上七年以内。担保は不要だが通常の私募債と同様に自己資本金一億円以上など財務面での条件を満たす必要がある。

環境会議を設置、専務・常務参加経営問題と位置付け、京都銀。

	2008/08/08, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 481文字


　京都銀行は環境問題に関する経営方針を検討するため、専務と常務の七人で構成する環境会議を立ち上げた。温暖化ガスの排出量削減を求める京都議定書の約束期間が始まり、企業に求められる環境関連のコスト負担が増えているのに対応。今後は独自で温暖化ガスの削減目標などを設定し、経営問題の一つとして総合的に環境対策に取り組むための体制を整える。
　一日に発足した環境会議は森瀬正博専務が議長となり、ほかに六人の常務が参加する。会議では第一弾として森林整備に取り組む京都モデルフォレスト協会への寄付を決めた。同行で使用するコピー用紙などの購入費の一割とエコ住宅ローンなど三つの環境関連商品の実行額の〇・〇一％を同協会の「森林づくり基金」に寄付する。同行によれば寄付額は今年度から三年間の期間中で約一千万円になる見込み。
　同行では三月に環境方針を策定、部長らで構成する環境委員会を設置した。だが、より経営的な観点から環境問題に取り組む必要があるとして環境会議の設置を決めた。同会議副議長の井野口順治常務は「環境問題を取り巻く状況は日々動いている。経営環境にも影響がある」と説明した。

ＪＡバンク静岡農家向け新融資商品。

	2008/08/20, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 188文字


　静岡県信用農業協同組合連合会と県内十九ＪＡ（農協）で構成するＪＡバンク静岡は二十五日から、農業者向けの新融資を扱う。融資限度額を引き上げ審査期間を短縮する。農機具の更新や栽培方法の見直しによる運転資金需要を取り込む。
　「ＪＡ担い手応援ローン」の限度額は原則一千万円で、既存商品の五百万円より高めに設定した。貸付期間は一年で、対象者は二十歳以上七十五歳未満。原則無担保とした。

企業融資にも、環境関連商品、定番化で埋没も。

	2008/08/27, 日本経済新聞　地方経済面 (東京), 15ページ, 　, 268文字


　環境定期以外にも埼玉りそな銀行や横浜銀行が環境に配慮した企業に融資する際の金利を優遇するサービスを始めるなど関連商品、サービスのすそ野は広がっている。
　地域金融機関がこぞって環境関連商品を取り扱う背景には企業の社会的責任（ＣＳＲ）をアピールする格好の場であることも要因のひとつだ。
　ただ、定番化してくると環境定期のように金利優遇一本やりでは埋没は避けられない。排出枠の購入と組み合わせた千葉銀の商品のように独自色をどこまで打ち出せるかもポイントだ。
　景気が減速傾向を強めるなか、集めた資金をいかに運用するかの巧拙も問われることになる。

中小金融現状打破へ、▼中▼、「点から面」地域一体再生、組合員支援きめ細かく、農協

	2008/09/12, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 1339文字


　志賀高原の最高地点、横手山の観光が便利になった。山頂へ二カ所からリフトが伸びるが、かつては別々の会社が運営していた。その二社を昨年二月、債権者である長野県信用農業協同組合連合会（県信連、長野市）が統合。一枚の切符で両方のリフトが使えるようになり、観光客から「上りと下りで違った景色が楽しめる」と好評だ。
切符が別で不評
　以前は切符が別々で、間違えてリフトに乗った観光客が再度料金を請求されるなど不評を買い、リフト会社は長期低迷にあえいでいた。県信連は「共倒れしかねない」（審査部）と判断、事業統合に踏み切った。統合後は二カ所のリフト乗り場を往復するバスを運行。二〇〇八年五月期に十一年ぶりの黒字転換を果たした。
　県内二十農協の金融事業を統括し、自らも融資や運用を手がける県信連。近年は「点から面へ」を合言葉に、地域一帯の再生に力を入れる。他の金融機関と同じく〇〇年ごろから不良債権処理に追われるなか、「融資先を一つ一つ再生してもらちが明かない」（法人相談室）と判断したためだ。
　背景にはスキー関連産業の低迷がある。リフト会社や周辺の旅館・ホテルの経営者は農家出身が多く、県信連や農協は融資先を多く抱える。スキー産業の「背骨」にあたるリフト会社が行き詰まれば、「周辺の宿泊業者は到底もたない」（ホテルラ・フォーレ志賀の佐藤康行社長）。
　さらにスキー関連業者は農協の組合員である割合が高く、資材購入や融資など農協との取引額も大きい。スキー産業が傾くと、金融はおろか、農産物販売や資材供給といった農協のほかの事業まで揺るがしかねない。
　すでに農協の地盤沈下は始まっている。県内農協の正組合員は高齢化や後継者難を背景にここ十年で八％減少した。これに伴い農協経由の農産物販売高は二六％、農薬や肥料など資材の供給高は三四％落ち込んだ。
　その打開策として県信連が力を入れるのが、地域の「面」での一体再生と、それを通じた個々の組合員の支援だ。金子伸雄理事長は「できるだけ多くの組合員を元気づけてグループ全体の活性化をめざす」と話す。
無料で相続相談
　組合員の支援は個人向け金融でも広がる。長野県東部が地盤の信州うえだ農協（上田市）が〇七年九月に開設した資産活用相談拠点「プレミアムサロン」だ。
　一般金融機関の相談窓口は金融商品の説明が中心だが、同サロンではファイナンシャルプランナーや宅建などの資格をもつ職員が相続手続きや節税対策、年金などの相談に無料で応じる。組合員は土地所有者が多く、相続相談の需要が大きい。農協の支所でもこうした相談は受け付けるが、専門家をそろえた相談拠点は珍しいという。
　二日に相続関連の相談で訪れた果樹農家の男性（６７）は「専門的なことは分からないので本当に助かる。顔なじみの職員もいるし、気軽に相談できるよ」と笑う。
　農協がここまでサービスの充実に必死なのは、「農協に対する組合員の思い入れはだんだん薄れている」（西沢栄泉所長）という危機感からだ。地盤沈下を食い止めるには組合員のつなぎ留めと活性化が不可欠。組合員のニーズにきめ細かく応える体制を構築できるかどうかがグループ全体の浮沈を左右する

中小金融現状打破へ（中）農協系、「点から面」地域一体再生、組合員支援きめ細かく。

	2008/09/12, , 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 有, 1339文字


　志賀高原の最高地点、横手山の観光が便利になった。山頂へ二カ所からリフトが伸びるが、かつては別々の会社が運営していた。その二社を昨年二月、債権者である長野県信用農業協同組合連合会（県信連、長野市）が統合。一枚の切符で両方のリフトが使えるようになり、観光客から「上りと下りで違った景色が楽しめる」と好評だ。
切符が別で不評
　以前は切符が別々で、間違えてリフトに乗った観光客が再度料金を請求されるなど不評を買い、リフト会社は長期低迷にあえいでいた。県信連は「共倒れしかねない」（審査部）と判断、事業統合に踏み切った。統合後は二カ所のリフト乗り場を往復するバスを運行。二〇〇八年五月期に十一年ぶりの黒字転換を果たした。
　県内二十農協の金融事業を統括し、自らも融資や運用を手がける県信連。近年は「点から面へ」を合言葉に、地域一帯の再生に力を入れる。他の金融機関と同じく〇〇年ごろから不良債権処理に追われるなか、「融資先を一つ一つ再生してもらちが明かない」（法人相談室）と判断したためだ。
　背景にはスキー関連産業の低迷がある。リフト会社や周辺の旅館・ホテルの経営者は農家出身が多く、県信連や農協は融資先を多く抱える。スキー産業の「背骨」にあたるリフト会社が行き詰まれば、「周辺の宿泊業者は到底もたない」（ホテルラ・フォーレ志賀の佐藤康行社長）。
　さらにスキー関連業者は農協の組合員である割合が高く、資材購入や融資など農協との取引額も大きい。スキー産業が傾くと、金融はおろか、農産物販売や資材供給といった農協のほかの事業まで揺るがしかねない。
　すでに農協の地盤沈下は始まっている。県内農協の正組合員は高齢化や後継者難を背景にここ十年で八％減少した。これに伴い農協経由の農産物販売高は二六％、農薬や肥料など資材の供給高は三四％落ち込んだ。
　その打開策として県信連が力を入れるのが、地域の「面」での一体再生と、それを通じた個々の組合員の支援だ。金子伸雄理事長は「できるだけ多くの組合員を元気づけてグループ全体の活性化をめざす」と話す。
無料で相続相談
　組合員の支援は個人向け金融でも広がる。長野県東部が地盤の信州うえだ農協（上田市）が〇七年九月に開設した資産活用相談拠点「プレミアムサロン」だ。
　一般金融機関の相談窓口は金融商品の説明が中心だが、同サロンではファイナンシャルプランナーや宅建などの資格をもつ職員が相続手続きや節税対策、年金などの相談に無料で応じる。組合員は土地所有者が多く、相続相談の需要が大きい。農協の支所でもこうした相談は受け付けるが、専門家をそろえた相談拠点は珍しいという。
　二日に相続関連の相談で訪れた果樹農家の男性（６７）は「専門的なことは分からないので本当に助かる。顔なじみの職員もいるし、気軽に相談できるよ」と笑う。
　農協がここまでサービスの充実に必死なのは、「農協に対する組合員の思い入れはだんだん薄れている」（西沢栄泉所長）という危機感からだ。地盤沈下を食い止めるには組合員のつなぎ留めと活性化が不可欠。組合員のニーズにきめ細かく応える体制を構築できるかどうかがグループ全体の浮沈を左右する。

ホクレン、資材高対策８５億円、今年度、系統で低利融資検討。

	2008/09/13, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 510文字


　ホクレン農業協同組合の佐藤俊彰会長は十二日の記者会見で、肥料や飼料の高騰に対応して二〇〇八年度に計八十五億円の農家支援を実施すると発表した。肥料・飼料や軽油の価格安定に取り組む。ホクレンに北海道農業協同組合中央会などを加えたＪＡグループ北海道は「生産資材高騰対策本部」を設置し、経営に苦しむ農家への低利融資の検討に入った。
　資材高対策のうち、肥料の販売価格上昇の抑制効果が五十五億円に上る。肥料成分の相場は前年同期に比べ二―三倍の水準というが、肥料を前倒しで一括調達して原価上昇を抑えた。
　すでに計七十三億円の支援が確定しており、今後は灯油補助などが加わる。〇七年度（二十一億円）に比べ約四倍の水準だが、燃料・資材で緊急対策を追加すると、さらに支援額が膨らむ可能性もある。
　ＪＡ北海道が十一日に立ち上げた対策本部では、道農政部が同日設立した対策本部と連携し、資材高の農業経営への影響を調べるほか、政府への要求活動を進める。
　一方、飼料・燃料コスト上昇の転嫁をめざして乳業各社と値上げ交渉に入っている乳価については「十月の妥結は難しいが、酪農家を守るために一刻も早く上がるよう厳しく求めたい」（佐藤ホクレン会長）とした。

百十四銀行、環境配慮型融資１億円。

	2008/09/13, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 136文字


　■百十四銀行　十二日、環境に配慮した経営に取り組む企業を対象に通常融資に比べ金利を低く設定する「１１４環境サポート融資（百十四オリーブファンド」を印刷業の新日本印刷（高松市、佐野年計社長）に同日付で実行したと発表した。融資額は一億円で期間は三年。同社は運転資金に充てる。

ＪＡバンクえひめ、来月、ローン申し込み、ネットでも開始。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 154文字


　ＪＡバンクえひめは二十二日、ＪＡマイカーローンなど三商品についてインターネットでの申し込み受け付けを十月一日に始めると発表した。対象商品はマイカーローンのほか、ＪＡ教育ローン、生活資金で使途が自由のＪＡクローバローンの三商品。ネット上で仮審査を受け付け、審査結果を電話で連絡する。利用客の利便性向上を図る。

農家や農業向け、大光銀が融資拡充、２０店舗を重点推進店に。

	2008/09/30, , 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, , 245文字


　大光銀行は二十九日、農家や農業法人向けの融資を拡充するための体制整備を十月一日付で実施すると発表した。金融サービス部内に農業向け融資の専門担当者を一人置くほか、県内二十店舗を「重点推進店舗」と位置付け、新規融資先の掘り起こしを進める。
　これまで商工業分野での新規開拓を進めてきた「企業開拓グループ」が十月からは農業分野も手掛ける。担当者一人に対し重点推進店舗を三店舗程度ずつ割り振り、それぞれの営業エリアで開拓を進める。農業を医療福祉に続く重点分野として位置付けており、融資拡大を目指す。

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給

２．３．２　住宅ローン価格戦略

子育て世代に金利優遇。

	2008/08/08, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 145文字


　■北日本銀行　同行指定の住宅ローンや教育ローン、積み立て定期預金を子育て世代が契約した場合に、金利を優遇する。住宅ローンでは二十二歳未満の子ども（扶養家族）が二人以上いれば通常より金利を〇・一％引き下げる。岩手県や盛岡市が子育て世代の経済負担を軽減する少子化対策を進めているのに呼応した。

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

りそな銀行、子育てマンションローン。

	2008/08/26, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 256文字


　■りそな銀行　二十五日、子育てに適した環境が整っていると大阪市が認定した「子育て安心マンション」を購入する人向けに、九月一日から住宅ローンの金利を優遇すると発表した。通常の住宅ローンで金利を店頭表示から一・四％優遇する。住宅金融支援機構と提携した長期固定住宅ローンについても金利と手数料を割り引く。他の金利優遇サービスとの併用はできない。子育て安心マンションはキッズルームの設置やバルコニーからの転落防止措置など、子育てに適した環境が整っているマンションを大阪市が認定する制度。市内の三物件が認定を受けている。

２．３．４　住宅ローン技術その他

２．３．５　消費性ローン

アンケートに、回答で金利優遇、北越銀。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 194文字


　北越銀行は、簡単なアンケートに回答するとマイカーローンや教育ローンの金利を優遇するキャンペーンを一日から始めた。初めて同行を利用する人でも金利優遇を受けやすくして、個人客の取り込みを狙う。
　どういう金融商品を購入したいかなどを質問する無記名アンケートに回答すると金利を〇・三％優遇する。子どもが二人以上いる、などの条件を満たせばさらに〇・一％下げる。二〇〇九年五月二十九日まで実施する。

２．４　政府金融

２．５　フィービジネス戦略

サブプライムで混乱の１年、投信の８５％値下がり、下落率５割超も。

	2008/08/09, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 1002文字


　投資信託の運用成績が悪化している。米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題が深刻化してから一年間の投信五百四十五本の運用成績を調べたところ、全体の八五％の基準価格（時価）が下がり、下落率が最大で五割を超えたことがわかった。運用成績の悪化は個人マネーの投信市場への流入を鈍らせており、「サブプライムショック」が日本でも尾を引きそうだ。
　純資産残高百億円以上の追加型公募株式投信を対象に、調査会社のＱＵＩＣＫ・ＱＢＲが昨年七月末から今年七月末までの一年間の運用成績をランキングした。サブプライム問題を発端とする金融市場の混乱が本格化したのは昨年八月九日以降で、その影響を完全に織り込んでいる。
　この間、全体の八五％に当たる四百六十五本の投信の価格が下落。価格が上昇したのは全体の一五％に当たる八十本にとどまった。
　下落率が大きかったのは日本株で運用する投信。昨年までの日本株の値下がりが海外株より大きかったのが響いた。日興アセットマネジメントの「エボリューション」は五六・一％下落、ＪＰモルガン・アセット・マネジメントの「ＪＦ中小型株オープン」は三七・四％下落となった。
　昨年までの急速な値上がりで、投信ブームをけん引した新興国株ファンドも失速した。中国株の調整で日興アセットマネジメントの「中国Ａ株ファンド」は三八・七％下落。大和証券投資信託委託の「Ｊ―ＲＥＩＴオープン」など、不動産投資信託（ＲＥＩＴ）関連の投信も三割を超える値下がりを記録した。
　上昇率のトップは野村アセットマネジメントの「ワールド・ゲノムテクノロジー・オープン」。世界のバイオテクノロジー株に投資する投信で、バイオ株の底堅さが追い風となった。資源価格の高騰を受け、資源株や商品先物へ投資する投信の上昇も目立った。
　投資信託協会によると、新規購入から解約を差し引いた公募株式投信の資金流入額は一―六月で一兆八千三百億円となり、前年同期に比べ八割以上減った。継続的に資金を集めているのは、価格変動リスクが小さい外国債券で運用する投信などに限られているのが実情だ。
　投信コンサルタントの田村威氏は、サブプライム問題の本格化から一年を経て「成長が見込める新興国株や不動産に分散投資しても、短期間では価格変動が大きいことを改めて示した」と指摘している。

Ｍ＆Ａ、上期件数３割減、　レコフ集計景気後退懸念で様子見、九州・沖縄企業。

	2008/08/12, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 1058文字


　九州・沖縄に本拠を置く企業が二〇〇八年一―六月にかかわったＭ＆Ａ（合併・買収）件数が前年同期比三一％減の六十五件（公表ベース）にとどまったことがＭ＆Ａ仲介のレコフ（東京・千代田）の集計で分かった。金額が明らかになった案件の合計額は同九二％減の三百四十二億円。景気後退懸念から「様子見の動きが広がった」（レコフ）もようだ。
　Ｍ＆Ａには資本参加や事業譲渡なども含み、公表日ベースで集計した。
　Ｍ＆Ａは景気後退局面では業界再編などで増える傾向にある。上期は原油や資材、食品などの価格高騰ですでに景気が悪化していたとの見方が強まっており、先行きの不透明感から様子見が広がったとみられる。
　九州経済調査協会の片山礼二郎・情報研究部次長は「景気後退で企業業績が悪化すれば、それだけ買収費用を安くできると判断しているのではないか」と分析。「投資効率の低下を避けるために様子見が広がっただけで、Ｍ＆Ａ拡大の流れに変化はない」とみている。
　九州・沖縄企業が買い手となったＭ＆Ａ件数は前年同期比十件減の二十五件、売り手となったのは同十九件減の四十件だった。買い手・売り手の双方が九州企業のＭ＆Ａは十七件あったが、集計上は買いと売りそれぞれに一件ずつ計上している。
　今年一―六月のＭ＆Ａで金額が明らかになったケースのうち十億円以上の案件は六件で、ふくおかフィナンシャルグループによる親和銀行買収などがあった前年同期の十三件から大幅に減少した。最大は新日本製鉄系で耐火物製造大手の黒崎播磨によるブラジルの同業大手、マグネジッタへの資本参加。同社はマグネジッタの第三者割当増資を引き受け、約三％の株式を一億千九十万レアル（約七十億円）で取得する。
　ただ、九州企業が域外企業のＭ＆Ａを仕掛けたケースは少なく、大型案件の多くが大手企業による九州企業への資本参加や買収だ。セイノーホールディングス傘下の昭和西濃運輸（福岡市）は岩崎産業（鹿児島市）子会社の千石西濃運輸（同）を五十四億円で買収したほか、ニチレイ子会社のニチレイフーズも青汁メーカーのキューサイ（福岡市）から冷凍食品製造を手掛けるキューサイ宗像食品（福岡県宗像市）を四十五億円で買収した。
　救済型のＭ＆Ａも目立つ。ふくおかフィナンシャルグループ傘下の福岡銀行は経営難に陥った消費者金融のしんわ（福岡市）に対し、三十億円の債務を株式化する経営支援を実施。事業再生ファンドのネクスト・キャピタル・パートナーズは受け皿会社を通じて北九州市のＦＭ放送局、エフエム九州から放送事業を引き継いだ。

地銀３行、保険販売好調、千葉銀３カ月で累計５．６％増、貯蓄性年金元本割れ回避、千

	2008/08/15, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 845文字


　千葉県内に本店を置く三つの地方銀行・第二地方銀行が保険商品の販売を大きく伸ばしている。三行とも元本となる年金原資を全額保証する貯蓄性個人年金保険を豊富に品ぞろえし、元本割れのリスクを回避したい消費者にアピールしている。各行とも投資信託の販売が伸び悩む中、手堅い手数料収入が見込める商品として売り込みに力を入れる。
　千葉銀行は変額・定額・終身を合わせて十五の保険商品をそろえる。投信販売が落ち込む一方で、四―六月の保険販売額は二百四十九億円に達した。〇七年十月―〇八年三月の六カ月間の販売額が三百五十二億円だったのに比べ大幅な伸び。六月末の累計販売額は三月末比で五・六％増の四千七百十五億円と、地銀では有数の取扱額となった。
　保険商品の販売増について、千葉銀支店支援部は「価格変動リスクを避けようとする消費者が増えたため」と分析する。元本割れの可能性がある投資信託と異なり、保険商品は運用期間が満了すれば元本が保証される商品がほとんど。サブプライムローン問題に端を発した株式相場の低迷を背景に購入者が増えており「相場低迷が続く限り、年金保険重視の傾向は変わらない」とみる。
　千葉興業銀行は十種類の年金保険を取り扱う。七月発売の変額個人年金保険「ファイブテン」の滑り出しは順調。一カ月弱で百六十件の購入があり「過去に例のないヒット商品」（営業統括部）と相好を崩す。六月末の累計販売額（解約分を除く）は三月末比で四・三％増の三百四十二億円だった。
　同行は店頭で資産運用の相談を受け付けるマネープランナーを育成し、全営業店への配置を進めている。昨年末に医師の診断が必要ない一時払い終身保険を扱い始めるなど新商品の投入や入れ替えにも力を入れ、新規顧客の開拓につなげる考えだ。
　京葉銀行は四月に品ぞろえを見直し、九種の個人年金保険をそろえた。運用成績が払込保険料の一一〇％に到達すると約一〇％分を受け取れる「年金果実」が好評で、六月末の累計販売額（同）は八百三十四億円と、三月末に比べ四・九％増えた。

中小の事業承継支援、ＪＰＥと連携後継者難の案件仲介、北陸銀。

	2008/08/19, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 536文字


　北陸銀行は十八日、中小企業向け事業承継ファンドの運営会社、日本プライベートエクイティ（ＪＰＥ、東京・千代田、法田真一社長）と業務協力協定を結んだと発表した。高い技術力や販路を持ちながら、後継者難に悩む中小企業の支援案件を北陸銀が持ち込み、投資につなげていく。
　ＪＰＥとして、地銀との連携は福岡銀など九州の数行に続き二例目となる。
　北陸銀が持ち込む案件は、今月設立した「ＪＰＥ・プライベートエクイティ３号投資事業有限責任組合」の投資対象となる。日本政策投資銀行などの出資で設立時二十五億円でスタート、いずれは五十億円まで増額する予定で、優良な中小企業を対象に投資、経営権を取得して事業を強化し、他社への売却や株式上場を目指して利益を得る考え。
　後継者難を理由とする中小企業の廃業は毎年、全国で七万社に上るといい、北陸銀でも関連した相談件数が年間三百件を超えるまでに増えているという。
　同行としても、Ｍ＆Ａ（合併・買収）の仲介や相続・事業承継に関するサポートを実施してきたが、ＪＰＥが持つより専門的なノウハウが有効と判断した。
　北陸銀は案件持ち込みに当たって、同行の包括提携先でＪＰＥの株主でもある日本Ｍ＆Ａセンターと、独立系の調査機関、矢野経済研究所のノウハウを活用する。

がん保険の、販売を開始、富士信金、来月から。

	2008/08/27, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 137文字


　富士信用金庫（静岡県富士市）は二十六日、九月一日からがん保険の販売を始めると発表した。団塊の世代の大量退職を背景に保険分野の需要が高まるなか、新分野の商品の取り扱いを拡充、顧客の開拓を進める狙い。全店舗で販売する。退職をきっかけに保険の加入内容を見直す顧客などを取り込む。

七十七銀、投資信託商品、債券中心に変更。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 236文字


　七十七銀行は十月一日、販売する投資信託商品の構成を見直し、債券型商品などを追加する。米証券大手、リーマン・ブラザーズの破綻などで株式市場が不安定なため、値動きが比較的安定した債券型の需要が高まっているため。
　追加するのは「グローバル・ソブリン・オープン」（グロソブ）など二種類の債券型商品とトヨタ自動車グループ株に投資する「トヨタグループ株式ファンド」の三本。「トヨタファンド」は二〇一〇年の同グループの宮城進出を「地元金融機関として応援する」（個人営業部）狙いがある。

2．6 リスクマネジメント

２．７　ローコスト戦略

２．８　人材・組織戦略

高岡信金、新事業など経営指導組織、有力企業開拓へ。

	2008/08/16, , 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, , 397文字


　高岡信用金庫（富山県高岡市）は、取引先に対し新しいビジネスの提案など業容拡大につながる経営指導を専門に手掛ける組織を新設した。既存の取引先だけでなく、有力企業の新規顧客の開拓を進めることも大きな狙いの一つ。大手銀や地銀との融資競争が激しくなる中、営業基盤を固めたい考えだ。
　この組織は「マネージメント・コンサルタント・グループ（ＭＣＧ）」といい、営業推進部内に置いて若手職員四人を配置した。潜在顧客のリストアップなどを進め、十一月に本格的な営業活動を始める。
　以前からある「企業相談室」は財務改善など企業の再生支援が中心なのに対し、ＭＣＧは新規事業や商談仲介などで顧客の業容拡大につながる提案を実施する。
　高岡信金は高岡市を中心に富山県内に二十九店舗を抱えているが、北陸銀行など地銀との融資競争は厳しい。新規顧客の開拓に力を入れて融資拡大につなげ、将来の店舗進出の足がかりをつくる狙いもある。

京葉銀が社内公募制、次長以下と女性営業職、資格取得も支援。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 914文字


　京葉銀行は人材育成を強化する。職員の働く意欲を高めるため、特定部署への移動希望を受け付ける社内公募制を十月から新たに始める。昨年下期には中小企業診断士などの資格取得を促すため、希望者を募って学習時間の確保と学習費用の援助を始めた。積極投資でＩＴ（情報技術）や店舗などハード面の整備にメドが付いたことから、今後は人材面の育成を強化。県内地銀や大手銀行との競合に備える。
　社内公募制は人材育成とともに働く意欲の向上が狙いで、同行にとって初めての試みとなる。公募する部署は二つ。一つはつくばエクスプレス柏の葉キャンパス駅前に今秋開業予定の「柏の葉キャンパス支店」のメンバーで、支店長を除く次長以下を公募で選出する。同支店は同駅前の街づくりを兼ねているだけに、「若くやる気のある職員を配置して活性化につなげたい」（小島信夫頭取）という。
　二つ目は、柏、成田、船橋、千葉にある各種ローン相談店舗のローンプラザで、営業員としてやる気のある女性職員を公募して配属する。
　銀行業務は規制緩和に伴い、窓口で取り扱う商品が増えるなど変化が激しい。このため、必要な知識を持って接客できるよう資格取得も奨励する。昨年下期からは中小企業診断士や証券アナリスト、税理士、社会保険労務士などの資格取得を目指す五人を公募、支援を始めた。支店勤務の人は本部に引き上げ、勤務時間を順守させることで学習時間を確保。さらに学習費用の援助として年間二十万円を支給した。原則二年以内の資格取得が条件で、今年に入り二人が証券アナリストの資格を取得した。
　同行は昨年十二月に窓販が解禁された、がん保険など第三分野の保険商品導入の検討も進めている。今後増加が見込まれる相続・事業継承の相談業務でも、必須としているファイナンシャルプランナー二級の資格以上の一級についても取得を促す。
　同行は近年、新規出店や新築移転・改装などを積極的に展開。「設備面では大手銀に劣らない水準まで引き上げることができた」（小島頭取）ことから、人材育成への取り組みを一層強めることにした。

職員に独自の地域検定、営業範囲の知識問う、焼津信金。

	2008/09/19, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 380文字


　焼津信用金庫（静岡県焼津市、鈴木梅二郎理事長）は職員を対象にした独自の地域検定を初めて開催した。営業範囲の経済状況や産業、特産品などについての知識を問い、地元に根ざす金融機関の職員としての意識を高める狙い。職員向けの地域検定は珍しく、信金の新たな地域密着策として注目を集めそうだ。
　出題範囲となる市町は焼津市、藤枝市、大井川町、岡部町。二市二町のホームページなどを参照し、本部が問題を作成した。例えば「二市二町の二〇〇五年度の合計の地域経済総生産はいくらか」「焼津市の特産品である黒はんぺんの全国シェアは」「藤枝市の製造業で出荷額が一番多い業種は」などと地元の産業を中心に幅広く出題した。回答は四者択一。
　試験官は支店長と本部各部の部長が務めた。高い点数の職員を表彰する一方、低い点数の場合は勉強会への参加を求める計画だ。問題は製本して自治体に寄付する考え。

2．9 チャネル戦略

3 銀行代理店業に参入、東京スター銀の窓口に、経営クリニック。

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (静岡), 6ページ, 　, 336文字


4 　保険代理店を運営する経営クリニック（静岡県沼津市、大嶽稔裕社長）は銀行代理店業に参入した。東京スター銀行の銀行代理店で中小企業支援のエフアンドエム（Ｆ＆Ｍ）と提携、東京スター銀行の二次代理店として事業を展開する。金融機関に属さない事業者として代理店業を取得するのは、東海財務局管内で初めてという。
　東京スター銀の法人向け融資と住宅ローンを扱う。経営クリニックが窓口となり希望者からの相談に応じて銀行に顧客を紹介、銀行が資金を貸し出す。経営クリニックにとっては顧客基盤を広げられるほか、東京スター銀にとっては拠点を持たない地域での営業が可能となる。
　銀行代理店は預金の受け入れや融資など銀行業務の一部を銀行以外の企業が取り次ぐ制度。二〇〇六年四月の銀行法改正で解禁された。

5 中国銀岡山に小口金融拠点。

	2008/08/06, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 347文字


6 　中国銀行は五日、個人や中小企業向け金融サービスを集約した「ちゅうぎんリテールセンター」を来春、岡山市内に開設すると発表した。新築移転する大供支店（岡山市）のビルに入る。既存のリテール関連の各種センターが移転。連携を深めつつ、サービスや商品を充実させる。
　リテール強化に向け、個人向けの「テレフォンバンキングセンター」では投資信託専用ダイヤルを設置。既存の金融商品利用客には定期的に電話案内をする。法人向けの「ビジネスセンター」では専用商品「ビジネスカードローン」を新設。電話営業の対象地域を県内エリアに拡大する。
　ＡＴＭでは顧客に合わせたコマーシャルを流す取り組みを始め、ＡＴＭで即時契約可能なカードローンも新設する。新築ビルは七階建てで、一階を大供支店、三―六階をリテールセンターに充てる。

7 阿波銀、２５日から、ネットバンクで投信取り扱い。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 146文字


8 　阿波銀行は二十五日、個人向けインターネットバンキングで投資信託商品の取り扱いを始める。利用できるサービスは購入と解約・買い取り、照会で、購入額は一回当たり一万円以上一千万円以下。十二月二十九日までインターネットバンキングで購入した投信の申込手数料を五〇％割り引く優遇キャンペーンを実施する

２．１０　情報システム戦略

ネット利用毎、パスワード変更、　常陽銀、法人向けに導入。

	2008/08/06, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 305文字


　常陽銀行は五日、法人向けインターネットサービスで、利用するたびにパスワードが変わる「ワンタイムパスワード」を導入すると発表した。従来の固定パスワードでインターネットバンキングに接続した後、使い捨てのパスワードが割り振られる仕組み。パスワードを二重化することで、第三者による不正な取引を防ぐ。
　一度利用したワンタイムパスワードは無効になる。手数料などはかからない。使い捨てのワンタイムパスワードを作るための機器を用意する必要はなく、パソコン上ですべての操作が完結できる。
　三井住友銀行などがすでに個人向けにワンタイムパスワードを始めているが、法人サービスへの導入は国内で初という。九月からサービスを始める予定。

地銀７行共同の新融資システム阿波銀は１１年９月稼働。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 332文字


　阿波銀行は四日、同行を含む地方銀行七行で構成する「じゅうだん会」が融資業務を効率化する新システムを共同化すると発表した。これから約一年半かけて開発しまず八十二銀行が導入。運用状況をみたうえで他の六行も順次切り替える。阿波銀は二〇一一年九月に全店で稼働する予定だ。
　新システムには、融資案件の期日管理などの管理機能や、経験の浅い行員でも使えるようなガイダンス機能を搭載する方針だ。本部や営業店のパソコンを基幹系システムと連結し、情報共有を図る仕組み。
　従来、じゅうだん会では八十二銀が開発した勘定系などの基幹系システムを他行が導入していたが、今回の新システムでは各行がノウハウを提供し合う形で開発を進める。ノウハウの共有化や定型化によって融資管理の機能向上を狙う。

高知信金、免震で顧客データ保護、新電算センター、「心臓部」が完成。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 有, 505文字


　高知信用金庫（高知市）は南海地震に備え約百億円を投じて高知市郊外に建設中の耐震電算センターの心臓部である電算機室を完成させ、試験稼働を始めた＝写真。マグニチュード８・７の大地震に耐えられる設計で電算機室は免震構造の床を採用、電算機を天井からロープで固定し保護する。施設全体は来年にも完成する見通しだ。
　センターは総合棟やソフトを開発する開発棟など四棟で構成し、延べ床面積は約八千七百平方メートル。電算機室は総合棟の地下三階に設置した。総合棟は地下部分全体が厚いコンクリートで囲まれたシェルターのような形になっており、原子力施設と同じ安全性を確保しているという。
　電算機室には五台の並列コンピューターを設置、床には揺れを吸収する免震装置を導入した。防水機能も備え、津波の影響も防ぐ。自家発電設備も設置した。
　現在、同信金の電算センターは高知市中心部のはりまや町にある本店にあり、約六十万人の顧客データなどを管理している。
　試験稼働終了後、データを順次、新センターに移す。総合棟などの地上部分は建築中だ。
　山本正男理事長は「顧客の財産（データ）を守るために、地震対応のあらゆる可能性を考えて設計した」としている。

２．１１　アライアンス戦略

オリックスと１３地銀提携、中小企業支援。

	2008/08/03, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 450文字


　オリックスは北海道銀行、西日本シティ銀行など地方銀行十三行と、中堅・中小企業の海外進出支援やＭ＆Ａ（合併・買収）仲介などで提携する。取引先企業の情報やニーズを共有し、地域をまたぐ企業間の提携や資金融資などに共同であたる。全国に拠点をもつ大手銀行に対抗し、互いの顧客基盤をいかして営業強化につなげる。
　オリックスとの提携に合意したのは北海道、西日本シティのほか、大垣共立銀行、中国銀行、北陸銀行、もみじ銀行など。さらに複数の銀行と交渉中で、提携先は十七行程度になる見通し。
　オリックスと各行は取引先企業の了解を得た上で、新規事業への参入や後継者難による事業承継などのニーズを共有、出資企業の紹介や新規事業への協調融資などで連携する。
　地銀側は顧客サービスの強化や、取引先企業の事業成長による融資拡大につなげる狙いがある。オリックスはコンサルティング業務やローンの保証業務などで手数料を得る。一部は自社が提携したり、出資したりすることも検討する。
　Ｍ＆Ａ仲介や事業承継の支援は大手銀行も力を入れている。

オリックスと提携、Ｍ＆Ａや海外進出中小企業を支援、香川銀百十四銀。

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 397文字


　香川銀行と百十四銀行は四日、中小企業のＭ＆Ａ（合併・買収）仲介や海外進出支援などについて、それぞれオリックスと業務提携すると発表した。同社のノウハウを生かし、企業間提携や資金融資などを進める。取引先企業に提供するサービスの質を高め、融資拡大につなげる方針だ。
　両行がオリックスと合意したのは、Ｍ＆Ａ仲介や海外進出支援、ベンチャー企業支援、事業再生などについて、取引先企業にニーズに沿った提案を同社と共同で行うこと。取引先の了解を得たうえで情報やニーズを共有し、企業の紹介や資金調達などで連携する。
　オリックスは今回、ほかに中国銀行やもみじ銀行など地方銀行十一行と同様の提携をした。今回、四国内で提携したのは香川銀と百十四銀のみ。両行ともこうしたネットワークを活用し、営業地域を超えたＭ＆Ａにもつなげていく考えだ。オリックスの提携先は協議中の銀行を加えると、全国で十七行程度になる見込みという。

ふくおかフィナンシャルグループ、佐世保市と産業振興連携。

	2008/08/12, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 120文字


　■ふくおかフィナンシャルグループ　十一日、長崎県佐世保市と産業振興分野での連携に関する基本協定を結んだ。自治体との同様の協定は三例目。企業誘致への協力や地元企業への取引先の紹介などのほか、陶磁器の商談会など観光・物産振興を共同で手掛ける。

２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

北海道地域

住宅ローン激戦、　イオン銀など新勢力、地元業者囲い込み、年中無休など

	2008/08/05, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 983文字


　道内金融機関の住宅ローンの獲得競争が激化している。今年に入り、東京スター銀行、スルガ銀行、イオン銀行など個人向け融資が専門の新興勢力が相次ぎ札幌市内に出店。これに対し、道内の地銀や信用金庫は地元住宅メーカーとの関係強化や新商品開発で対抗する。景況感の悪化で新設住宅着工戸数が前年割れを続けるなか、融資獲得に知恵を絞る。
　イオン銀行は二日、札幌市東区のイオン苗穂ショッピングセンター（ＳＣ）内に道内一号店を開いた。他の金融機関と大きく異なるのは営業時間。原則年中無休、午前九時から午後九時までの営業で、通常は来店しにくいサラリーマンなどが相談しやすくした。
　住宅ローンを借り入れると、イオングループが発行する電子マネー「ＷＡＯＮ」（ワオン）をプレゼントするキャンペーンなど、グループ一体の営業を推進する。年度内にあと二店程度を札幌市内で開店する計画だ。
　ゆうちょ銀行と提携関係にあるスルガ銀行は五月、札幌市内に支店を開設。独身女性向け住宅ローンなど独自の品ぞろえで、道内金融機関の目の届かない顧客層の開拓を進める。
　スルガ銀の進出を受け、ゆうちょ銀行が住宅ローンを道内で展開するのではないかとの憶測も流れる。ただ、現時点ではそうした計画はない。
　対する道内勢では、北海道銀行が住宅メーカーなどとの結びつきを強めるため、六月二十六日に「住宅ローンプラザ感謝の集い」を開催した。会合は二〇〇七年に続き二回目。集まった住宅メーカーの代表者や営業担当者に対し、堰八義博頭取自らが名刺を配って回った。
　さらに道銀は四月から、ポイントシステム「ステップＤＯ」の条件を住宅ローン契約者向けに緩和した。住宅ローン契約者は、同行ＡＴＭでの引き出しの時間外手数料が無料となる。給与振込口座開設と組み合わせれば、ＡＴＭでの振込手数料も無料になる。
　道内の二〇〇七年度の新設住宅着工戸数は前年度から一五％減り、四万二千三百九十七戸と二年連続の減少。住宅ローンの主要顧客層となる持ち家の着工戸数も一〇％減った。
　このため、新築以外のリフォーム需要向けに住宅ローンの新製品を投入する金融機関もある。札幌信金は今夏から住宅調査会社と提携し、信頼性の高いリフォームの性能評価書がある場合に低利融資するサービスを始めた。
【図・写真】イオン銀行は２日、札幌市のショッピングセンターに道内１号店を開業した

道銀、札幌６０店舗体制に　３年後めど、北洋銀に対抗へ（08/09 06:44）
　北海道銀行の堰八義博頭取は八日、北海道新聞の取材に対し、札幌市内の支店を今後年に二店舗程度ずつ増やし、三年後には六十店舗体制とする考えを示した。札幌の店舗網充実を急ぎ、札幌銀行との十月の合併で店舗数が増える北洋銀行に対抗する。 　北海道新聞
　道銀は現在、道内外に百二十五本支店を持ち、うち札幌市内は五十二店舗。同行は十月に北区屯田、年内に同あいの里にリテール（個人向け金融）専用店舗を新設することをすでに公表している。堰八頭取は「今後、新設する店舗も同様の形態を考えている」とし、人口集積地の札幌でリテール強化を進める考えだ。 

　道銀と同じほくほくフィナンシャルグループ傘下の北陸銀行は札幌市内に出張所を含め九店舗を展開している。 

　一方、十月に合併する北洋銀と札銀は、札幌市内で合わせて百七店舗を展開。合併後は近接している店舗を中心に二十店程度の統廃合を段階的に行い、最終的に九十店舗弱とする方針を示している。 

道銀・北洋銀、「食」振興へ独自商談会、生産者特化やブース工夫。

	2008/08/12, , 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, , 532文字


　北海道銀行と北洋銀行は道内の食分野の振興を狙い、取引先などの販路開拓を支援する独自の商談会を相次ぎ導入する。道銀は農業生産者だけに出展者を絞った商談会を今月末に初開催。北洋銀も九月の商談会に、地域などをひとまとめにした特設ブースを初めて設ける。特色を持たせた商談会で成約率の上昇を目指し、有望な融資先の開拓などにつなげる。
　道銀が十九―二十日に帯広市で開くのは「北海道の『食』特別商談会ｉｎ十勝」。百貨店のバイヤーなど流通関係者約三十人が参加。十勝地区でチーズや肉牛の生産現場を視察するほか生産者たちとマーケティング手法を巡る討議も企画する。
　農業生産法人と流通業者を結びつけ、販路拡大による生産拡大につなげる。道銀は農業向けの融資獲得を狙う。経済産業省と農林水産省が共同で今年度から取り組みを始めた「農商工連携」の一環で企画した。
　一方、北洋銀は九月九―十日に道内の食品製造業者を集めて都内で開く商談会で、地域や商品分野ごとにまとめたブースを設置する。
　日高地区の食品業者八社を集めた地域コーナーのほか、道内のブルーベリーやアロニアなど生産者やこれらを原料とした菓子メーカーを一堂に集めた「北海道ベリーコーナー」を置く。今後も同様の特設ブースの設置を検討する。

札幌北区に道銀、個人特化の新店、来　月。

	2008/09/02, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 244文字


　北海道銀行は一日、個人取引の専門店「パーソナル支店」の展開を始めると発表した。十月二十日に札幌市北区屯田で十六年ぶりの新規出店となる一号店を開設。十二月に同じ北区のあいの里にも出店。個人の顧客取り込みを積極化する。
　パーソナル支店では個人向けの資産運用や住宅ローン相談に特化し、予約制ながら日曜日にも相談営業を行う。法人や個人事業主との取引は一切行わない。
　道銀は今後も札幌市内や近郊で個人専門店を出店していく考え。道銀はこのほど札幌市の中央区宮の森に新店用地とみられる土地を取得した。

旭川信用金庫、「エディ」入金を開始。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 166文字


　■旭川信用金庫（旭川市、杉山信治理事長）　顧客が預金を携帯電話に電子マネー「エディ」としてオンラインで入金できるサービスを二十二日から始める。同信金の普通預金キャッシュカードを持つ個人と個人事業主が対象。ＮＴＴドコモの「おサイフケータイ」に対応した携帯電話で利用できる。道内信金では札幌信用金庫などが同様のサービスを導入している。

北洋銀・北海道銀、月内に資本増強、劣後ローンで。

	2008/09/21, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 264文字


　北洋銀行、北海道銀行の道内地銀二行は、月内に劣後ローンによって資本を増強する方針を固めた。調達額はそれぞれ百億円前後の見通し。株式市場の低迷で有価証券の評価損が拡大し、自己資本比率が低下する懸念があるため、早めの資本増強で対応する。
　北洋銀は破綻した米証券大手リーマン・ブラザーズの発行したユーロ建て普通債を三千四百万ユーロ（約五十二億円）分保有。十月十四日に札幌銀行との合併を控えている。北海道銀行を傘下に持つ、ほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）は今年度中に公的資金の返済にメドを付ける方針で、計画の着実な履行を目指す。

苫小牧信金、庁舎に出店、６市町で支店と同等機能。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 512文字


　苫小牧信用金庫（苫小牧市、窪田護理事長）は、指定金融機関となっている道内六市町の庁舎内への出張所開設に乗り出した。従来は派出所として、税金や保険料の収納事務のみを扱ってきたが、支店機能を持つ出張所化で国税収納や融資相談など機能を拡充。行政と金融のワンストップサービス拠点として顧客の利便性を高める。
　まず、このほど苫小牧市役所内の派出所を出張所とした。業務拡大に合わせ人員を三人から五人に増やし、窓口は自治体関連業務専用に一つ、通常業務用に二つを別々に設けた。開店後の客数はそれ以前の三倍近い日もあるという。
　同信金は苫小牧市のほか、胆振管内の厚真町、むかわ町、日高管内の平取町、新冠町、日高町の指定金融機関。出店の際には定款変更や行政との調整が必要だが、有望な出店先として将来はすべての市町の庁舎内に出したい考え。人員の都合などで苫小牧市ではできなかった融資業務なども手がけたい意向だ。
　道内の金融機関では北洋銀行と北海道銀行が道庁内に、北洋銀が札幌市役所と夕張市役所庁舎内に支店を置くが、信金による出店は初めて。道内では全自治体の約六割に当たる百十市町村で信金が指定金融機関となっており、他信金が追随する可能性もある。

苫小牧信金、庁舎に出店、６市町で支店と同等機能。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 512文字


　苫小牧信用金庫（苫小牧市、窪田護理事長）は、指定金融機関となっている道内六市町の庁舎内への出張所開設に乗り出した。従来は派出所として、税金や保険料の収納事務のみを扱ってきたが、支店機能を持つ出張所化で国税収納や融資相談など機能を拡充。行政と金融のワンストップサービス拠点として顧客の利便性を高める。
　まず、このほど苫小牧市役所内の派出所を出張所とした。業務拡大に合わせ人員を三人から五人に増やし、窓口は自治体関連業務専用に一つ、通常業務用に二つを別々に設けた。開店後の客数はそれ以前の三倍近い日もあるという。
　同信金は苫小牧市のほか、胆振管内の厚真町、むかわ町、日高管内の平取町、新冠町、日高町の指定金融機関。出店の際には定款変更や行政との調整が必要だが、有望な出店先として将来はすべての市町の庁舎内に出したい考え。人員の都合などで苫小牧市ではできなかった融資業務なども手がけたい意向だ。
　道内の金融機関では北洋銀行と北海道銀行が道庁内に、北洋銀が札幌市役所と夕張市役所庁舎内に支店を置くが、信金による出店は初めて。道内では全自治体の約六割に当たる百十市町村で信金が指定金融機関となっており、他信金が追随する可能性もある。

中国で商標出願、北洋銀事業展開にらみ先手、ロゴマーク。

	2008/09/30, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 555文字


　北洋銀行は中国で自行の名称とロゴマークの商標登録を出願した。現地の個人などが「北海道」に関連した商標を相次ぎ出願しており、事業展開をにらんで早期に登録する必要があると判断した。北海道銀行や道も対策に乗り出す。観光や加工食品の輸出、企業進出など道と中国の関係が深まるなか、同様の動きが増えそうだ。
　北洋銀は九月に出願。「現地での商談会などがスムーズにできなくなる懸念があるため」と理由を説明している。地方銀行では肥後銀行なども登録している。
　中国国内の登録商標を管理する中国商標局のホームページによると、「北海道」が入った商標の出願件数は二十件弱。サッポロビールが出願し許可された「北海道の味」など日本企業が半数近くを占めるが、現地の個人などが「北海道」や「北海道銀行」の登録を出願している例もある。
　「北海道」の商標はこれまでに申請が二度拒否され、現在は三度目の審査中。中国ではすでに秋田や千葉、京都などの府県名が登録済み。道は商標侵害に対抗するための検討会を立ち上げるほか、道産の加工食品のブランドを守るための方策を経済団体などと協議する。
　「北海道銀行」は〇七年一月に現地の個人がロゴマークなどの商標を出願し、現在審査中になっている。道銀では「認可された時点で異議申し立てなどをしていきたい」としている。

三菱ＵＦＪ、モルガンに出資、土壇場でリスク回避、普通株比率３分の１に抑制。

	2008/10/01, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 761文字


　三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループが米モルガン・スタンレーに対する出資形態を土壇場で抜本的に修正した。二十二日の出資構想発表時点では投資する九十億ドル（九千五百億円）すべてを普通株の購入にあてる想定だったが、一転して普通株は三十億ドルにとどめ、残りで優先株を取得する。モルガン株が不安定な現状では普通株で全額出資すると、株価値下がりによる損失リスクが高いと判断した。
　「大したご英断だ」「（三菱ＵＦＪの）信用力を低下しかねない」――。両社が資本提携構想を表明した直後、金融界やアナリストらから、冷ややかな声が相次いだ。
　懸念されたのは金融危機下で普通株に巨額投資するリスクだ。取得した普通株の時価が五〇％以上下落するなどすると、減損処理して損失計上しなければならない。
　著名投資家ウォーレン・バフェット氏のゴールドマン・サックスへの出資形態が普通株よりも比較的リスクの低い優先株だったのと比べ、三菱ＵＦＪの大胆さが目立った面もある。最終的に、三菱ＵＦＪが普通株と優先株の組み合わせで出資することにしたのは「減損リスクを抑える」（三菱ＵＦＪの平野信行取締役）ねらいがある。
　結果として普通株の出資比率が九％台と連結決算の持ち分法適用基準（二〇％）に満たないため、三菱ＵＦＪは連結決算にモルガンの収益を反映することができない。かえって収益回復を待って優先株を普通株に転換して持ち分法適用会社に組み入れられる利点があるほか一〇％の優先株配当はグループ収益にプラスだ。
　だが、両社の最終合意の直後に米議会が金融安定化策を否決したのをきっかけにダウ工業株三十種平均は過去最大の下げを記録した。モルガンの株価も急落、一時、三菱ＵＦＪの引受価格二五・二五ドルを大きく下回る二〇ドル台まで下げる場面もあった。市場の評価はまだ揺れている。

東北地域

経営情報共有進める、　「戦略会議」近く正式設置、荘内銀北都銀。

	2008/08/09, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 421文字


　荘内銀行と北都銀行が八日、資本提携に関する最終協定書を締結した。これを受け、両行は近く「共同戦略会議」を正式に設置し、経営情報の共有化などを進める。二〇一〇年春には預金残高で東北六位の広域金融グループが誕生する。
　資本提携は北都銀がＡ種優先株式を一億七百七十六万八千株発行。荘内銀が一株七十四円、総額約七十九億七千五百万円で引き受ける。払込期日は九月二十六日。北都銀は半額の約三十九億八千七百万円を資本金に組み入れ、残り半額は資本準備金とする。
　また北都銀は新株予約権を二千六百九十四万二千個発行し、荘内銀が無償で割り当てを受ける。予約権を行使する場合は同じく一株当たり七十四円を払い込む。
　両行は五月十四日に統合基本合意を発表。デューデリジェンス（財務調査）や定款変更などの手続きのほか、共同戦略会議の正式発足に先立ち実質協議を急いできた。北都銀が保有する有価証券の運用法や貸出金に関する自己査定基準などを巡り両行で意見交換を進めている。

岩手県の農業支援ファンド、北日本・東北銀も拠出検討、各２億円県内地銀３行足並み。

	2008/08/19, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 701文字


　北日本銀行と東北銀行が、農業など一次産業を支援するため岩手県が設立準備を進めているファンドへの資金拠出を検討していることが十八日、分かった。拠出額は二億円ずつ計四億円になるもよう。ファンドには岩手銀行が五億円を拠出することを決めており、県内地銀三行の足並みがそろうことになる。ファンドは県の基盤産業である一次産業と商工業の連携を進め、振興するのが狙いだ。
　県などは二〇〇九年をめどにファンドを設立する意向で、早期設立も含め準備を進めている。中小企業基盤整備機構が都道府県に対して行う無利子融資を活用する計画で、県は九月定例県議会での提案を目指している。ファンド総額は当初、二十五億円規模が見込まれていたが、北日本銀と東北銀の参加によって拡大する可能性がある。各行はファンド設立にあわせて一次産業向けの融資商品などを開発、資金需要に柔軟に応じる考え。
　ファンドの運営管理は、県などが出資する岩手産業振興センターなどに任せ、運用益を使ってアグリビジネスへの新規参入や付加価値商品の開発といった取り組みを後押しするとみられる。
　食の安心・安全や食料自給率への関心が高まる中、岩手県は食料自給率が一〇〇％を超える数少ない自治体として、一次産業の高付加価値化による発展が課題だ。地銀三行は地域振興には製造業ばかりではなく一次産業が重要だと判断、ファンドへの拠出を通じて農商工連携を後押しする。
　製造業や観光などの分野では、県が北日本銀と協力して一月、総額五十億円の「いわて希望ファンド」を組成している。

地元祭りへ寄付付き定期岩手銀が地域密着ＰＲ。

	2008/09/11, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 425文字


　岩手銀行は集めた預金残高の〇・〇一％を地域の祭りの寄付金に充てる新たな定期預金「地域を元気に！　ふるさとのお祭り応援定期〈ワッショイ〉」を発売した。期間は十月末まで。地域活性化につながる祭りを支援することで、預金者の参画意識を促し、地域密着金融機関の姿勢をアピールする。
　新商品の対象は個人と法人で、百万円以上五千万円以下を一口として預けてもらう。期間は一年ごとの自動継続式で、最初の一年間は店頭表示金利に〇・一％を上乗せする。寄付金は岩手銀が拠出し、預金者は負担しない。募集目標の総額百億円に達した時点で取り扱いを終了する。
　販売するのは岩手県内と八戸、気仙沼両地区の支店で、対象は岩手銀があらかじめ選んだ三十八の祭り。各支店は地元の祭りに協賛し、支店の預金残高に応じて算出した寄付金を祭りの主催側の商工会議所などに贈る。
　岩手銀は今年の夏の「盛岡さんさ踊り」の経済効果を百八十六億円と試算するなど、祭りが地域経済に大きく貢献しているとみている。

地域情報化の研究会、来月メド連携協定を締結、山形銀と公益大。

	2008/09/11, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 499文字


　山形銀行と東北公益文科大学（山形県酒田市）は十月をメドに「地域情報化研究会」（仮称）を共同で設立する。住民参加型社会の実現に向け、ＩＴ（情報技術）を活用したネットワークづくりなどを探る。県内企業などに参画を呼び掛けるほか、国領二郎慶応大学教授ら専門家もアドバイザーとして加わる。
　両者が十日締結した産学連携協定の柱の一つ。地銀と大学の産学連携は地場企業の橋渡しなどに取り組む例が多く、研究会の共同運営は珍しいという。
　連携協定は（１）地域社会の情報コミュニケーションの活性化（２）県内企業のＣＳＲ（社会的責任）活動や環境問題に対する取り組み支援――が二大テーマ。研究会設置はその目玉で、両者のほか県内企業五―六社を核に組織、座長には公益大の黒田昌裕学長が就く予定。
　山形銀の長谷川吉茂頭取は「今回の連携を機に豊かな地域社会、元気な山形づくりに向け一段と支援していきたい」と表明。黒田学長は「教授陣や学生らが真に社会に接する機会となり、大学のテーマである『公益』を実学として生かせる」と期待を寄せた。

秋田銀行、がん治療セミナー。

	2008/09/19, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 153文字


　■秋田銀行　十月四日、陽子線などをがん細胞に照射する「粒子線治療」について解説するセミナーを秋田市で開く。兵庫県立粒子線医療センターの菱川良夫院長を講師に招き、無料で実施する。同行が医療に関するセミナーを開くのは初めて。秋田県はがん死亡率が全国で最も高い。希望者には取り扱う医療保険の商品などを紹介する。

みちのく銀、ヤフーに出店、中小向け支援。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 158文字


　みちのく銀行はヤフー、ソフト開発のビジネスサービス（青森市）と業務提携し、中小企業・個人事業者向けにヤフーオークションなどへの出店を支援するサービスを始めた。出店を希望する事業者をヤフーに紹介し、ビジネスサービスがホームページの作成などを後押しする。青森県内の農林水産物や加工品など地場産品の販路拡大を後押しする。

東北銀行、行員が農業助言資格取得。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 115文字


　■東北銀行　支店の課長と課長代理の二人が農林漁業金融公庫の農業経営アドバイザー資格を取得した。同行はアグリビジネス推進室を新設し、県内農業者向けの相談体制を強化しており、今後も農業経営やマーケティングに精通した人材育成を進める。

東北銀行、行員が農業助言資格取得。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 115文字


　■東北銀行　支店の課長と課長代理の二人が農林漁業金融公庫の農業経営アドバイザー資格を取得した。同行はアグリビジネス推進室を新設し、県内農業者向けの相談体制を強化しており、今後も農業経営やマーケティングに精通した人材育成を進める。

みちのく銀など１１月、取引先支援へ、上海で交流会。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 185文字


　みちのく銀行、北都銀行、荘内銀行、東北銀行など全国の地銀七行は十一月二十四日、中国・上海で経営者交流会を開く。取引先企業の中国での販路拡大を後押しする。他に山陰合同、肥後、十八の各行が参加する。
　三回目となる今年は東北、北都の二行が新たに加わる。中国のバイヤーを招いた個別商談会、中国に進出している日系企業との交流会などを企画。中国側を含め三百人の参加を予定している。

北都銀、資産運用相談専任者を増員。

	2008/10/01, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 182文字


　北都銀行は投資信託や保険など資産運用の相談を専門とする「資金運用アドバイザー」を増員する。十月一日の人事異動で現在十六人の陣容を二・三倍の三十八人に増やす。増員する二十二人のうち二十人は女性。資本提携する荘内銀行の預かり資産部門の支援体制を参考にした。金融資本市場の混乱が続くなか、情報提供や的確なアドバイスなどを求める顧客ニーズに対応し、収益力向上につなげる。

関東地域
「埼玉有望なマーケット」、足利銀藤沢頭取に聞く。

	2008/08/01, 日本経済新聞　地方経済面 (埼玉), 40ページ, 　, 627文字


　足利銀行の藤沢智頭取は日本経済新聞のインタビューに応じ、地元の栃木県以外でも、埼玉は群馬と並んで「有望なマーケット」と述べ、営業攻勢を強める考えを表明した＝写真。同行の受け皿となった野村グループの企業再生ノウハウを生かし、Ｍ＆Ａ（合併・買収）仲介などの手数料収入を伸ばす考えも示した。
　藤沢氏は栃木県内を中心とする営業地域の現状について「原油高などの影響を受けて資金ニーズが落ち込んでいる。経済環境は大きく変わってきた」と指摘。自己資本比率が六％台半ばと、全国の地銀の中で最低レベルであることを踏まえ、「行員一人ひとりが死にものぐるいでやらないと他行に追いつけない」と話した。
　営業戦略に関しては北関東に埼玉を加えた営業地域をベースとする考えを改めて表明。特に「群馬や埼玉はマーケットとして有望だ。店舗網全体を見て最適配置になっているかどうかを検討している」と語り、新拠点の設立も含め、両地域での営業を強化する考えを示した。
　北関東地域の地銀再編をめぐっては「（地方銀行協会に加盟する）六十四行が未来永劫（えいごう）あり続けることはないだろう」と指摘。「どうなるかを考えるのは、頭取として当たり前の話だ」と述べた。
　地域密着型金融を推進するなど、民営化前の経営路線の継承を改めて打ち出したうえで、「収益源の多様化が一番大きな課題だ」と述べた。具体的には投資信託、生損保商品などの販売を拡充するとともに、企業再生ビジネスの強化などを挙げた。

窓販支援新システム導入、金商法対応を強化、八十二銀。

	2008/08/01, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 439文字


　八十二銀行が金融商品の窓販支援で新システムを導入するのは、金融商品取引法（金商法）が求める「適合性の原則」の徹底に対応し、販売に弾みをつけるためだ。なかでも落ち込みが激しい投信をテコ入れし、二〇〇九年度末の個人投資型商品残高は〇七年度末比二三％増の一兆円を目指す。（４面参照）
　昨秋施行された金商法は、顧客が保有する金融資産や投資知識などにふさわしい商品を勧める「適合性の原則」の徹底を求める。このため元本割れリスクの説明などに多くの時間がかかり、同行でも「行員が販売に及び腰になっていた」（山浦愛幸頭取）という。
　新システムは顧客に合う商品を自動的に判定するため、窓口事務を簡略化でき、面談時間の短縮にもつながる。販売時の基準を統一することで、「行員は安心して顧客に商品を勧められる」（業務統括部）。
　特に販売に力を入れるのが投資信託。〇七年度末の投信預かり残高は約二千五百億円となり、同年九月末比で一九％減った。新システムの導入などで〇九年度は三千八百億円に増やす計画だ。

金融再編に積極姿勢、「早期上場へ収益力高める」、茨城銀溝田新頭取に聞く。

	2008/08/06, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 882文字


　六月二十七日に就任した茨城銀行の溝田泰夫頭取は日本経済新聞の取材に「チャンスがあれば（他行との）経営統合について考えていきたい」と語り、経営効率化に向け金融再編に積極的に取り組む姿勢を示した＝写真。前頭取時代から課題の上場に関しては「上場の目標は変えない。時期は未定だが、早期の実現に向けて収益力を高めていく」と強調した。
　――今後の戦略をどう描く。
　「まずは収益の底上げを目指す。上場するにも収益力の強化が必要だ。上場により、市場から直接資金を調達できるようになる。資本力の強化で、新たなサービスを生み出すことが可能だ」
　「地域とのつながりを第一に、顧客、職員、株主にとって価値のある金融機関を目指したい」
――金融再編についての考えは。
　「規模の大小を問わず、金融機関にはコンプライアンス（法令順守）の強化とリスク管理の徹底が厳しく求められている。米国のサブプライムローン問題では、地域金融機関の損失が相次いだ。地域金融機関にも世界を見たリスク管理が必要だが、それにはコストがかかる」
　「コストを吸収するには一定の規模が必要だ。金融機関に求められる最低規模が切り上がってきたといえる」
　――現段階での合併の相手候補は。
　「相手は白紙の状態。（合併話が破綻した）関東つくば銀行を含め、あらゆる選択肢がある。統合効果を出すには、営業エリアなど経営基盤の近さが必要だ」
　――地域金融機関同士がシステムを統合する動きが加速している。
　「基幹システムは仙台銀行と同じＮＴＴデータ製のものを採用している。あと五年で更新時期を迎えるため、次期システムをどうするか検討中だ。ＮＴＴデータを採用するほかの地銀グループに参加するのもひとつの手だろう」
　――県内の経済情勢をどうみている。
　「比較的足腰が強かった茨城県にも景気の減速感が出てきた。特に原油高騰の影響が大きい。製造業などでは価格を上げたくても上げられない状況だ。もはや、第三次オイルショックと言っても過言ではないだろう。過去のオイルショックを背景に省エネ技術が発展したように、逆境を乗り切る新たな技術開発に期待したい」

地銀、住宅ローンに注力、北関東６行、６月残高３．７％増、ＴＸ沿線など照準、景気減

	2008/08/14, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 1063文字


　北関東の地銀が住宅ローンの残高を順調に積み上げている。二〇〇八年四―六月期決算を発表した六行（足利銀行を除く）の合計残高は六月末時点で約二兆九千七百億円。前年同月末に比べ三・七％増加した。原材料高などで企業の資金需要が減退するなか、各地銀とも総貸出残高の二割前後を占める住宅ローンの獲得に力を注ぐ。ただ住宅需要には一服感が出始めており、各行は早くも次の一手を迫られそうだ。
　四―六月期決算は、本業のもうけを示す単体の実質業務純益が六行すべて前年同期比減少した。債券関係損失の計上や預金利回りの上昇による利ざやの縮小が主因だ。
　景気減速で中小企業向け融資が低迷し始めており、各行は利ざや確保に向けて貸し倒れリスクが相対的に低い住宅ローンに力を入れている。
　常陽銀行は二十五日に宇都宮ローンプラザ（宇都宮市）、十月に個人ローンと資産運用の専門店Ｊプラザつくば（茨城県つくば市）を開く。有価証券運用で痛手を被った同行にとって「融資強化は至上命題」（幹部）。特に十月開業の常陽つくばビルを県南地域の中核拠点と位置づけ、つくばエクスプレス（ＴＸ）需要の取り込みを狙う。
　東和銀行は住宅ローン専任行員を群馬や埼玉の中核支店に十四人配置。栃木銀行は新規案件を増やすため、大手住宅建設会社を積極的に訪問するなど営業を強化する。
　六行のうち唯一、住宅ローン残高が減少した茨城銀行は「県南地域の需要は堅調だが、都銀や県内外の地銀との競争が激しい」（総合企画部）と話す。関東つくば銀行は顧客獲得競争に勝ち抜くため、金利が低く利幅の薄い住宅ローンを推進。残高は増えたが、預金利回りの上昇と有価証券の売却損が響き最終赤字となった。
　ただ、景気減速で住宅の取得意欲は弱まっている。建築確認審査の遅れも加わり、今年上半期（一―六月）の新設住宅着工戸数は北関東三県で一割近く減少するなど回復の兆しは見えない。
　一部の地銀では「他の金融機関からの借り換えを積極的に勧めている」（栃木銀行）ことで住宅ローン残高を一定程度伸ばしている側面もある。群馬銀は〇八年三月通期で借り換えが件数全体の約三割を占めた。
　借り換え需要が一巡し新規の融資も減少に向かえば、縮小傾向にある資金利益はさらに落ち込む。住宅需要の伸びしろが少なくなるなか、各行にとって保険販売や事業承継の受託強化など新たな収益の柱の育成が急務となる。
◇
　足利銀行は九月に六月期臨時決算を公表する見込みで、集計の対象外とした。

ＴＸ開業３年　見えてきた課題、▽上、金融機関は積極参入、駅前の陣取り激しく。

	2008/08/19, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 370文字


　つくばエクスプレス（ＴＸ）沿線では金融機関の陣取りも激しくなってきた。
　昨年、千葉興業銀行は流山おおたかの森駅前（千葉県流山市）に、十二年ぶりに新規出店した。京葉銀行は今秋、柏の葉キャンパス駅前（同柏市）に出店する。千葉興銀も沿線に新たに出店する可能性が高い。
　茨城の常陽銀行、関東つくば銀行はつくば駅前（茨城県つくば市）に営業の中核となる大型ビルを相次ぎ建設中。住宅ローンなど「沿線は八千億円の市場」（関東つくば銀）とみる。関東つくば銀はＴＸみらい平駅前（茨城県つくばみらい市）に出店。同駅前と研究学園駅前（つくば市）のＳＣ内にも新店を出す。
　各行とも採算より地盤確保の色合いが濃い。千葉銀行は越境し、神栖支店（茨城県神栖市）に続き守谷支店（同守谷市）を今年十二月に開く。「沿線の融資強化は至上命題」（常陽銀幹部）。競争は激化の一途だ。

宇都宮に新店舗開設、４２年ぶり住宅ローン需要狙う、常陽銀。

	2008/08/26, 日本経済新聞　地方経済面 (栃木), 42ページ, 　, 558文字


　常陽銀行は二十五日、ＪＲ宇都宮駅東口に「宇都宮ローンプラザ」と「宇都宮東法人営業所」を開設した。本拠地の茨城県内で資金需要が頭打ちなことから、営業エリアを拡大し融資を積み増す狙い。同行が宇都宮市に有人店舗を設けるのは宇都宮支店を開いた一九六六年以来、四十二年ぶりとなる。一―二年後に支店への格上げを目指す。
　ローンプラザと法人営業所それぞれに行員五人を配置した。ローンプラザでは四つの相談窓口を設けたほか、住宅メーカーへの売り込みを強化することで住宅ローン需要を掘り起こす。市東部で分譲が始まった総計画戸数四千戸の宇都宮テクノポリスセンターなどに営業攻勢をかける。
　法人営業所は宇都宮から真岡にかけた県東南部を中心に新規の取引先を開拓する。建設が進む北関東自動車道は今年度末に栃木・茨城両県がつながる予定で「茨城に進出したい栃木の企業や、栃木に出たい茨城の企業を支援する」（宮永芳行常務）方針だ。
　新店舗は「宇都宮・小山地区での取り組みを一段と強化」すると位置づけた常陽銀の第十次中期経営計画の一環。同行は今年度中に宇都宮経済圏以外にも新たな拠点を設ける方針。北関東の金融機関同士の競争が激しさを増しそうだ。

埼玉県信金が金利優遇、来月環境・少子化対策後押し、エコカー購入・教育ローンなど。

	2008/09/02, 日本経済新聞　地方経済面 (埼玉), 40ページ, 　, 613文字


　埼玉県信用金庫（埼玉県熊谷市、安田裕信理事長）は、十月一日から環境や少子化対策を後押しする金利優遇を始める。エコカー（低公害車）の購入、太陽光発電装置の設置など環境に配慮したリフォームや教育ローンを対象に通常金利から〇・二五％引き下げる。景気停滞で落ち込み気味の個人の資金需要を喚起して、貸出金を積み増したい考えだ。
　同金庫は十月から来年四月末までをキャンペーン期間として消費者ローンなども含めた二％の金利優遇を実施する。マイカーローン、リフォームプラン、教育ローンは基準金利五・二五％から無条件で二％下げ、エコカーの購入などの場合はさらに〇・二五％引き下げる。
　金利優遇キャンペーン期間中にマイカーローン千件（十六億円）、リフォームプラン五十五件（一億二千万円）の獲得が目標だ。環境や少子化対策の金利優遇はキャンペーン期間を過ぎても継続する方針。
　マイカーローンで金利優遇の対象になるのはハイブリッド自動車や天然ガス自動車、液化石油ガス（ＬＰＧ）自動車など。見積書や顧客からの聞き取りで確認する。
　太陽光発電装置の設置資金など環境に配慮したリフォームだけでなく耐震やバリアフリー、防犯、シックハウス対策のリフォームも金利優遇の対象に含める。教育ローンの場合は小学校から大学院に在学中の子供が二人以上いることが条件。
　今回の金利優遇策は社会的な関心が高まっているテーマに積極姿勢を示すことで企業イメージを向上する狙いもある。

千葉銀と合同商談会、取引先３０社の交流促進、横浜銀。

	2008/09/10, 日本経済新聞　地方経済面 (神奈川), 26ページ, 　, 363文字


　横浜銀行と千葉銀行は九日、東京都内のホテルで両行の主力取引先企業計三十社を集めて合同商談会を開いた。両行の合同開催は初めて。神奈川県と千葉県を代表する両行の取引先が交流できる場を設け、両県を結ぶ東京湾アクアラインを通じたビジネス交流を促す狙い。
　「千葉・横浜合同ビジネスマッチング商談会」には、横浜銀の取引先から十四社計三十三人が、千葉銀の取引先から十六社計三十人が参加した。業種は製造業が中心で、午後二時半からの個別商談会では各社とも自社技術の紹介や情報交換などを通じて交流を深めた。　参加した金属加工機械卸売業のソディックセールスジャパン（横浜市）の河本朋英氏は「普段会えない企業と技術的な話ができ、交流の輪が広がったように思う」と話した。横浜銀は「交流のある地方銀行を加えて商談の機会を作っていきたい」と抱負を述べた。

茨城―茨城銀、県南部への出店増加（地域金融ダイジェスト）

	2008/09/18, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 174文字


茨城銀行はつくばエクスプレス（ＴＸ）の開業や首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の区間開通に伴い開発の進む茨城県南部への出店を強化する。今年度中にも、圏央道のインターチェンジに近いＪＲ常磐線ひたち野うしく駅に新店を開設。来年度にはつくば市のＴＸ研究学園駅に進出する。建設ラッシュにわく県南部に店舗戦略の軸足を移し、住宅ローンなどの融資拡大につなげる。＠

千葉銀、北千住に支店、営業所、融資順調で格上げ。

	2008/09/18, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 406文字


　千葉銀行は十七日、ＪＲ常磐線やつくばエクスプレスが乗り入れる北千住駅近くに「千住支店」（東京・足立）を二〇〇九年三月に開業すると発表した。〇六年六月に同区に開設した「北千住法人営業所」が法人向け融資を順調に伸ばしている。支店に格上げして住宅ローンなど個人向け取引にも力を入れる。
　千住支店は東京芸術センターの一階に入居する。店舗面積は約二百六十平方メートルで、従業員十五人（うち行員十二人）を配置する。ＡＴＭは視覚障害者対応機種一台を含む二台を配備した。
　個人顧客との取引を強化する目的で全自動貸金庫を約二百個備え付ける。都内に開設した法人営業所を支店に昇格するのは深川支店（東京・江東）に続き二番目。
　千葉銀は東京都東部を第二の営業基盤に位置づけ営業している。最初から支店を置くのではなく、まず法人向け融資業務に特化した営業所を開設。融資額が百億円に達した時点を目安に支店に昇格する戦略で顧客を開拓している。

富裕層に照準会員組織、商品購入応じ商品券、健康・医療情報の提供も、千葉銀が創設へ

	2008/09/19, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 458文字


　千葉銀行は二十二日、預かり資産残高が一千万円以上の顧客を対象とする会員組織「ちばぎん夢倶楽部（くらぶ）」を創設する。運用商品の購入額に応じて商品券を贈るほか、外部機関と提携して健康・医療や旅行・宿泊など非金融分野のサービスを十月一日から提供する。会員約二十万人にサービス内容などを記載した冊子を送付し、富裕層を囲い込む。
　同行に預金や投資信託、保険などの金融資産残高が一千万円以上ある個人顧客が対象。金融サービスでは、同行指定の投信の購入金額に応じて商品券を提供する。例えば購入金額が百万円以上三百万円未満の場合、ＪＣＢギフトカードを二千円分贈る。
　外貨両替手数料や遺言信託手数料を優遇したり、資産運用の相談に乗ったりもする。
　非金融サービスでは外部機関と提携。電話による健康相談や専門医紹介に加え、旅行ツアーやホテルの宿泊料金を割り引く。バスで県内観光地を回る日帰りバス旅行も企画している。
　会員資格は毎年末の取引状況で判断する。会員向け冊子の発行は原則として毎年三月だが、会員の要望を聞いて柔軟に対応する方針。

京葉銀行、自己株取得を決議。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 119文字


　■京葉銀行　十九日の取締役会で自己株式の取得を決議した。発行済み株式総数の三・四％にあたる一千万株、取得価額五十億円をそれぞれ上限に、十月一日から来年三月十三日まで市場で取得する。株主への利益還元が目的としている。取得は二〇〇一年以来。

関東つくば銀にエコ事業所認定。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 138文字


　関東つくば銀行は十九日、茨城県内にある七十八の本支店と関連会社六社が、環境問題への取り組みを進める事業所を対象にした同県の「茨城エコ事業所」の認定を受けたと発表した。同行は環境省が推進する温暖化防止活動「チームマイナス６％」に参加するなど環境問題へ取り組みに力を入れている。

武蔵野銀、協調融資などで、農林公庫と提携。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (埼玉), 40ページ, 　, 204文字


　武蔵野銀行は二十二日、農林漁業金融公庫関東支店（さいたま市）と業務提携したと発表した。農林畜産業を育成するため、協調融資などの連携を強化する。農畜産物の販路開拓を目的に、武蔵野銀が融資先である加工業やサービス業者を紹介するなど情報共有も進めていく。
　農林公庫は十月一日、中小企業金融公庫などほかの三政府系金融機関と統合、日本政策金融公庫（政策公庫）となる。武蔵野銀との連携は政策公庫さいたま支店が引き継ぐ。

埼玉県信金、口座から携帯で、「エディ」に入金。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (埼玉), 40ページ, 　, 137文字


　埼玉県信用金庫（埼玉県熊谷市、安田裕信理事長）は二十五日、普通預金、総合口座から携帯電話を通じ、ビットワレットの電子マネー「Ｅｄｙ（エディ）」に入金できるサービスを始める。対象は電子マネー機能を搭載したＮＴＴドコモの携帯電話利用者。入金一回ごとに五十二円の手数料がかかる。

千葉銀、特定贈与信託を受託、収益、重度障害者に交付。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 397文字


　千葉銀行は二十四日、重度障害者の親族などが金銭を金融機関に信託する特定贈与信託を初めて受託した、と発表した。県内の顧客から預かった六千万円を運用し、元本と収益を障害者に交付する。県内地銀が本体業務として特定贈与信託を受託するのは初めて。
　特定贈与信託は重度の心身障害者の生活を安定させるための扶養信託の一つで、財産の生前贈与の役割を果たす。金融機関が障害者の親族や篤志家から受託した金銭を管理運用し、定期的に生活費や医療費の形で障害者に交付する。相続税の特例措置として六千万円まで非課税で贈与できる。
　同行は今月四日、県内に住む障害者の親から六千万円を受託した。元本確保型の商品で運用し、元本と収益を毎年二百万円、障害者本人に交付する。運用期間は最長で三十年間の予定という。
　千葉銀行は二〇〇六年六月、銀行本体で信託業務に参入した。すでに土地信託、公益信託、遺言信託では受託実績があるという。

常陽銀、みなと運送に５億円協調融資。

	2008/10/01, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 110文字


　常陽銀行は三十日、みなと運送（茨城県神栖市）に対し総額五億円の協調融資（シンジケートローン）を組成したと発表した。常陽銀のほかに茨城銀行が参加する。主幹事は常陽銀。みなと運送は調達した資金をトラックの更新費用に充てる。

茨城県信用組合、水戸にローン専門店。

	2008/10/01, 日本経済新聞　地方経済面 (茨城), 41ページ, 　, 169文字


　■茨城県信用組合（水戸市、幡谷祐一理事長）　三十日、水戸市内で十月一日から住宅ローンや教育ローンに特化したローン専門店の営業を始めると発表した。名称は「ローンセンタークレオパトラ」で、ＪＲ水戸駅南口から車で五分ほどの場所に立地。ファイナンシャルプランナーの資格を持つ職員が相談に応じる。営業時間は午前九時―午後五時（土日は午後四時半）。

中部地域
個人向け販売強化、八十二銀株価参照投信を発売、金融商品。

	2008/09/09, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 551文字


　八十二銀行は個人顧客向けの金融商品販売を強化する。一定条件を満たすと、最短一年で繰り上げ償還できる投資信託の新商品を八日に発売。定期預金と投資型商品を組み合わせる独自プランの取り扱いも延長する。同行は「株式相場の変動は激しいが、資産運用ニーズは根強い」（個人部）とみて、個人顧客の取り込みを強化する。
　八日に募集を始めたのは「条件付株価参照ファンド０８―０９／４０型」。満期は五年だが、一年後の日経平均株価が運用スタート時と横ばいか上回ると繰り上げ償還できる。また、一年半後までに一度もスタート時を四〇％以上下回らない場合や、四〇％を割り込んでも一年半後にスタート時を上回っていれば、繰り上げ償還となる。
　分配金は一年後と一年半後の計二回で、それぞれ年率換算で三・八％と〇・五％程度とする。運用会社は三菱ＵＦＪ投信。運用開始から一年半までは特定のユーロ円債に投資し、その後は日経平均株価との連動に切り替える。申し込みは十万円以上からで、二十六日まで募集を受け付ける。
　また、定期預金と投資信託などの投資型商品を同時に申し込むと定期預金に特別金利を上乗せする「八十二運用セットプラン」については、期限を八月末から十一月二十八日まで延長する。金利水準や投資型商品の組み合わせといったプラン内容は変えない。

中小金融現状打破へ、▼上▼、地域とのきずな再発見、集金、顧客発掘の武器に、信金・

	2008/09/11, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 1656文字


　長野県内の中小金融機関が苦境に立たされている。企業業績の低迷に証券市場の混乱が加わり、収益が悪化。大手銀の進出や八十二銀行の小規模企業への融資攻勢などで県内の競争環境は激しさを増す。新たな収益源の確保と経営基盤の安定化が共通の課題となるなか、活路は見いだせるのか。信金・信組、農協、地方証券、それぞれの動きを追う。
　「がんは日本人にとって最も身近な病気です」。長野信用金庫大門町支店の滝沢秀昭さんの語り口はまるで生命保険の営業マン。長野市の雑貨卸会社に勤める林秀和さんにがん保険を説明する。定期積み金などで同支店と付き合いの長い林さんは、近親者にがん患者がいて保険に関心がある。「せっかくなら信金で加入したい」と顔なじみの滝沢さんに相談した。
　長野信金は六月からがん保険の販売を始めた。窓口で客を待つのではなく、渉外係が得意客の職場や自宅に出向いて売り込む。中島茂基大門町支店長は「蓄積した顧客情報から潜在需要を掘り起こす」と狙いを語る。
電話を使わず
　「足で稼いでナンボ。粘って食い込め」。上田信用金庫の小林哲哉理事長は四月、渉外係に号令をかけた。四年前に引き上げた集金の最低金額を四月に再び下げた。二〇〇四年に設立した事業所開拓推進チームは電話を使わず、ひたすら企業を回る。スタッフ三人の一カ月のノルマは二社との取引開始。これまで約二百五十社を開拓した。
　非効率でコストがかかる集金を「顧客と接する貴重な機会」（長野信金）ととらえて取引拡大に生かすなど、地域密着への“原点回帰”を戦略の中核に位置づける信金・信組が増えている。背景にあるのは、大手との競争の激化など経営を取り巻く環境の悪化だ。
　〇七年秋に三菱東京ＵＦＪ銀行と群馬銀行が県内に相次いで営業拠点を開設。八十二銀は中小企業専門の融資拠点を全県展開し、「これまで相手にしなかった」（信金幹部）小規模企業への営業攻勢を強めている。
　競争激化に加え、景気減速で幅広い業種で企業業績が悪化。株式相場の動きは激しく、運用による収益確保も難しい。この結果、県内信金・信組の〇八年三月期決算は四信金・一信組が最終減益となり、一信金が最終赤字に転落した。
　経営環境の悪化は、高い健全性を誇る金融機関にも経営見直しを迫る。高金利で預金を集め、有価証券運用で高収益を上げてきた長野県信用組合（長野市）は「今の収益モデルはいつまでも通用しない」と判断、十月に預金金利を引き下げる。今後は渉外体制を生かして保険販売を強化、手数料収入を堅実に稼ぐ。
　渉外体制の活用にとどまらない。飯田信用金庫は飯田市と十月、地域経済の活性化を目的とした研究所を設立する。一般のシンクタンクと違い、調査分析に主眼を置かない。池田征人理事長は「地域の隅々まで歩いて信金ならではの活性化策を提案する」と強調する。
他県も視野に
　長野県は長らく「金融の無風地帯」といわれてきた。八十二銀が県全域を支配下に置く一方、信金は地域をすみ分け、競争を避ける。県内六信金の看板はいずれも「しんきん」だけ。お互いの地盤を侵さない“暗黙協定”があった証拠だ。
　だが、その秩序は崩れ始めた。経営者の高齢化や後継者難で企業の減少は続く。既存の営業区域にとどまっていては「じり貧になる」との危機感が強まっているのだ。
　飯田信金は十一月、長野・愛知・静岡の三県にまたがる三遠南信地域の七信金と「サミット会議」を開く。三遠南信自動車道の全面開通で生まれる商圏をにらみ、各信金の取引先が観光や特産品を互いに持ち寄って経済交流を強める。
　長野信金の原徹爾理事長は「これからは金沢や富山の信金との連携強化が必要」と、一四年度末の北陸新幹線の長野―金沢の延伸開業を踏まえた戦略を練っている。
　県内経済が縮小する現状では、既存の地盤を固めるだけでは不十分。県内の信金・信組は「内」と「外」の両方を見据えた積極果敢な経営姿勢が求められている。

岐阜銀、健全化計画見直し発表、住宅ローン強化。

	2008/09/17, 日本経済新聞　地方経済面 (中部), 7ページ, 有, 656文字


　七月に金融庁から業務改善命令を受けた岐阜銀行は十六日、経営健全化計画の見直しを正式に発表した。利益目標額を、景気減速を前提とした数値に引き下げた。店舗の合理化により営業人員をやりくりし、拡大余地が見込める住宅ローン部門に重点配置するなどの施策も盛り込んだ。
　二〇〇九年三月期の単独最終利益の目標額を十一億円に下方修正した。従来は二十九億円。大口取引先の破綻で不良債権処理損失が拡大するため。従来は景気回復を想定した計画だったが、景気低迷を前提に練り直した。一一年三月期の目標額も単独最終利益は三十六億円から二十一億円に減額。百二十億円の公的資金の返済原資となる剰余金は二百三億円から百四十億円とし、積み上げペースが鈍化する。
　三十八店舗ある支店のうち、一〇年三月期に二店舗を出張所に格下げする。これにより工面した六人の営業人員を、住宅ローン販売と投資信託などの金融商品販売に振り分ける。人員増強で住宅ローンを含めた個人ローン残高を一二年三月期は二千億円と、〇八年三月期から六百億円の積み上げを目指す。
　記者会見した大熊義之頭取は「景気回復を前提にした目標達成は困難。顧客の投信への興味が薄れたことや、取引先の経営破綻を織り込んで計画を見直した」と話した。
　岐阜銀は同日、〇九年三月期の単独最終利益が前期比六九％増の十一億九千万円になる見通しだと発表した。従来予想を三億一千万円下回る。これまで未定としていた配当は年〇・五円（前期は〇・四円）とした。

預金に応じ排出枠購入、八十二銀、エコ定期発売。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (長野), 3ページ, 　, 407文字


　八十二銀行は十九日、預金十万円につき二酸化炭素（ＣＯ２）二十キログラムの排出枠を同行が購入し、政府に無償譲渡するエコ定期を十月から発売すると発表した。同行が開発した基幹系システムに参加する地銀七行の「じゅうだん会」が共同で企画した。会として共通預金商品に取り組むのは初めて。
　同行の新型定期販売額は五十億円。政府に譲渡する排出枠は千トンとなり、購入手数料を含め四百万円のコストがかかるという。三菱ＵＦＪ信託銀行から信託受益権の形で排出枠を取得する。預金者は、日本の温室効果ガス削減目標達成に向けて協力することになる。
　新型定期の名称は「エコ定期　地球（ほし）の未来」。預入単位は十万円以上、一千万円未満で、十月一日から取り扱う。預入期間は三年で、スーパー定期三年の店頭表示金利を適用する。
　じゅうだん会全体では三百八十億円を募集し、全体で四千トンを政府に譲り渡す。銀行により、預金金額ごとの排出枠購入量は異なる。

大光銀が融資拡充、２０店舗を重点推進店に、農家や農業向け。

	2008/09/30, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 245文字


　大光銀行は二十九日、農家や農業法人向けの融資を拡充するための体制整備を十月一日付で実施すると発表した。金融サービス部内に農業向け融資の専門担当者を一人置くほか、県内二十店舗を「重点推進店舗」と位置付け、新規融資先の掘り起こしを進める。
　これまで商工業分野での新規開拓を進めてきた「企業開拓グループ」が十月からは農業分野も手掛ける。担当者一人に対し重点推進店舗を三店舗程度ずつ割り振り、それぞれの営業エリアで開拓を進める。農業を医療福祉に続く重点分野として位置付けており、融資拡大を目指す。

北陸地域
最終損益軒並み悪化、建設破綻響く不良債権処理膨らむ、３県地銀６行の４―６月。

	2008/08/12, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 836文字


　北陸三県の地銀六行の二〇〇八年四―六月期決算が十一日出そろった。北国銀行が最終赤字に転落したほか、残りの五行も最終損益が大幅な減益となった。真柄建設など大型の経営破綻が相次いで不良債権処理損失が膨らんだため。収益の柱である貸出業務は力強さに欠けており、株価低迷を背景に投資信託の販売も不調だ。
　業績悪化の主因は相次いだ建設業の破綻だ。北国銀では取引先である真柄建、フクモク工業（福井市）の取引先の破綻で六十二億円の不良債権処理損失（前年同期は三億七千六百万円の戻し入れ益）。福井銀でも貸出先の査定を厳格化した上、真柄建設の債権回収が難しくなり、不良債権処理損失は二十億円と前年同期の二千万円から大きく膨らんだ。二行は〇九年三月期の業績予想を下方修正した。
　北陸銀でも真柄建、林建設工業（富山市）とゼネコン二社の破綻で貸倒引当金の積み増しや株式の減損処理を迫られて最終損益は大幅な減益だった。
　本業もさえない。本業のもうけを示すコア業務純益は六行すべてで減少している。福邦銀は企業向け融資で金利引き上げに苦戦しており、総資金利ざやは〇・二一％と〇・一三ポイント縮小した。「設備投資など前向きな資金需要はほとんどない。赤字を補てんするなど後ろ向きの資金調達ばかりだ」（尾広孝一取締役）と漏らしている。
　貸出金はいずれの地銀も増えたが、地方公共団体向け融資や住宅ローンが頼り。長期固定で低金利融資を展開している富山第一銀は住宅ローン残高を一割増やした。ただ、けん引役である住宅ローンの拡大にも陰りが見え始めており、「競争が激しくて、とても伸ばせる状況ではない」（富山銀）という。
　中小企業向け融資も縮小傾向。福井銀は中小向け貸出金比率が一年前より五・四一ポイント低下、福邦銀でも四・〇二ポイント低下した。収益回復が期待される手数料ビジネスも株価低迷で再浮揚のきっかけをつかみ切れていない。北国銀では投信販売が前年同期より四割減っており、個人向けなどの手数料収入が二二％減った。

北国銀行、奥能登の２支店閉鎖。

	2008/08/19, , 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, , 170文字


　■北国銀行　十八日、石川県奥能登地区の町野（輪島市）、小木（能登町）の二支店を閉鎖し、同じ営業エリアの店舗に統合すると発表した。町野支店は十一月七日で営業を終え輪島支店に、小木支店は同月十四日に営業を終え宇出津支店に統合する。統合で奥能登の店舗は十から八に減る。十月に富山市に新店を予定しており、店舗統合後の全体の店舗数は百二十三になる。

金沢信用金庫、機械の動産担保ローン。

	2008/08/26, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 177文字


　■金沢信用金庫（金沢市）　二十五日、リース大手の興銀リースと提携し、機械を担保に融資する「きんしん動産担保ローン」の取り扱いを九月一日から始めると発表した。融資額は一億円以内で期間は五年以内。興銀リースが融資を受ける企業の工作機械や車両などを譲渡担保に設定したうえで、金沢信金の融資を保証する。不動産を持たない中小製造業向けの資金調達の選択肢を広げる。

預金シフト収益に映せず、　優遇金利定期は好調続く、投信・保険へ誘導探る、描きカッ

	2008/08/27, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 1563文字


　北陸の金融機関が個人向け金融（リテール）分野で火花を散らしている。中心は定期預金や住宅ローンで、金利優遇などで囲い込みを図る。ただ、景気後退色が強まる中、預金が積み上がっても収益に直結しない悩みも抱える。ゆうちょ銀行などの攻勢も激しさを増す。各地に根を張る店舗網で支持をつなぎ留めることができるか。金融機関のリテール戦略を探る。
　「あんたら（が）暑いとこ何度も来たら、行かんわけにいかんわいね」。石川県を代表する観光地、輪島朝市。度々訪れる営業担当者を前に、朝市の女性はつぶやいた。
　輪島支店の移転新築を記念し、七月末に金利一％の三年定期預金を目玉にキャンペーンを繰り広げた、のと共栄信用金庫（七尾市）。移転前の一カ月は、職員が市内の約六千軒を訪問。全支店長も一度は輪島を訪れ、かつてない「どぶ板」営業を展開した。
　初日の七月二十八日は一千万円以上を預ける客も現れ、祝賀イベントに訪れた本店幹部も接遇に追われるほど。一週間で獲得したのは当初募集枠の倍以上の十一億円。従来、同信金の預金客でなかった人の新規開設が半数を占め、同支店の預金額は六割近く増えた。
　大林重治理事長は「輪島は地震などで経済は厳しいが個人のストックはある。期待以上に集まった」と満足げだ。
移行は約１割
　各金融機関の金利優遇商品は好調が続く。北国銀行が六月中旬から始めたキャンペーン定期預金も五百億円の募集枠を二カ月弱で達成。八月末まで二百億円を追加した。
　様々な資金獲得手段も広がる。石川県に本店を置く六金融機関は昨春、県の子育て支援策に一部資金を供出するのをうたい文句に五年固定の優遇金利定期の扱いを開始。「子育て支援という親しみやすいテーマで金利も魅力」（昨年、北国銀で申し込んだ金沢市の主婦）と人気を集め、軒並み募集枠に達した。福邦銀行も同様の優遇金利定期を昨年八月から扱い、三十一億円強を集めた。
　ただ、優遇金利の預金獲得は預金利息というコストが増えるだけ。預金を手数料収入につながる投資信託や保険などに呼び込みたいところだ。
　「二〇〇七年問題」をきっかけに、各金融機関が期待を寄せるのが団塊マネー。三カ月間預けてもらい、満期後に投信購入なども検討してもらう「とりあえず預金」を扱う福井信用金庫（福井市）。昨年に続き三―六月に五十二億円を扱ったが、満期後に投信や生命保険に移るのは約一割どまりだったという。
　北陸銀行は退職金専用で金利を優遇する定期預金の取り扱いを継続中だ。〇七年上半期で預金から投資信託など投資商品へ振り替えた客は全体の一割台。いずれも投信は当初見込みを下回る。
　米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に端を発する金融市場の混乱が響き、投信などの販売は低迷が続く。地銀六行の〇八年四―六月期は、いずれも手数料が柱の役務取引等利益が前年同期比で減少。七％減の福邦銀を除き、二〇％前後の大幅な落ち込みだった。
変化の兆しも
　一方、預金シフトは鮮明だ。個人預金の六月末の残高（六行合計）は七兆九千九百億円と三カ月で千三百億円増えた。昨年度一年間の増加分（二千二百億円）の約六割を、わずか三カ月で積み上げた計算だ。
　貯蓄好きと言われる北陸だが変化の兆しはある。北陸銀行の店頭では株式を組み入れた投信は伸び悩むが、比較的安定したリターンが期待できる外債型投信は人気。別の富山県の金融機関は「配当収入と値上がり益の両方を合算して利益をみるようになった」と指摘する。
　銀行窓販の拡大で取扱商品も広がり、個人の側もリスク許容度に応じた商品を選べるようになった。運用難の時代に個人のニーズをどこまで把握できるか。営業現場のスキル向上が欠かせない。

環境保全へ財団設立、基金１０億円目標森づくりや教育、金沢信金。

	2008/08/27, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 378文字


　金沢信用金庫（金沢市、村田武理事長）は二十六日、石川県内で環境保全活動や里山保全、地球温暖化防止の活動・教育などに取り組む「財団法人きんしん環境財団」を設立したと発表した。北陸の金融機関が環境活動を目的に財団を設けるのは初めて。創立百周年の記念として位置付け、幅広い県民の環境活動も助成する考えだ。
　今年度は十一月に金沢市内で山ボウシ、山桜、コナラなど百本の植樹をするほか、水辺環境保全の一環で市内を流れる辰巳用水のパンフレット作製支援などをする。基金は金沢信金の寄付をもとに三千万円で立ち上げ、十年で十億円に積み立てる計画。二〇〇八年度の事業費は三百万円、〇九年度からは五百万円以上にするという。
　記者会見した村田理事長＝写真＝は「自然と人間が共生する環境づくりに地域金融機関として寄与する。将来は『きんしんの森』という里山も作りたい」と抱負を述べた。

「伝統工芸」前面に、来月、異業種商談会、北陸地区信金協。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 443文字


　北陸三県の全十八信金で構成する北陸地区信用金庫協会（会長・山田尚武福井信用金庫会長）は四日、十月三日に金沢市で開く異業種交流・商談会イベント「北陸ビジネス街道２００８」の概要を発表した。出展企業・団体は五百三十と前年から三十増、発注者側の企業は十八社増の五十七社に拡大。事前マッチングも充実し、販路拡大や異業種連携を支援する。
　イベントは今年が三回目。新たに「技と伝統のものづくり」ゾーンを設け、和紙、漆器、彫刻など地場の伝統工芸二十三社のゾーンを設置。実演で会場ににぎわいをつくり、「伝統工芸と先端技術企業の連携にもつなげたい」（幹事金庫の福井信金）という。
　事前の折衝で、すでに二千件強の商談実施が決まっている。発注側にはイトーヨーカ堂やネットで多くの閲覧者を集めるヤフー、ぐるなびが初参加。高等教育機関は専門ゾーンをなくして研究分野ごとの業種ゾーンに分け、目的をより明確にし産学連携を円滑にする。
　今年は、三県の民放ラジオが共同企画する番組と組み、会場から一時間の生放送もする。

景気ワンポイント、けん引役の都銀が減速、貸出金残高。

	2008/09/12, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 748文字


　新潟県内の金融機関の貸出金残高が伸び続けている。六月末時点の残高は前年同月比一・一％増の五兆千九百七十九億円と、十三カ月連続で前年同月を上回った。地方銀行が金利優遇キャンペーンなどで着実に個人客を取り込み、安定して残高を増やしている。
　これまで全体の伸びをけん引してきたのは都市銀行。低金利のビジネスローンを武器として、新潟市など下越地方の中小企業を中心に貸出先の開拓を進めた。県内の都銀の貸出金残高は二〇〇六年十月から〇八年四月まで十九カ月連続で前年同月を上回り、ここ一年余りは四千二百億円を上回る水準を維持している。
　その間、苦戦を強いられたのが信用金庫や信用組合だ。「得意先の帳簿で都銀の名前を見ることが増えた」（県内信用組合幹部）といい、顧客を奪われてしまったケースも目立つ。特に信組は落ち込みが目立っており、〇七年三月には残高総額で都銀に抜かれた。
　だが都銀の勢いにもかげりが見える。五月の残高は二・〇％減と減少に転じ、六月も〇・三％増と微増にとどまった。原材料の高騰や建設不況などが県内にも波及したことで、中小企業を中心に資金需要が弱まったとみられる。
　対照的に安定した増加が続いているのが地方銀行だ。伸び率で都銀を下回る月も多いが、〇七年六月以来十三カ月連続で増えている。
　大きな下支えとなっているのが個人客への貸し出しだ。第四銀行や北越銀行、大光銀行は昨夏以降、相次いでＡＴＭ手数料の引き下げやローン金利優遇など、個人客の取り込み策を加速させている。手数料減少など業績にはマイナス要素となるが、顧客の「囲い込み」を進めることで将来の収益源を確保する狙いもある。
　短期的に県経済が大きく上向くことは考えづらい。今後も少ない資金需要を巡って金融機関の間で激しい獲得競争が続きそうだ。

北陸の地銀、株評価損膨らむ、流通関連、年初来安値も。

	2008/10/01, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 有, 847文字


　米国発の金融不安を受けて三十日の株式市場は全面安の展開となり、北陸三県でも影響を懸念する声が広がった。二〇〇八年九月中間期の最終日の株価下落で、金融機関などが保有する株式の評価損は膨らみ逆風が強まる。株安による消費者心理の冷え込みも懸念され、北陸の流通関連企業で年初来安値を更新する企業もあった。（１面参照）
　地銀は取引先の株式などを保有し影響は大きくなる見通し。富山銀行は保有株が値下がりし「業績修正の可能性も含め検討」としている。
　福井銀行は九月中間期業績に与える影響について「評価損拡大など影響が出てくる可能性はある」と話す。北国銀行も破綻した米リーマン・ブラザーズの社債二十億円を保有し、追加で今回の株安の影響も受けそう。ただ同行は保有株の含み益も抱えており益出しで評価損を相殺する可能性もある。
　一方、ほくほくフィナンシャルグループは二十六日、与信コストや有価証券評価損の増加を見込み九月中間期の連結経常利益予想を下方修正。「世界的な金融不安は織り込み済み。今回の株安で大きな追加損失はない」という。
　北陸では中小企業の倒産も相次いでおり、金融機関の体力が持つか正念場だ。北陸財務局の大森通伸局長は三十日の会見で「株価下落は金融機関の収益を直撃する」と指摘したうえで、中小企業向け融資態度が鈍らないよう注視していく姿勢を示した。
　個人消費の一段の冷え込みに対する懸念が強まり、小売株のクスリのアオキとＰＬＡＮＴは年初来安値を更新した。アオキは〇八年第一・四半期の連結営業利益は前年同期比三％増と業績は堅調。青木保外志社長は「現在の市場はＭ＆Ａ（合併・買収）などが材料視され、業績が正当に評価されず残念」と述べた。
　ＰＬＡＮＴの松田恭和常務は「内需関連企業というだけで金融機関・投資家などからの評価が割り引かれる傾向がある」と話す。松田常務は「株価低迷は景気悪化への不安を裏付けており、今後の消費には期待しにくい」と懸念する。
【図・写真】銘柄ボードには、マイナス表示が続出（富山市内）

東海地域

近畿地域

住宅ローン強化、京都・西明石にも一括窓口、但馬銀。

	2008/08/06, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ａ), 9ページ, 　, 381文字


　但馬銀行（兵庫県豊岡市）が住宅ローンの取り込みを強化している。専門のスタッフを配置し、住宅ローンの相談から手続きまで一括して受ける「住宅ローンセンター」を同県明石市と京都市に相次いで開設した。ローンセンターは合計十二拠点体制になる。これまで手薄だった地域のネットワークを強化し、事業を拡大する。
　このほど西明石支店内と京都支店内に住宅ローンセンターを新設。専門スタッフを四―五人配置した。家を建てる顧客にローンを紹介したい不動産業者などへの対応のほか、ローン申請後の個人客への相談に乗る。
　但馬銀行は住宅ローンセンターを兵庫県内の臨海部を中心に設置してきたが、地価上昇などで新規住宅需要が飽和してきている。ただ、阪神間に比べると明石地域ではまだ神戸市内への通勤者などの住宅需要が根強いとみてセンターを新設した。これまで未開拓だった京都市でも新規顧客を確保する。

関西６信金、業務純益減る、貸出金伸び悩み地銀との競合激化、大手１１信金の前３月期

	2008/08/27, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 796文字


　関西の信用金庫の収益が悪化している。大手十一信金の二〇〇八年三月期決算は本業のもうけを示す実質業務純益が六金庫で減少した。景気後退で資金需要が減る一方、地方銀行との競争も激化して主力の中小企業向け貸し出しが伸び悩んだ。不良債権比率が七金庫で上昇するなど、融資先の業績悪化も収益に影を落とし始めている。
　十一金庫合算の貸出金残高は前の期比横ばいの九兆二千二百七十八億円だった。景気に減速感が出始めた昨年後半あたりから、中小企業の資金需要は減少。不良債権の償却を進めた大阪東信用金庫（大阪府八尾市）は七％減、融資の審査を厳格にした大阪信用金庫も二％減となった。
　「融資先で京都銀行や南都銀行とぶつかるケースが増えた」と指摘する大阪の信金首脳もいる。企業が集まる大阪に他府県から進出する地銀が増え、一部で顧客の奪い合いが起きている。
　主力商品の一つである住宅ローンが十一金庫合算で二兆二千六百億円と前の期比で横ばいにとどまったのも、この分野に力を入れる地銀や大手銀行との競合が一因だ。
　預金は全体で二％増えたが貸し出しが伸びず、預貸率（貸出金残高を預金残高で割った値）は十金庫で低下した。融資に回らない資金は国債などを買って低利で運用するしかなく、収益の低下につながる。総資金利ざやも十金庫で減少した。
　不良債権も増加している。最終利益が減った五金庫のうち、減益幅の大きい大阪信金や京都信用金庫、尼崎信用金庫などは、いずれも不良債権処理損失の増加が響いた。一方、前の期に大幅な処理損失を計上した京都北都信用金庫（京都府宮津市）は黒字転換した。
　不良債権残高は八金庫で増え、全体では三％増となった。ある信金首脳は「（債務者区分が）正常先でも、連鎖倒産で“突然死”するケースが増えてきた」と明かす。不動産や建設業を中心に中小企業の業況悪化が進むなか、今期中にさらに不良債権が増える可能性もありそうだ。

動産担保融資、南都銀が開始。

	2008/09/02, , 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 185文字


　南都銀行は一日、興銀リース、オリックス自動車と提携して、機械設備や事業用車両を担保に事業資金を融資する動産担保融資を始めると発表した。リース会社が担保を取得し、その保証で南都銀が融資する。機械設備が担保の場合、一千万円以上一億円以下を五年以内で融資。車両の場合は百万円以上一億円以下、七年以内で融資する。
　南都銀は四月から東京リースと提携した機械担保融資も始めている。

取引先８２社参加、来月に商談会、池田銀。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 250文字


　池田銀行は四日、ビジネスマッチングフェア（取引先同士の商談会）を十月十六、十七日に大阪市の「マイドームおおさか」で開くと発表した。池田銀と取引のある八十二社に加え、大学十二校と独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）が参加する。近畿経済産業局や大阪府商工労働部など十機関も、助言などで協力する。
　今回は、池田銀と来年四月に経営統合する泉州銀行の取引先十社が参加。産総研が中心になりニッケル水素電池など「関西発三大発明」に関する特別展示も予定している。南都銀行と大阪府八尾市も同じ会場で商談会を開く。

びわこ銀ＣＯ２削減定期、預金残高１年で２２２億円。

	2008/09/09, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 341文字


　びわこ銀行は八日、昨年九月から取り扱いを始めた「一人一日一キログラムのＣＯ２（二酸化炭素）削減」に挑戦する顧客に金利を優遇する「ＣＯ２ダイエット・チャレンジ定期預金」の年間実績をまとめた。八月三十一日時点の延べ預金者数は一万千七百四十人で、残高は二百二十二億八千七百万円。チャレンジ宣言をした顧客が目標通り実践した場合、ＣＯ２削減効果は年間約四千二百八十五トンになるという。
　「ＣＯ２ダイエット・チャレンジ定期預金」は一年物で、通常のスーパー定期に〇・二％金利を上乗せする。預け入れは新規に限り、五十万円以上、一千万円まで。申し込みは、環境省の「チーム・マイナス６％」のホームページにアクセスしてＣＯ２削減目標を登録し、印刷した「私のチャレンジ宣言」を同行本支店の窓口で提示する。

子育て応援事業、京都銀、３県で、教育ローン金利優遇。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 274文字


　京都銀行は十九日、滋賀と奈良、兵庫の三県で子育て応援事業に参加すると発表した。各県が子育て家庭を対象として発行しているカードを提示すれば、同行が取り扱う教育ローンの金利を年一％引き下げる。同行ではこれまで京都府と大阪府で同様の取り組みを展開していたが、支店がある近畿の全府県に対象を広げる。
　二十四日から、滋賀県の「淡海子育て応援カード」や奈良県の「なららちゃんカード」と「あかちゃんならカード」、兵庫県の「ひょうご子育て応援の店パスポート」の所有者を対象として金利を割り引く。対象となる商品は「京銀教育ローン」と「京銀教育ローンＩＩ」の二種類。

法人・個人向け、エコローン投入、みなと銀、来月から。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 　, 374文字


　みなと銀行は二十二日、環境対応に取り組む企業やエコ商品を購入する個人を対象に金利を優遇する融資を十月に始めると発表した。企業や個人の環境意識が高まるなか、資金需要を取り込む。
　企業向けの新商品は「みなとエコローン」。環境対応型企業の国際標準規格「ＩＳＯ１４００１」などの環境マネジメントシステム認証を取得した企業が対象。金利を標準利率から最大一・六四％引き下げる。借入可能金額は五百万円以上五千万円以下で、期間は運転資金なら最長五年、設備資金なら最長七年。
　個人向けは「みなとエコ住宅ローン」と「みなとエコ商品購入ローン」の二種類。住宅ローンは、太陽光発電システムなど省エネ機器を備えた住宅を購入した人の金利を一・四％優遇する。商品ローンは省エネ機器を購入する人に年利三・三七五％で融資する。既存の教育ローンやマイカーローンの金利と比べ二％低い。

京都の金融機関、府内店舗網テコ入れ――京都銀、５支店を刷新・新設、他。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 有, 926文字


　京都府を地盤とする金融機関が相次いで府内の店舗網の再構築に着手した。京都銀行は二〇一〇年度中をメドに五店舗を新設・刷新する。京都中央信用金庫や京都信用金庫も老朽化した店舗のリニューアルなどを展開し、競争力の強化を図る。京都銀を中心に府外への積極出店により、規模拡大を進めてきたが、地盤である京都の店舗網を拡充、経営基盤を固める狙いだ。
　京都銀では〇八年度中に太秦安井（京都市）、園部（南丹市）の両支店を新築移転する。〇九―一〇年度にかけて吉祥院支店（京都市）、墨染支店（同）を刷新するほか、長岡京市内にも一店舗を新設する計画だ。
駐車場を拡大
　十二月に開設予定の太秦安井支店は敷地面積が従来の二・七倍となる九百三十六平方メートル。駐車場の設置数も現在の六台から十二台に増やす。市街地にある狭小店舗では、同店同様、駐車場が数台分しか確保できない場所も多く、「住宅ローンの契約には四―五人で来店することもあり、駐車場の狭さがマイナスにもなりかねない状況だった」（高崎秀夫専務）という。
　新店では資産運用などの相談ブースも拡充し、全自動貸金庫などの設備を導入することで富裕層の開拓にも力を入れる。老朽化した店舗の刷新に合わせ、より広い代替地を確保することで各支店の営業力を高める。
　同行は〇七年度までの前中期経営計画で府内での貸出金シェア二八％という目標を掲げていたが、〇八年三月末に二七・三％と届かなかった。営業てこ入れで目標の早期達成を狙う。
貸金庫を倍増
　京都中央信金は府庁前支店（京都市）の新設と円町支店（同）の新築移転を計画中。ただ、現在京都市内だけで八十三店舗を構えており、「これ以上の店舗は基本的に必要ない」（布垣豊理事長）との姿勢。基幹店への機能集約など店舗運営の効率化に軸足を移していく。
　京都信金は老朽化した西大路支店（同市）を七月に新築移転した。貸金庫を従来の二倍となる四百十九個に増やし、富裕層の開拓を狙う。今後、園部支店（南丹市）の刷新も計画中で、「築後三十五年が経過しているような店舗に関しては順次、リニューアルして収益力を高めたい」（京都信金）としている。

みなと銀、中小・個人に助成、先払い方式で最高３００万円。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 396文字


　みなと銀行は二十四日、中小企業と個人事業者を対象にした総額一千万円の助成金事業を実施すると発表した。一件当たりの最高支給額は三百万円。創業間もない事業者も応募しやすいよう先払い方式にする。独創性のある技術やビジネスモデルを持つ企業を支援することで、新規の優良顧客の開拓につなげる。
　新助成金は「ＭＩＮＡＴＯ一〇」。兵庫県内か大阪府内に本社がある中小企業か個人事業者が対象。募集期間は十月一日から十二月一日まで。書類・面接審査を経て、二〇〇九年四月上旬に助成先を発表する。助成金支給は五月を予定。審査には神戸大学や日本政策投資銀行、兵庫県立工業技術センター、丸紅などが参加する。
　みなと銀は既に、株式公開を前提とする公募制の投資ファンド事業を展開。ただ、ここ数年は上場を前提としない優良企業も増えてきていると判断し、今回の助成金の実施を決めた。応募状況などを見て、毎年の実施も検討するという。

育児支援退職者雇用、京都中央信金が拡充、制度刷新、優秀な人材確保。

	2008/10/01, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 551文字


　京都中央信用金庫は三十日、育児支援や退職者雇用などの人事制度を十月から大幅に拡充すると発表した。時間外や休日勤務の免除期間を「子供が小学校に入学する前日まで」とこれまでのほぼ二倍に延長。七十歳未満の定年退職者を非常勤嘱託職員として雇用する新制度も始める。制度刷新により同金庫では優秀な人材を社内に取り込む狙いがある。
　時間外勤務などの免除はこれまで子供が満三歳になる前日までを対象としていた。同金庫では四月に結婚や育児などを理由に退職した職員を一定期間内、再雇用するリターン・ジョブ制度も導入。子育てと仕事を両立できる環境を整え、人材の流出を防ぐ。
　また定年退職者を対象とした雇用では、これまで六十五歳までを嘱託職員として再雇用する制度を導入していたが、新たに六十歳以上、七十歳未満を対象とした非常勤嘱託職員制度も導入する。勤務日数は月間十二日からで勤務日も任意に決められるなど、本人の希望に合わせた雇用形態を選択できるようにしたという。
　京都を基盤とする金融機関では京都銀行が出産・育児で退職した職員の再雇用など、女性が働きやすい職場環境の整備に取り組む「女性キャリアサポートプロジェクト」を推進。京都信用金庫も四月から管理職の役職定年を五十五歳から五十七歳に引き上げるなどの制度改革を進めている。

関西の地銀、ＡＩＧ関連販売手控え、保険商品、動静見極め。

	2008/10/01, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 　, 403文字


　関西の地方銀行の間で米政府の管理下に入ったアメリカン・インターナショナル・グループ（ＡＩＧ）関連の保険販売を手控える動きが広がっている。「リスクがある中で顧客には薦められない」との声が多く上がっており、各行とも今後の動向を静観する構え。米金融不安の影響が関西の地域金融機関の営業姿勢にも波及してきた格好だ。
　ＡＩＧグループの保険商品を取り扱う地銀十一行のうち「顧客への積極的な勧誘を手控えている」とした地銀は、京都銀行や滋賀銀行など八行に上った。顧客がどうしても購入したいという場合はＡＩＧを取り巻く状況を説明したうえで販売する。
　同グループにはアリコジャパンなど知名度が高い企業があり、売れ筋商品も少なくないが「米政府と米連邦準備理事会（ＦＲＢ）による救済策が決まった九月十六日以降、一件も販売していない」という地銀もある。一方、関西アーバン銀行など三行は「従来通りの販売を続けている」と説明している。

中国地域
広島銀、１５年ぶり新支店、来年２月、市内に法人・個人対象、富裕層開拓にらむ。

	2008/09/02, 日本経済新聞　地方経済面 (広島), 23ページ, 　, 641文字


　広島銀行は一日、二〇〇九年二月に広島市内に新規支店を開設すると発表した。広島銀が法人・個人両者を対象にした新規支店を開設するのは一九九四年二月以来、十五年ぶり。店舗の統廃合が一巡したことから、人口増が見込める地域や個人の富裕層向けなどに営業拠点を拡大し、収益力の強化を目指す。
　新店舗の名称は「西風新都支店」。西広島開発（佐伯区）が住宅地などの開発を進める「セントラルシティこころ」（安佐南区）に開く。当面は仮店舗として十五人を配置して営業し、周辺地域の開発に合わせて三―五年後をメドに店舗規模を拡大する計画。資材高の影響で建築費が上昇しているため、当初は簡素な設計にして建築費を「通常の半分程度に抑える」（営業統括部）という。
　セントラルシティこころを含む広島市北西地域は副都心化を目指した大規模開発が進行中。こころは年間約二百戸のペースで人口が増加しており個人ローン客の拡大が見込めるほか、周辺地域には富裕層も多く、退職後の預かり資産の獲得を期待できるため出店を決めた。
　「周辺に取引のない企業も数十社ある」（営業統括部）として、中小規模を中心に法人顧客の獲得にも取り組む考えだ。
　広島銀は経費削減のためピーク時から六十店舗を超える統廃合を進めてきたが、収益力を強化するため拡大戦略に転じている。一〇年三月期までの中期計画で新規店舗を四店開設する方針を打ち出しており、今年二月には広島市内の商業施設に個人客を対象とした出張所を開設。今回の新規支店開設で、出店再開が本格化する。

融資先企業破綻、２億８５００万円処理、西京銀。

	2008/09/03, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 193文字


　西京銀行（山口県周南市）は、海洋土木のりんかい日産建設（東京都港区）の破綻を受け、担保が保全されていない貸出金など二億八千五百万円の債権を損失処理することを明らかにした。
　不良債権の内訳は担保不足の貸出金一億三千六百万円と、りんかい日産建設の株式評価額一億四千九百万円。今第二四半期で損失処理する。同社は八月二十九日、約六百二十九億円の負債を抱え東京地裁に会社更生法の適用を申請した。

交通系多機能カード発行、電子マネー機能拡充、来春、広島銀など３社。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 377文字


　広島銀行、広島電鉄、中国新聞社の三社は四日、交通系ＩＣカードに後払い方式の電子マネー機能を拡充した多機能新カードを来年春に発行すると発表した。広島県内の各種交通機関のほか、コンビニエンスストアなどでの少額の買い物での決済などに使える。利便性を高めることで、地域経済の活性化につなげる。
　新カードの名称は「ひろぎんＰＡＳＰＹ（パスピー）」（仮称）。パスピーは広島県の交通事業者が発行する交通系カードで、あらかじめ料金を入金しておけば読み取り機にカードをあてるだけで乗車できる。今回の機能拡充で、対応小売店での買い物時に後払い方式での少額決済が可能になる。
　広島銀のＡＴＭを使って現金を補充できるようにする。発行するには、広島銀のキャッシュ、クレジット一体型カードを持つ必要がある。初年度十万枚の発行を目指す。

証券・保険強化、専門部署を新設、鳥取銀。

	2008/09/09, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 215文字


　鳥取銀行は証券・保険業務を強化するため、企画の立案や営業店の指導を担当する専門部署を新設することを決めた。中途採用した証券会社や保険会社の出身者をスタッフに充て、より専門性の高いサービスを提供できる体制を築く。
　新設するのは「証券業務推進室」と「保険業務推進室」で、いずれも個人業務部内に置く。投資信託など証券分野の商品が多様化。取り扱う保険商品の幅も広がり、「より専門的な知識ときめ細かな対応が必要」（経営統括部）と判断した。

証券併設店舗、新たに２店、山口ＦＧ。

	2008/09/17, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 388文字


　山口フィナンシャルグループは十六日、グループ内のもみじ銀行、山口銀行両銀行とワイエム証券の共同店舗を新たに二店増やすと発表した。もみじ銀とワイエム証券の共同店舗開設は初めて。顧客へ提供する金融商品を拡充して利便性の向上につなげる。グループ内の連携を強化する狙いもある。
　もみじ銀行福山支店（広島県福山市）内に十月九日、ワイエム証券の福山支店を開設する。一階ロビーに相談業務を手掛けるブースを二席設ける。このほか、山口銀行徳山支店（山口県周南市）内に十月七日にワイエム証券徳山支店を開設。両社の共同店舗は五店目となる。東海東京証券と連携し、資産運用の関連商品を扱う。
　山口フィナンシャルグループは銀行と証券の併設店を今年四月に開設したのを手始めに、山口県内を中心に相次ぎ出店している。
　広島県内にも併設店を拡大し、併設店のノウハウを高めるとともに、認知度向上を図りたい考えだ

ネット取引システムなど、日立に運用を委託、トマト銀、来年から。

	2008/09/18, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 373文字


　トマト銀行は二〇〇九年一月からパソコンや携帯電話で金融取引ができるインターネットバンキングと融資支援の二つのシステム運用を日立製作所に委託する。ネット取引についてはこれまでＮＴＴデータに委託してきたが、来年初の基幹システム更新にあわせて委託先を変える。コスト削減が見込めるほか、取引の利便性が高まるなど顧客にも利点がある。
　トマト銀は一月五日をめどに稼働する新しい基幹システムとあわせて二システムの運用を始める。
　一連のシステムの基盤となる基幹システムは、日立が徳島銀行など複数の地域金融機関から運用を請け負っているもので、トマト銀もそこに合流する。地方銀行の間では運用コストの削減を目的にシステムを共同化する動きが広がっており、日立のほかＮＴＴデータや日本ＩＢＭなどが受託に力を入れている。
　トマト銀は十月からシステムの運用テストを開始する。

広島信金、個人特化の新店舗、年内２店、営業力を強化。

	2008/09/23, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 　, 414文字


　広島信用金庫は二十二日、対象顧客を個人に絞り込んだ店舗を二店開設すると発表した。住宅地など個人客が見込める地域できめ細かな営業をするほか、法人営業部門を省くことで店舗運営を効率化する。地域ごとに特徴をもった店舗展開を進めて営業力を強化する。
　十月一日に既存の「青葉台支店」の人員を従来の三人から七人に増やし、個人客特化型店舗として位置付ける。新たに支店長を配置し、資産運用の専門相談員や個人客向け渉外担当者を置く。相談スペースや貸金庫スペースを拡大するほか、支店長を含めた全員を女性職員にして利用しやすくする。
　十二月には広島市北西部の新興住宅地「セントラルシティこころ」に「西風新都支店」を新規開設する。土曜、日曜も住宅ローンなどの相談窓口を開いて利用者拡大を目指す。
　広島信用金庫は二〇〇七年度までに資産運用の相談コーナーを設けるなど店舗リニューアルを相次ぎ実施。今後は新規店の開設や店舗ごとの特徴を明確に打ち出す方針だ。

中国銀行頭取永島旭氏――広域化へ兵庫に熱視線（分水嶺）

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (中国Ｂ), 35ページ, 有, 249文字


　▽…「輸出産業が活況であることや有効求人倍率が全国平均より高いことなどから岡山の経済は悪くないという声もあるが、それは楽観的すぎる」と話すのは中国銀行の永島旭頭取。米国発の金融不安は地域経済にも影を落とし始めた。「経済の先行きに不気味な気配がしている」
　▽…地域金融機関の今期業績は不良債権処理コストが圧迫要因となりそう。「地銀は一般企業のようにグローバルに事業展開できないのが厳しい」が、広域化で収益基盤を固める流れが強まっている。「今後は兵庫県が狙い目だろう」。熱視線は東を向いているようだ。

四国地域

環境配慮の住宅、ローン金利優遇、愛媛銀。

	2008/09/02, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 216文字


　愛媛銀行は一日、太陽光発電システムやオール電化など環境に配慮した住宅設備を導入する顧客を対象に、住宅ローン金利を優遇する新サービスを始めた。同行の「あったか住宅ローン」を新規に借り入れる顧客を対象に、借入期間中に金利を年〇・一％優遇する。
　環境配慮型の設備は太陽光発電システムを導入する場合は、発電量を二キロワット以上とする。そのほかオール電化とエコキュートを導入するか、外断熱または外張り断熱を導入する場合に金利優遇を適用する。

原材料高対応の、中小向け融資、高松信金。

	2008/09/05, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 186文字


　高松信用金庫（高松市）は五日、「原油・原材料高騰対策特別融資」の取り扱いを始める。原油や原材料高の影響で資金繰りに苦しむ中小企業や個人事業主に融資する。融資額は百万―三千万円の範囲内。変動金利で年率一・三五―二・三〇％と通常の融資に比べ大幅に低く設定する。融資期間は五年以内で借換資金は対象外。担保は不要だが香川県信用保証協会の保証などが必要。取扱期間は来年三月末まで。

機械設備担保に融資。

	2008/09/10, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 172文字


　■観音寺信用金庫　九日、興銀リースと提携して機械設備などの動産を活用した融資商品「かんしん機械担保ローン」の取り扱いを始めた。動産評価のノウハウが豊富な興銀リースが企業の建設機械などの設備を譲渡担保として設定し、同信金に対して債務保証する。融資金額は一千万円以上一億円以下。融資期間は五年以内。同信金は不動産に担保を依存しない融資を拡大する。

信用保証活用の、原油高対策融資、百十四銀。

	2008/09/11, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 231文字


　百十四銀行は十日、事業運営コストの高止まりに悩む企業・個人事業主を対象にした「１１４原油・原材料価格高騰対策緊急融資」の取り扱いを十一日に始めると発表した。政府の信用保証制度を活用して融資するため、最長十年の長期融資が可能という。融資額は八千万円以内、年利一・三七五％以上（変動金利）が条件となる。
　融資に利用する信用保証制度は、「全国的に業況が悪化している業種で製品への価格転嫁ができない」との要件を満たし自治体から認定を受けた企業・個人事業主が対象となる。

香川―香川銀、中小の経営支援強化（地域金融ダイジェスト）

	2008/09/18, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 129文字


香川銀行は中小企業の経営改善を推進する。企業の事業計画書作成で、担当行員による助言と融資をセットにした「香川事業プラン・サポート融資」の取り扱いを始めた。融資先企業のキャッシュフロー（現金収支）を勘案したうえで返済期限を設定するなど柔軟な対応を可能にした。＠

百十四銀行、香川・宇多津のローン分室閉鎖。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 84文字


　■百十四銀行　香川県宇多津町の「中讃住宅ローンセンター　セトラ宇多津分室」の営業を二十九日に終了する。ローン相談などの業務は丸亀市の中讃住宅ローンセンターが引き継ぐ。

九州地域

消費者金融事業、第一交通が撤退、ＴＣカードに譲渡。

	2008/08/27, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 170文字


　タクシー最大手の第一交通産業は二十六日、同日付でグループの消費者金融会社、日新信販（福岡市）の全株式を貸金業のＴＣカード（京都市）に譲渡したと発表した。譲渡金額は非公表。貸金業法の改正などで消費者金融事業の収益性が悪化しているため同事業からの撤退を決めた。日新信販の二〇〇七年十二月期の売上高は約二十一億円、当期純損益は約十四億円の赤字。

「富裕層狙え」福岡で熱く、メガバンク・地銀サービス競う、専用フロアや趣味のセミナ

	2008/08/28, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 1165文字


　福岡市内に拠点を置くメガバンクや地銀が、富裕層向けの資産運用サービスに本格的に乗り出している。福岡はオーナー経営者や大手企業の支社長ら一定の富裕層を抱え、さらに退職金を得た団塊世代など数千万円の金融資産を持つ「大衆富裕層」が増加する見込み。各行は運用相談に乗る専用フロアの設置や、趣味のセミナー開催などサービス充実を競っている。
　三井住友銀行は十一月に天神町支店（福岡・天神）を移転拡張する。より人通りの多い地区に建つビルの一、二階で面積は五割増、相談用ブースを六つに倍増させる。同支店では顧客の希望で利子などの変動条件を決められるオーダーメード型の仕組み債が、最低購入額五千万円にもかかわらず「十数件が交渉中」（上原俊二支店長）。富裕層がより満足できる広々とした相談環境を整える。
　福岡銀行はプライベートバンキンググループと呼ぶ女性五人、男性一人の富裕層専門チームを持ち、来年以降は福岡・天神の本店に富裕層専門のフロアを設ける方針。地元の有力企業に取引先が多い強みを生かし、オーナー経営者の事業継承などに合わせて資産運用も提案する。現在の顧客数は約三百五十人。熊本県や大分県にも顧客がおり「将来に備えて福岡に高級介護マンションを購入する」（同行）ケースもあるという。
　三菱東京ＵＦＪ銀行福岡支店は今春から、専門家を講師とした趣味や健康に関するセミナーを本格的に始めた。旅行やワインなど富裕層の興味が深いテーマ設定で、五―七月の計八回で約二百人を集めた。同支店は昨夏、プライベート・バンキング・オフィスと呼ぶ富裕層専門フロアを開設。一日に二十人超が訪れ、今年四―六月の金融商品の販売額は開設当初の倍になっている。
　団塊世代の退職金獲得に力を入れるのは、みずほ銀行福岡支店。通常より金利が高い短期の退職金定期預金では、今年四月から八月中旬まで累計で百二十八件、約十六億円を獲得。首都圏などに比べ営業地域が広い事情はあるが、店舗別件数で全国一位となった。預金を糸口に投資信託などへの誘導を狙う。
　各金融機関はおおむね一千万円以上の預かり資産がある顧客を富裕層としている。福岡国税局の管轄では、二〇〇六年で八千四百四十人が給与所得二千万円を超えている。
　全国に占めるシェアは三・八％。オーナー経営者や医師のほか、大企業の福岡支社・支店の幹部なども多いのが特徴だ。
　各金融機関とも個々の運用商品には大差がない。昨年来の株式相場低迷で「損を抱えたり、運用に及び腰な顧客もいる」（あるメガバンク）。第一生命経済研究所の熊野英生首席エコノミストは「不況期に懸命にサービスしてこそ、優良顧客の信頼を独り占めできる」と指摘する。接客姿勢や提案力が明暗を分けそうだ。

債権４４０億円回収不能・遅延、　今期、建設など大型倒産、九州の地銀２０行。

	2008/09/09, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 914文字


　九州・沖縄の地方銀行が、取引先企業の経営破綻に伴い、債権の取り立て不能・遅延の恐れを発表するケースが急増している。全二十行の二〇〇八年度の累計金額（九月八日現在）は四百四十億円を突破。特に七月と八月は建設や不動産業界で大型倒産が相次いだため、それぞれ二百億円前後に達した。四―六月期決算の段階で赤字に陥っている銀行も多く、今後の業績への不安が強まっている。
　四月と五月は開示ゼロだったが、六月は二十行合計で二十二億円、七月は百九十七億円、八月は二百十八億円まで膨らんだ。担保やこれまで積んだ引当金ではカバーしきれず、債権額の過半を新たに損失処理する事例も珍しくない。
　破綻企業を業種別に見ると、建設業と不動産業で全体額の五割近くを占めている。建設業は建築基準法の改正による工期遅れ、資材高騰や公共工事の減少が重荷になっている。不動産業では投資マネーが細り、物件の転売先が見つからず破綻する事例が目立つ。
　地元企業では建設業の志多組（宮崎市）の破綻に絡んで、宮崎銀行などが計九十三億円の取り立て不能・遅延の恐れを発表。書籍販売の明林堂書店（大分県別府市）でも大分銀行を中心に計四十二億円となった。両行は前後して二〇〇九年三月期の業績予想を下方修正している。
　債権の取り立て不能・遅延の恐れは、取引先が倒産した場合などに開示義務が生じる。ただ、額が小さい事例まで含めると煩雑なので、債権額が銀行の前年度純利益の三割以上などの条件がある。ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）は前年度純利益が十二億円と規模に比して極端に少なかったため、今期の開示額が累計百三十億円に達した。
　東京商工リサーチ福岡支社によると、今年一―八月の倒産企業の負債総額は四千四百二十三億円で、〇四年以降の同時期と比べ最も大きい。開示基準には該当しなくとも、倒産による損失を抱えている銀行は多い。
　四―六月期決算では、七行が最終赤字に陥った。一般貸倒引当金は過去の貸倒実績率などから算出するが、四―六月期段階では前年度と同じ基準を使っている銀行も多い。四―九月期で今期の実勢を踏まえて引当金を見直せば「厳しい数字の銀行がさらに多くなる」（大手地銀）とみられる。

設備や商用車を、担保に事業資金、宮崎銀がローン。

	2008/09/18, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ａ), 13ページ, 　, 159文字


　宮崎銀行はこのほど興銀リース、オリックス自動車と提携し、機械設備や商用車を担保に事業資金を融資するローンを始めた。個人保証や不動産担保に過度に頼らず、事業者の資金調達の選択肢を広げる。
　「みやぎん機械活用ローン　産業革命」は工作機械などで興銀リースの保証を得れば一千万円以上一億円以下を融資する。融資期間は五年以内。

親和銀行、長崎県の７店統廃合。

	2008/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 111文字


　■親和銀行　十九日、今年十一月から来年一月にかけて、長崎県内にある計七店舗を統廃合すると発表した。これにより、同行の全店舗数は出張所を含め九十五店となる。二〇〇九年度までの第二次中期経営計画期間内での店舗統廃合を終える。

検証ふくおかＦＧの、（１）、親和銀、長崎巻き返し、不良債権半減にメド、　

	2008/09/30, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 1493文字


　ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）が親和銀行を完全子会社化し、傘下に三行を置く体制となって十月一日で一年がたつ。総資産で地銀トップ級となり不良債権の抜本処理にもメドをつけたが、利益率など他行に比べ見劣りする指標も多い。中核の福岡銀行の営業手法移植などで三行のシナジーをどこまで引き出せるか、ふくおかＦＧの地力を検証する。
　「最近、親和銀の融資担当者が元気になった」。同行と取引のあるサービス関連会社（長崎市）の社長はこう話す。借入金利はふくおかＦＧ傘下入り前と比べ若干低くなり、融資審査が厳しくなったとも感じていないという。この社長は九州全域で事業展開するには、親和銀のバックに控える福岡銀の情報力や融資手法が必要とみる。
エース級が出向
　親和銀は統合後、福岡銀からのノウハウ移植や営業強化に力を入れてきた。これまで福岡銀から親和銀へ出向した行員は二十一人。多くは部長代理クラスで、いずれもエース級の人材とされる。また、店舗統廃合で浮いた人員を含め、四十四人を主戦場の長崎市内に配置した。
　福岡銀も先端的な営業手法を駆使するソリューション営業部を長崎県内に投入。例えば地域経済が苦しい長崎でも「高齢化で医療分野は確実に拡大する」（実藤和浩・医療・福祉・教育グループ長）と判断、百二十カ所の医療機関にローラー営業をかけた。親和銀と役割分担しながら、病院経営の提案力をテコに他行から十億円以上の融資を奪った例もある。
　「十八銀行の超優良取引先に、低金利で融資攻勢をかけている」。東京商工リサーチ長崎支店の児玉豊武支店長は最近の親和銀の営業戦略の変化を指摘する。これに対し、渋田一典・ふくおかＦＧ副社長は「取引先紹介など付加価値が武器でダンピング競争はしない」としながらも、「長崎県では同規模の親和と十八が南北で住み分けてきた。安住の気持ちを捨てて競争しなければ成長はない」と言い切る。
預金流出は一服
　親和銀の二〇〇八年四―八月の預金残高は前年同期比七・三％減、貸出金残高は同九・七％減。一時はふくおかＦＧ傘下入りを不安視した顧客の預金流出が続いたが、現在は落ち着いているもよう。貸出金残高の減少は不良債権処理を一気に進めたためで、長崎県内での正常債権は同約五％増えた。
　不良債権処理はファンドに売却するなどの手法をとっている。西海建設（長崎市）は五月、水産関連業の金子グループ（同）は七月、数十億円の債権放棄を柱に再建策を構築。ふくおかＦＧ内部で「親和の六大不良債権」と呼ばれた案件も含め、「債権額が五十億円以上の大口は八割方メドがついた」（白川祐治・福岡銀ソリューション営業部長）。〇八年三月末で約二千二百億円の不良債権を来年三月末に半減させ、不良債権比率を七％台に下げる計画も達成できるという。
　問題は景気が後退局面に入った中で、新たな不良債権の発生をいかに抑えるかだ。東京商工リサーチによると、今年上半期で長崎県内の倒産の四七％を親和銀メーンの企業が占める。「経営が行き詰まる前に取引先と相談できる関係」（福岡銀の白川部長）を構築できるかがカギになる。
ライバルも反撃
　親和銀の攻勢に対し、十八銀の宮原泰治郎執行役専務は「なだれを打って顧客が親和銀に流れたことはない」と自信を示す。十八銀は親和銀が強い長崎県北部や福岡県に人員を優先配置する戦略を採用。今年三月末時点での長崎県の預貸金シェア（長崎銀行を含む三行ベース）は親和銀をリードしているが、「今後の戦いは厳しさを増す」（宮原執行役専務）と身構える。

台湾向け商談会、食品など５０社参加見込む、鹿児島銀。

	2008/09/30, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 303文字


　鹿児島銀行は二十九日、鹿児島、宮崎両県の食料品製造業者や農産物生産者と、台湾の百貨店などとの商談会を来月九日に鹿児島市で開催すると発表した。台湾からは百貨店二社と商社一社が参加。国内では焼酎メーカーや海産物生産者にも呼びかけ、計五十社程度の参加を見込む。
　商談会は個別商談の形式で実施し、来年一月下旬に台湾の百貨店が現地で開催する予定の「南九州物産展」への出品につなげることを目指す。
　同行は農業関連向けファンド「アグリクラスターファンド」を設立するなど農業を対象とした事業を強化しており、商談会を通して海外への農産物の販路拡大を支援する狙い。台湾での成否を見た上で、香港や韓国企業との商談会も検討する。

総合

地銀株の下落続く、地方景気減速映す、ＵＲＢＡＮ破綻の影響も。

	2008/08/21, , 日本経済新聞　朝刊, 17ページ, 有, 704文字


　地方銀行株の下落が続いている。二十日は八十二銀行、武蔵野銀行など東京証券取引所一部の九行が年初来安値を付けた。地方景気に減速感が広がり、業績悪化への警戒感が強い。新興不動産会社アーバンコーポレイション（略称ＵＲＢＡＮ）が経営破綻したことで、不動産向けを中心に損失処理を迫られる例が増えることも懸念されているようだ。
　地銀株の下落が目立ち始めたのは、ＵＲＢＡＮが民事再生法の適用を申請した十三日以降。東証一部に上場する地銀七十七行のうち、二十六行が十四日以降に年初来安値を更新した。一部の銘柄を除けば売りが急増しているわけではなく、買い手が見当たらず下落が続いている。
　ＵＲＢＡＮの破綻では主力銀行である広島銀行のほか、四国銀行、香川銀行なども損失処理を迫られた。ある地銀担当アナリストは「投資家から『不動産向け融資が多い地銀はどこか』という問い合わせが増えた」と話す。
　「規模でメガバンクに劣る地銀は債権の焦げ付き一件あたりの影響が大きく、融資の多寡にかかわらず連想売りを招きやすい」（ジェフリーズ証券の大川治マネージングディレクター）
　空売りも下げを加速しているようだ。横浜銀行は十五日時点の信用取引の売り残高が二百五万株と、一週間前に比べ二・二倍に増えた。
　国内景気の減速が鮮明になったことも地銀株離れにつながっている。景況感は地方企業、中小企業の方が悪い。貸倒引当金積み増しなどで業績予想を下方修正した大分銀行や宮崎銀行は、八月に入ってからの株価下落率が二割を超えた。
　ただ大半の地銀株の連結ＰＢＲ（株価純資産倍率）が一倍割れしている。「明らかに売られすぎの銘柄もある」（国内証券）といった声もある。

２．１３　グローバル戦略

京都信金、アジア業務開拓へ、英大手銀と提携。

	2008/08/30, , 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, , 404文字


　京都信用金庫は二十九日、英国の大手銀であるスタンダードチャータード銀行と業務提携したと発表した。アジア地域の同行の現地法人や支店を対象に口座開設業務の取り次ぎや融資などを仲介する。同信金では併せて本部内にアジアデスクを設置。スタンダード銀のネットワークを活用し、取引先企業のアジア進出を支援する狙いだ。
　対象となるのは中国やインド、アラブ首長国連邦など十七の国と地域。同信金の取引先がこれらの国に進出する際、円滑にスタンダード銀の口座開設ができるようにするほか、同信金が発行した保証書に基づきスタンダード銀から融資を受けられる仕組みも整える。
　京都信金では提携を機に海外との取引を支援するアジアデスクも九月一日に設置する。同信金ではここ五年で海外との為替取引の取扱高が五割増加。だが海外への進出資金の調達に際しては現地に支店のある大手銀に取引先が流れるケースもあり、海外大手との提携で顧客取り込みを進める。

北陸銀、みずほコーポ銀と、国際業務で覚書締結。

	2008/09/25, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 238文字


　北陸銀行は二十四日、みずほコーポレート銀行と「国際業務に関する覚書」を締結したと発表した。みずほコーポレート銀の欧米や中東にある三十三拠点を生かして、税制などの情報を収集、取引先の現地進出や事業支援体制を拡充する狙い。北陸銀行が邦銀と同覚書を締結するのは初めて。
　具体的な内容、実施方法などは今後協議を重ねるが、進出企業が現地にあるみずほの支店で相談に応じることなどを想定している。北陸銀行は中国銀行、タイ・カシコン銀行、インドステイト銀行などと業務協力協定を締結している。

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
３　メガバンク

３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略

みずほ銀と「環境」提携、　廃水処理機来月発売購入先に低利融資、太　陽。

	2008/09/03, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 626文字


　耕運機の爪（つめ）メーカー、太陽（高知市、久松朋水社長）は二日、環境事業でみずほ銀行と提携したと発表した。廃油を燃焼させて熱源にする装置など同社の環境設備を購入する事業者にみずほ銀が資金を低利で貸し出す。
　太陽は自動車部品工場などの切削作業で出る油を含む廃水などを処理する新製品も発売、環境事業を加速させる。
　みずほ銀は環境関連設備投資向けの金利優遇ローン「みずほエコアシスト」を取り扱っており、今回は「みずほエコアシスト（株）太陽口」として貸し出す。
　みずほ銀がこうした業務提携をするのは関西電力、東京電力に続いて三件目。中小企業では初めて。
　適用金利を最大で年一・五％優遇する。融資金額は一千万円以上。太陽はみずほ銀に対し、購入先を紹介する。
　対象は廃食用油などを燃焼させて熱源にする「ＥＣＯ（エコ）ボイラー」やプール水などの循環ろ過装置など環境関連設備の購入事業者。
　太陽は十月、自動車部品や金属の加工工場の切削作業で出る廃油「含油廃水」を燃焼処理して水分を蒸発させる新製品も売り出す。一時間に百キロの処理が可能で、導入企業は廃棄のための費用を削減できるという。価格は一台五百万円。
　同社は、みずほ銀を引受先とする私募債一億円を近く発行、環境事業の強化に充てる。
　太陽の二〇〇八年六月期の売上高のうち、環境事業の売上高は五千万円。今回の業務提携や新製品投入で三年後に三億円に増やす。

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）

投信「グロソブ」、取り扱いを開始、関東つくば銀。

	2008/08/21, 日本経済新聞　地方経済面 (栃木), 42ページ, 　, 172文字


　関東つくば銀行は二十五日から、国際投信投資顧問が運用する毎月決算型の「グローバル・ソブリン・オープン」（グロソブ）の取り扱いを始める。土浦市の公設市場出張所を除く八十五店舗で取り扱う。投信商品の構成を増やすことで新たな顧客取り込みを狙う。グロソブは比較的高金利の海外債券に投資し、得られた収益で分配金（株式の配当に相当）を毎月支払うのが特徴。

３．６　リスクマネジメント

３．７　ローコスト戦略
３．８　人材・組織戦略

３．９　チャネル戦略

３．１０　情報システム戦略

３．１１　アライアンス戦略

中小支援などで連携。

	2008/08/01, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 110文字


　■仙台銀行と中小企業基盤整備機構東北支部　三十一日、八月一日付で業務提携すると発表した。中小企業の支援や人材育成などで連携する。第一弾として九月一日、中小企業の経営者や後継者を対象にした「事業承継セミナー」を開催する。

３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）

３．１３　グローバル戦略

邦銀、海外市場で存在感、協調融資でも大型案件、信用収縮を「補完」。

	2008/08/13, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 有, 526文字


　大手邦銀は欧米金融機関への出資だけでなく、本業の融資でも世界的に存在感を高めている。欧米勢が貸し出しに慎重になった結果生じた信用収縮を、邦銀が一部「補完」しているといえる。
　調査会社のトムソン・ロイターによると、〇八年一―六月期の国際的な協調融資の組成額でメガ銀は六―八位に並び、十位以下だった前年から躍進した。サブプライム問題で巨額損失を計上した欧米金融機関が軒並みシェアを落としたのとは対照的だ。
　今年に入り、日本国内で取りまとめる円建ての協調融資でも大型案件が相次いでいる。三井住友銀は米ＩＢＭに五百億円、ウォルト・ディズニー向けに五百四十億円の融資を取りまとめた。みずほコーポ銀もスウェーデンのボルボに千百億円の融資を組成した。海外の有力企業は安定的に調達しやすい日本市場に関心を寄せているという。
　海外市場で大手行が注目されるようになったのは、サブプライム問題が深刻化した昨年後半から。〇七年の北米と中米地域のプロジェクトファイナンスの融資額では、みずほフィナンシャルグループがトップ。三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループは六位だった。
　大手行は「一―二年はこうした傾向が続く」（幹部）とみており、案件を選別しながら海外で攻勢をかける構えだ。

中国・広州に支店開設。

	2008/09/23, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 104文字


　みずほコーポレート銀行は二十二日、全額出資の中国現地法人が広州支店（広東省）を、オランダ現法がスペインの首都マドリードに駐在員事務所をそれぞれ同日付で開設したと発表した。広州支店は中国の店舗として八カ所目。

リーマン投資銀部門、野村、欧州・中東も買収、アジア含め海外展開加速。

	2008/09/24, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 546文字


　野村ホールディングスは二十三日、破綻した米大手証券リーマン・ブラザーズの欧州と中東地域の主要事業を買収することでリーマンと基本合意に達したと発表した。前日にはアジア・太平洋事業の買収を決定。北米を除くリーマンの主な事業基盤を引き継ぎ、高度なノウハウや多様な顧客層を手中に収める。（関連記事３面に）
　買収する対象は英国、ドイツ、ロシア、アラブ首長国連邦（ＵＡＥ）、クウェートなど十カ国で展開するリーマンの欧州・中東事業のうち株式売買、Ｍ＆Ａ（合併・買収）助言を担う投資銀行業務などの主要な事業部門。約二千五百人の従業員も引き継ぐ。買収を巡っては英銀大手のバークレイズなどと競っていたが、野村が同日までに競り勝ち、買収を決めた。買収価格は非公表としているが、数百億円規模とみられる。
　野村はリーマンの事業基盤を引き継ぎ、欧州・中東市場での存在感を高める。特に中東産油国や欧州の大手機関投資家などの顧客網を生かし、世界各地の株式売買の取り次ぎや大型のＭ＆Ａの実現につなげる。
　アジア地域での買収と同じように、欧州・中東地域でもリーマンが保有する不動産、有価証券などの資産や負債は引き継がない。
　リーマンの欧州・中東事業は二〇〇六年十二月―〇七年十一月期の営業収益が六十三億ドル（約六千六百億円）。

三菱ＵＦＪ、モルガンに出資、土壇場でリスク回避、普通株比率３分の１に抑制。

	2008/10/01, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 761文字


　三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループが米モルガン・スタンレーに対する出資形態を土壇場で抜本的に修正した。二十二日の出資構想発表時点では投資する九十億ドル（九千五百億円）すべてを普通株の購入にあてる想定だったが、一転して普通株は三十億ドルにとどめ、残りで優先株を取得する。モルガン株が不安定な現状では普通株で全額出資すると、株価値下がりによる損失リスクが高いと判断した。
　「大したご英断だ」「（三菱ＵＦＪの）信用力を低下しかねない」――。両社が資本提携構想を表明した直後、金融界やアナリストらから、冷ややかな声が相次いだ。
　懸念されたのは金融危機下で普通株に巨額投資するリスクだ。取得した普通株の時価が五〇％以上下落するなどすると、減損処理して損失計上しなければならない。
　著名投資家ウォーレン・バフェット氏のゴールドマン・サックスへの出資形態が普通株よりも比較的リスクの低い優先株だったのと比べ、三菱ＵＦＪの大胆さが目立った面もある。最終的に、三菱ＵＦＪが普通株と優先株の組み合わせで出資することにしたのは「減損リスクを抑える」（三菱ＵＦＪの平野信行取締役）ねらいがある。
　結果として普通株の出資比率が九％台と連結決算の持ち分法適用基準（二〇％）に満たないため、三菱ＵＦＪは連結決算にモルガンの収益を反映することができない。かえって収益回復を待って優先株を普通株に転換して持ち分法適用会社に組み入れられる利点があるほか一〇％の優先株配当はグループ収益にプラスだ。
　だが、両社の最終合意の直後に米議会が金融安定化策を否決したのをきっかけにダウ工業株三十種平均は過去最大の下げを記録した。モルガンの株価も急落、一時、三菱ＵＦＪの引受価格二五・二五ドルを大きく下回る二〇ドル台まで下げる場面もあった。市場の評価はまだ揺れている。

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）

４．１　非銀行金融機関

４．２　外国金融機関
英銀ＲＢＳ赤字転落、上期損失１７００億円、証券化商品など評価損。

	2008/08/09, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 604文字


　【ロンドン＝吉田ありさ】大手英銀ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）が八日発表した二〇〇八年一―六月期決算は、八億二百万ポンド（約千七百億円）の最終損失となり、三十五億六千万ポンドの純利益と過去最高益を記録した前年同期から赤字に転落した。米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に端を発した信用収縮に伴い証券化商品などで五十九億三千万ポンドと巨額の評価損失を計上したことが響いた。
　ＲＢＳが決算で最終損失を計上するのは一九六八年の上場以来初めて。グッドウィン最高経営責任者（ＣＥＯ）は「今期は悔やまれる結果」と述べた。今後について「現在は過去にない困難な状況。金融市場の混乱に続いて、実体経済も見通しが悪化している」と厳しい経営環境が当面は続くとの見方を示した。
　世界的な信用収縮の長期化で損失が米サブプライム関連だけでなくほかの分野にも広がり、グローバル市場取引部門と米国事業が大幅減益となった。米国では住宅価格の下落に伴う住宅融資の延滞率上昇で、住宅融資の証券化商品の評価額を大幅に引き下げた。市場で転売が困難になった米国の金融保証会社向け与信や企業買収関連の高リスク融資でも評価損が膨らんだ。
　ＲＢＳは自己資本を増強するため六月に百二十億ポンドの増資を実施している。昨年、オランダ大手銀ＡＢＮアムロをほかの欧州銀二行と分割買収し、その資金負担で財務内容が悪化していた。

特集――サブプライム収束見えず、「パリバ・ショック」から１年、米金融の危機続く。

	2008/08/08, , 日本経済新聞　朝刊, 6ページ, 有, 1499文字


景気減速、一般債権も劣化
　仏銀最大手ＢＮＰパリバが昨年八月九日に傘下ファンドを凍結した「パリバ・ショック」をきっかけに、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題が世界に広がってから一年。米欧の大手金融機関は多額の損失を計上、金融当局の矢継ぎ早の対応も、資源高からインフレを招くなど影響は世界経済全体に波及した。サブプライム問題の収束にはなお時間がかかりそうな状況が続いている。
　今年四―六月期（一部は三―五月期）決算で米銀最大手シティグループなど米大手銀行・証券九社が計上したサブプライムローンに絡む損失は合計で約五百億ドル（約五兆三千億円）にのぼった。サブプライム問題はいまだ収束する気配が薄く、米金融機関の業績・財務をむしばみ続けている。
損失再拡大も
　特に打撃の大きい証券大手メリルリンチは四―六月期決算の発表後に最大八十五億ドル（約九千億円）の増資を実施した。サブプライムローンが組み込まれ、値下がりの激しい債務担保証券（ＣＤＯ）の損失処分に踏み切るには、資本増強が避けて通れなかった。
　ＣＤＯの売却価格は当初価格のわずか二割。しかも買い手となった米投資ファンド、ローンスターに対して、メリル自身がＣＤＯ購入代金の大部分を用意するという無理な条件をのんでようやく売却契約の実現にこぎ着けたという。
　メリルがＣＤＯを極めて低い価格で外部に売却したことで、他の金融機関も今後、保有するＣＤＯの評価額をメリルの売却価格と同じ水準まで引き下げなければならなくなる可能性がある。その場合、「シティグループはＣＤＯ関連で約八十億ドルの評価損を追加で計上する可能性がある」（ドイツ銀行）といい、業界全体で損失が再拡大する恐れもある。
８地銀が破綻
　サブプライム問題が米景気全体を冷え込ませるなか、金融業界の不安要因はクレジットカードなどを含む一般の貸出債権の劣化にまで広がり始めている。こうした痛手を特に被っているのが小規模の金融機関で、インディマック・バンコープなど米地銀の破綻は今年に入って八件にのぼる。
　経営が悪化している米住宅公社二社は支援法案が成立し、公的資金による融資や資本増強が可能になったが先行きは依然として不透明だ。
　連邦住宅抵当公社（ファニーメイ）、連邦住宅貸付抵当公社（フレディマック）は社債を約一兆六千億ドル発行しているうえ、保有・保証している住宅ローン関連資産も約五兆二千億ドルにのぼる。両公社がかかえる「負債」は、米国債の市場での発行残高（約四兆七千億ドル）をも上回る規模で、一段の業績悪化が進んだ場合は米政府にとっても救済は容易ではない。
住宅なお低迷
　サブプライム問題がここまで長引いているのは、元凶である住宅市場の低迷に歯止めがかからないためだ。
　米住宅価格の主要指標である「スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ）ケース・シラー住宅価格指数」は今年五月までにピークだった二〇〇六年半ばに比べて約二割低下。ローンの焦げ付きで差し押さえられた住宅が市場に放出され、住宅価格を一段と弱含ませる悪循環が続いており、「米住宅市場は底が見えない」（国際通貨基金＝ＩＭＦ）との悲観論が払拭（ふっしょく）できない。
　仮に住宅不況の深刻化で米景気がスパイラル的に悪化するような事態に陥れば、「金融システムの破綻を防ぐために、米政府は公的関与を一段と強めるしかなくなる」（大手投資ファンド幹部）。だが、その場合も財政負担増大によりドル安などの副作用が出るリスクが残る。本格化から一年が経過したサブプライム問題だが、解決への道筋は依然として見えない。

独金融界、再編加速へ

	2008/09/02, 00:54, 日経速報ニュース, , , 869文字
	




	　独大手銀のコメルツ銀行が保険最大手のアリアンツからドレスナー銀行を買収することが決まった。経営統合で生まれる新銀行はリスクの高い投資銀行部門を縮小し、伝統的な商業銀行業務で生き残りを図る。米国の信用力が低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題が波及し、ドイツ金融界で長年の課題だった銀行再編が加速する兆しが見え始めた。
　「これで危機を乗り切り（経営が）安定する」。1日の記者会見でアリアンツのディークマン最高経営責任者（ＣＥＯ）は安堵（あんど）の表情を見せた。営業赤字が続く傘下の大手銀に悩む日々から解放されたからだ。
　買収劇は曲折した。ドレスナー銀行は戦前、「国策銀行」としての役割を担った名門で資金調達の4割を融資に頼るドイツ企業の生命線を握る。独国内の関心は高く、中国の政府系銀行が買い手として浮上すると与党のキリスト教民主同盟（ＣＤＵ）から「国内解決が望ましい」との声もあがる一幕もあった。
　こうしなかでコメルツ銀行が登場したのは世論に後押しされたからだけでなく、金融市場で存在感を高める必要に迫られたからだ。新銀行の総資産額は1兆1000億ユーロ（約180兆円）と最大手のドイツ銀行に次ぐ。重複業務の合理化が課題とはいえ、「ようやく欧州市場で通用する規模になった」（ケルン経済研究所のイェーガー氏）。
　オーバーバンキング（銀行過剰）の緩和も期待できる。金融機関数が2000超とフランスの2倍以上に達し、過剰だとされる日本（約1700）よりも多い。利益を稼ぐには海外市場での高リスク取引に手を出さざるを得ず、それが昨年夏以降、ドイツで銀行経営の悪化が相次いだ背景にある。
　間接金融を重視しながら銀行が幅広い金融サービスを手掛けるドイツの「ユニバーサルバンク」は、日本の金融自由化に影響を与えた。それがいまでは業務の国内回帰と再編というバブル崩壊後の日本の金融界に似た動きを見せる。欧州連合（ＥＵ）統合で周辺国との競争が激しくなるなか「さらなる再編が迫られる」（独社会民主党幹部）との見方は少なくない。


ドイツ銀、ポストバンクを実質傘下に、来春までに、２９％出資、４２００億円。

	2008/09/13, 日本経済新聞　朝刊, 9ページ, 有, 830文字


　【ベルリン＝赤川省吾】独銀行最大手のドイツ銀行は十二日、郵便貯金を民営化したポストバンクに二九・七五％出資すると発表した。株式取得額は二十七億九千万ユーロ（約四千二百億円）。ポストバンクに五割を出資する郵便大手のドイツポストから来春までに保有株の一部を取得し、筆頭株主となる見通し。ポストバンクはドイツ銀の実質傘下に入る。
　ポストバンクは一九九〇年の郵政改革で発足し、九五年に民営化に伴って株式会社に転換した。二〇〇四年に株式を上場した。ドイツ銀の実質傘下入りで、ドイツの郵貯は名実ともに民間金融機関に移行する。一〇年度の株式上場を目指し一七年九月末までの完全民営化を予定している日本のゆうちょ銀行の経営戦略にも影響を与えそうだ。
　ドイツ銀行は約二兆ユーロの総資産を抱える欧州有数の総合金融機関で、企業取引や投資銀行業務に重点を置く。ポストバンクの総資産は二千億ユーロで、個人業務に強く千四百万人以上の顧客基盤を持つ。
　アッカーマン頭取は記者会見で、ポストバンクへの資本参加について「魅力的な協力関係になる」と強調した。今後、ポストバンク株の約二割を追加取得する権利も得た。郵便事業を手がけるドイツポストはドイツ銀への保有株売却でリスクの高い金融業務を事実上、切り離せる。手紙の集配など中核業務に経営資源を集約し、収益性を高める狙いがある。
　ドイツではコメルツ銀行によるドレスナー銀行の吸収合併が明らかになったばかり。昨年夏に表面化した金融不安や競争激化に対応するための金融再編が加速した格好で、シュタインブリュック財務相は「いい展開だ」とコメントした。
　ただ、ドイツ国内の再編では利益率を上げるために重複業務の合理化が不可欠となる。ドイツ銀とポストバンクの資本提携では、当面のあいだ支店統廃合が見送られることが嫌気されて両行とも株価が大幅下落した。

リーマン、不良資産の分離浮上、共同買い取り巡り調整、協議大詰め。

	2008/09/15, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 有, 927文字


　【ニューヨーク＝山下茂行】米財務省と米連邦準備理事会（ＦＲＢ）、大手金融機関の首脳らによる米証券大手リーマン・ブラザーズの経営問題についての協議が大詰めを迎えている。十三、十四両日の協議では、民間が資金を出し合ってリーマンが抱える不良資産を買い取る案などが浮上したもよう。民間側の拠出額について三百億ドルに上るとの観測も出ている。十四日をメドに結論を出す方向で調整しているが、救済策がまとまるかどうかは依然として不透明だ。（関連記事３、７面に）
　十三日の協議では、リーマンを現在の経営形態で存続させる手法から、株式売買や資産運用などの優良事業と、不良資産（約五百三十億ドル）に分離し、不良資産を別会社に移す手法に議論の軸足が移ったとウォールストリート・ジャーナル（電子版）など複数の欧米メディアが報じた。十四日には英紙フィナンシャル・タイムズが「選択肢の一つ」として民間がリーマンの不良資産を三百億ドルで買い取る案が論議されていると伝えた。
　優良事業については、米銀大手バンク・オブ・アメリカや英銀大手バークレイズが買収に関心を示しているという。一方、多額の含み損を抱えているとみられる不動産関連の資産については、数百億ドル規模を、新たに設立する別会社に分離する案が有力。この買い取り資金を大手金融機関が共同で負担するよう金融当局側は求めているようだが、新たな損失を抱え込むことにもなりかねないため民間側は難色を示している。
　リーマン問題への対応策を巡っては、金融当局側は財政負担の増大や、金融業界のモラルハザードにつながりかねないとして公的救済に距離を置く姿勢を強めている。このため、民間が中心となる形での対応策がまとまらず、仮にリーマンの経営が行き詰まった際に金融市場への悪影響をどう緩和するかも議題にのぼっているようだ。
　当局と民間の協議は十四日も続いており、不良資産の分離案などと別の対応策が浮上する可能性もある。金融不安の連鎖を未然に防ぐ必要があるため、アジア市場が開く日本時間十五日早朝までには一定の結論をまとめるとの見方が多い。
　世界的な金融不安は、震源地の米住宅公社や大手金融機関の経営を揺さぶる事態に発展し、収束のめどは立っていない。

リーマン破綻、余波続く、日米欧、３６兆円資金供給―２日合計、市場の不安抑制。

	2008/09/17, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 有, 890文字


　米証券大手リーマン・ブラザーズ破綻のショックが世界の市場を駆け巡っている。十六日の東京市場では日経平均株価が六〇〇円を超える下げとなり、半年ぶりに年初来安値を更新。アジアの株式相場も軒並み急落した。外国為替市場ではドルが売られ、一ドル＝一〇三円台までドル安・円高が加速した。日米欧の中央銀行は十六日、金融市場の不安を和らげるために二十三兆円超の資金供給を実施、前日と合わせた供給額は三十六兆円を上回った。ただ、十六日の欧米株式相場は続落して始まり、市場の動揺は続いている。（中央銀行の資金供給は３面「きょうのことば」参照）＝関連記事２、３、４、５、７、８、９、１１面に
　【ワシントン＝大隅隆、ベルリン＝赤川省吾】日米欧の中央銀行が米金融不安に伴う市場の動揺を抑えるため資金供給を強化している。米連邦準備理事会（ＦＲＢ）は十六日、傘下のニューヨーク連邦準備銀行を通じ、七百億ドル（約七兆三千億円）の資金供給を前日に続いて実施した。欧州中央銀行（ＥＣＢ）も同日、七百億ユーロ（約十兆三千億円）の短期資金を緊急供給すると発表。英中央銀行のイングランド銀行も同日、二百億ポンド（三兆七千億円強）の緊急資金供給を実施した。短期金融市場で金利が急騰、市場の動揺が収束しないため、二日連続の資金供給の実施に踏み切った。
　日米欧の中銀による資金供給は二日間で約三十六兆八千億円に達する。ＦＲＢの二日間での供給額（千四百億ドル）は二〇〇一年九月の米同時テロ直後に匹敵する。ＥＣＢは十五日も三百億ユーロを市場に供給、英中銀は十六日の資金供給額を前日の四倍に増やした。
　十六日の米金融市場では、短期金利の指標であるフェデラルファンド金利が誘導目標（二％）を上回る四％まで上昇している。ニューヨーク連銀は十六日早朝（日本時間同日夜）「今後、必要に応じ資金供給を実施する用意がある」と市場参加者に通知した。
　これに先立ち日銀は十六日、短期金融市場に合計二兆五千億円の資金を即日で供給する公開市場操作（オペ）を実施した。

リーマンの一部事業、バークレイズが部門買収へ交渉。

	2008/09/17, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 207文字


　【ロンドン＝吉田ありさ】英銀大手バークレイズは十六日、破綻した米リーマン・ブラザーズの一部事業買収を検討していることを明らかにした。対象はリーマンの米国での株式、債券仲介事業と企業買収事業などで、米国での投資銀行部門の基盤を強化する狙い。英フィナンシャル・タイムズ紙（電子版）は十六日に両者が一部事業の買収で合意したと報じた。
　バークレイズは「我が社の株主に魅力的な条件で買収を検討している」と交渉入りを認めた。

米金融危機（上）不信の連鎖―傷む資本、穴埋め役不在。

	2008/09/17, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 有, 1605文字


　米国の金融危機が世界を襲っている。米証券リーマン・ブラザーズの破綻を機に金融市場の不安心理が増幅。資本不足の金融機関との取引を避けようと、相互不信が渦巻く。危機の連鎖は国境を越える。金融当局の対応には限界も見え、混迷の度合いは増している。
資金抱える銀行
　負債総額六千億ドル（約六十三兆円）を超え、史上最大の倒産となったリーマン破綻を受けた十五日のニューヨーク市場。異変は正午過ぎに起きた。銀行間で短期の資金をやり取りするフェデラルファンド（ＦＦ）金利が一時、八―九％に跳ね上がったのだ。連鎖破綻におびえる銀行は資金を手元に抱え、市場に出そうとしないためである。
　大手銀行バンク・オブ・アメリカによる証券三位のメリルリンチの買収という、米財務省肝いりの発表でも市場の不安は沈静しない。保険最大手ＡＩＧが市場の標的とされ、十六日の株価は一時、一ドル台に下落した。
　住宅と金融のバブルがはじけた米国では、三月に証券五位のベアー・スターンズが資金繰りで行き詰まり、官民挙げた救済に出た。七月以降に本格化した住宅金融公社の危機には今月七日、米政府は総額二千億ドルの公的資金投入枠で対応した。直後に資本不足懸念から証券四位のリーマン株が急落し、市場に退場宣言を下された。危機はかえって深まっている。
　山一証券などが相次いで破綻した十年前の日本の再来に市場参加者は身構える。「日本の教訓　米国は銀行危機を直視せよ」。十五日付の米紙ウォールストリート・ジャーナルは、事態の全体像を把握せず問題の先送りを繰り返した日本を、今の米国に重ね合わせる。
　日本では不良債権処理額が合わせて国内総生産の二割に達し、経済はマイナス成長に陥った。今起きている米大手金融機関の連鎖危機の震度は、優に当時の日本に匹敵し、一九三〇年代の大恐慌以来ともいえる。
　さらに深刻なのは、急拡大した金融派生商品（デリバティブ）が思いもよらない危機の波及を招いていることだ。
　リーマン破綻がＡＩＧを揺さぶったのは偶然ではない。米保険会社は、保険料を取り企業が倒産した場合の損失を補償する、信用デリバティブを拡大してきた。倒産増加で補償負担が膨らみつつあるのだ。信用デリバティブの想定元本は合計六十兆ドルを超える。
　サブプライムローンにとどまらず、商業不動産、カードローンに広がる金融資産の評価損。米欧の大手金融機関は昨年来、合計三千億ドルの損失を計上したものの、グローバルな損失額が一兆ドルを超えるとみられるなか、損失処理は半分にも達していない。金融機関の自己資本は急速に消耗しつつある。
　穴埋め役が見当たらない。新興国や産油国の政府系ファンドは株安で出資分が大損を被ったことで、財布のひもがにわかに固くなった。韓国産業銀行に出資を断られ、行き詰まったリーマンの運命は人ごとではない。
　いきおい問題金融機関への公的資金の注入が焦点となる。住宅金融公社に公的資金を決断したポールソン財務長官は、リーマン問題では公的資金を強く否定した。
大統領選の呪縛
　大統領選の呪縛（じゅばく）で、有権者に不人気な政策はとりにくいのが本音だろう。「民間は自力で」と一線を画すポールソン・ドクトリンは、市場にはダブルスタンダードと映り、かえって不安感を増幅させる。
　米当局が打ち出したのは株式担保の資金供給など。だが、いくら資金繰りの用意を万全にしても、資本に穴が開いたままでは破れバケツに水を注ぐようなものだ。
　金融機関は貸し渋りの姿勢を強めている。企業や家計の資金繰りも厳しさを増し、経済がさらに冷やされかねない。金融大手の動揺が続けば、預金や投資信託、保険などの窓口で取り付けが起きるリスクさえある。
　市場が催促しているのは、金融機関の資本を修復させるための行動のはず。ゴールドマン・サックス出身の長官は市場のシグナルをどう読んでいるのだろうか。
（米州総局編集委員滝田洋一）

連鎖の矛先、ＡＩＧに、宙に浮いた資本増強策―株価、一時１ドル台に。

	2008/09/17, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 有, 778文字


　【ニューヨーク＝松浦肇】米金融危機の次の焦点は保険大手アメリカン・インターナショナル・グループ（ＡＩＧ）だ。航空機リース事業売却や増資を柱とするリストラ策を計画していたが、投資会社が引き受けに難色を示し、資本増強策が宙に浮いた。市場はＡＩＧ株への売り圧力を強めており、ＦＲＢは米有力金融機関にＡＩＧを支援するために七百億―七百五十億ドルの民間融資枠を創設するよう要請した。
　十六日の米株式市場でＡＩＧの株価は一時、一ドル二五セントまで下げた。正午（日本時間十七日午前一時）現在、前日比四〇％安い二ドル八三セントで取引されている。
　同日、ニューヨーク連銀では米財務省や監督権限を持つニューヨーク州当局、民間金融機関がＡＩＧ支援を巡る協議を続行した。米ＣＮＢＣテレビは関係筋の話として、米政府が支援を検討していると報じた。
　ＡＩＧが六月末までの一年間で計上したサブプライム関連損失は計四百四十億ドル。債務担保証券（ＣＤＯ）など住宅ローン絡みの証券化商品を自己資本に匹敵する程度の額で抱えており、七―九月期も百億ドルを超える損失を計上する見通し。十五日には信用格付けも引き下げられた。
　資産規模が一兆ドルを超えるＡＩＧの経営不安の影響は、証券会社より大きいとされる。株式など様々な運用商品を抱えているうえ、デリバティブ（金融派生商品）を通じ銀行や証券会社の金融取引を保証しているためだ。ＡＩＧはデリバティブの形で転売されるリスクの「終着駅」ともいえる。
　ＡＩＧは年金・退職金商品に加えて損害保険なども組成・販売。ＡＩＧの経営不安はプロの機関投資家のみならず、一般家計を直撃しかねない。
　ＡＩＧと並び懸念が高まっているのが米Ｓ＆Ｌ最大手のワシントン・ミューチュアル。サブプライム問題により赤字が続いている。株価急落と格下げで市場での資金調達は困難になりつつある。

米金融危機（中）後手に回る政府―甘い認識、不信を増幅。

	2008/09/18, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 有, 1552文字


　「混乱拡大を防ぐための措置を支持する」。ポールソン米財務長官は十六日、米連邦準備理事会（ＦＲＢ）が保険最大手アメリカン・インターナショナル・グループ（ＡＩＧ）に最大八百五十億ドル（約九兆円）融資することを歓迎する声明を発表した。政府は株式取得権を持ち管理下に置く。
４年前の警鐘
　前日には大手証券リーマン・ブラザーズ破綻について「税金を使うのが適当と考えたことは一度もない」と大見えを切ったばかり。公的資金を拒絶したことで、「次の標的」とされたＡＩＧの株価は一ドル台に急落。市場に追い込まれて、救済を迫られた格好だ。ＡＩＧ救済を決める直前、共和党のシェルビー上院議員は長官に救済の線引きについて説明を求めたが、「満足のいく回答はなかった」（シェルビー氏）という。
　信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題をめぐり、政府の対応は常に後手に回った。場当たり的に見える対応ぶりが、市場の不信感を増幅してきた。
　源流にある住宅バブルの危うさと金融の病巣は一部の当局者の間で早くから意識されていた。
　「債務不履行に陥れば、金融システム全体に多大な打撃を及ぼす」。バーナンキＦＲＢ議長は理事時代の二〇〇四年、米連邦住宅抵当公社（ファニーメイ）と米連邦住宅貸付抵当公社（フレディマック）の二社が金融危機を引き起こす恐れに懸念を表明していた。
　当時のグリーンスパンＦＲＢ議長も政府が支援する公社の膨張を止める規制が必要と再三訴えた。しかし強力なロビー活動で、ＦＲＢの進言は受け入れられなかった。
　破綻したリーマンについても政府は事態を甘く見ていた。今月十二日夜、ニューヨークの空港に降り立ったポールソン長官は着替えを一着しか持っていなかった。米紙によると「金融界の実力者に簡単なメッセージを伝えるつもりだった」という。しかし大手銀各行は政府の関与なき救済合併から身を引き、長官の滞在は十五日まで延びた。
　証券会社の円滑な破綻処理策がなかったことも混乱を招いた。ＦＲＢは七月、三月に急きょ救済策をまとめた証券大手ベアー・スターンズの経験を踏まえ、証券会社の機能を持つ投資銀行の破綻処理策を研究する考えを明らかにした。しかしリーマンの破綻には間に合わなかった。
　ＦＲＢにも低金利を放置し住宅バブルを招いたとの批判が根強い。いまＦＲＢには、一連の対応が遅れたツケが回ってきている。
資産劣化の恐れ
　ＦＲＢの財務内容をみると、十日現在で約九千億ドルの資産のうち、安全資産である国債の保有額は一年前より約四割も少ない約四千八百億ドルに減少した。資金繰りを助けるため証券会社が保有する住宅ローン担保証券などと、国債を交換したりしたためだ。広範な担保で銀行に貸す新型融資の残高は千五百億ドルに膨らんだ。資産が急速に劣化するリスクが潜む。
　これにＡＩＧ向けの緊急融資も加わる見通し。コーネル大学のスティーブ・カイル教授は「ＦＲＢはバランスシートの悪化で無制限の救済には踏み込めない」と予想する。このため財務省は十七日、国債発行によるＦＲＢ支援策を発表した。
　日本ではバブル崩壊後、住宅金融専門会社（住専）処理への公的資金投入に批判が高まり、政府は銀行の不良債権処理を放置した。米国はベアー、住宅公社、ＡＩＧ向けの融資・出資枠を単純合計すると三千百四十億ドル（約三十三兆円）の公的支援を表明した。米国は日本と比べれば格段にスピード感がある。
　しかしグローバル化が進み、金融取引は一段と複雑になった。危機の振動は一瞬で世界に及ぶ。当局の対応が後手に回るリスクは、かつての日本と比べものにならないほど大きい。

ＡＩＧ、米政府の管理下で再建―窮地招いた「ＣＤＳ」（Ｑ＆Ａ）

	2008/09/18, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1050文字


　米保険最大手のアメリカン・インターナショナル・グループ（ＡＩＧ）が米政府の管理下で経営再建を進めることになった。同社の経営を窮地に追い込んだとされるクレジット・デフォルト・スワップ（ＣＤＳ）についてまとめた。（１面参照）
　Ｑ　そもそもＣＤＳとは何。
　Ａ　直訳すれば、信用リスクをとることと、債務の不履行を交換する取引という意味になる。ざっくりいえば、企業の倒産に備える“保険”のような金融商品だ。ＣＤＳの買い手はＡＩＧのような売り手に“保険料”を支払うことで、対象とする企業が倒産した際に貸付金や売掛金に相当するお金を受け取ることができる。
　Ｑ　もう少しわかりやすく言うと。
　Ａ　住宅ローンなどでローンを支払えなかったときに保証会社が肩代わりする「債務保証」に近い。違うのは“保険料”の部分が金融商品として機関投資家の間でやり取りされる点だ。取引は開かれた市場ではなく、相対で行われる。
　Ｑ　ＡＩＧで問題になったのは。
　Ａ　格付けの低い債券を組み合わせた債務担保証券（ＣＤＯ）などの証券化商品の元利保証を投資家に対して約束したＣＤＳだ。ＡＩＧのような格付けの高い会社が後ろ盾となることで商品の信用力を高める効果があった。ＡＩＧは見返りに“保険料”を受け取っていた。
　Ｑ　ＡＩＧはどのくらいＣＤＳに肩入れしていたのか。
　Ａ　ＣＤＳの保証残高は六月末時点で四千億ドル超に達していた。ざっと自己資本の五倍以上に当たる。本業の生損保事業は総じて順調だったが、ここ数年は利ざやが薄くなっていた。そこで、自らの高い格付けを利用した証券化商品の保証業務という新規事業に乗り出した。
　Ｑ　ＣＤＳがなぜＡＩＧを追い込んだのか。
　Ａ　米国で起こった信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題や米国景気の低迷が大きい。高い格付けだったＣＤＯの価値が下落。ＡＩＧが投資家から保証金の支払いを求められるケースが相次いだとみられる。さらに経営悪化で格付け会社がＡＩＧ本体の格下げに動いた。これを受け、信用低下を補うためにＡＩＧは現金担保の追加を迫られたことも資金繰りが急速に悪化した一因となった。
　Ｑ　ＡＩＧ傘下の保険会社が日本に六社ある。契約者はどうしたらいいのだろうか。
　Ａ　保険会社が破綻すると、過去の例では契約で受け取れるはずだった保険金が大幅にカットされることもあった。もっとも、ＡＩＧは経営破綻したわけではない。米国持ち株会社の計画によると、保険子会社の資本を減少させるような計画もないと発表している。

欧州でも金融再編加速、英ロイズ、住宅融資最大手と合併交渉、米金融不安が波及。

	2008/09/18, 日本経済新聞　朝刊, 9ページ, 　, 1398文字


　【ロンドン＝吉田ありさ】米国で証券大手リーマン・ブラザーズが破綻するなど金融界が変動する中、欧州にも業界再編の波が及んできた。十七日には英銀行大手ロイズＴＳＢが株価急落で信用不安に陥った英住宅融資最大手ＨＢＯＳと合併交渉に入ったことが明らかになった。英バークレイズはリーマンの北米投資銀行部門を買収、ドイツでは同国二位のコメルツ銀行が同三位のドレスナー銀行の買収を決めた。得意分野強化や規模拡大で経営基盤の強化を狙う動きが相次いでいる。
　ブランド名「ハリファクス」で住宅融資を手がけるＨＢＯＳは十七日、「ロイズＴＳＢと合併交渉中」との声明を発表した。ＨＢＯＳは金融市場での資金調達への依存度が高いため「リーマン破綻に伴う世界的な信用収縮で資金調達が難しくなる」との憶測を招き、今週に入って株価が四割近く急落していた。
　信用不安の拡大を受け、英国の金融監督当局である金融サービス機構（ＦＳＡ）が同日朝、「ＨＢＯＳの資本力は十分にある」と異例の声明を発表。英ＢＢＣは「ブラウン首相が合併交渉に関与している」と伝えた。
　ＨＢＯＳは、住宅ブームを背景に事業を急拡大し、総資産は六千八百十億ポンドとロイズＴＳＢの二倍近い。両行とも英国内の小口金融（リテール）を強みとしており、事実上の救済合併が実現すれば、英国内に強固なリテール基盤を持つ大手行が誕生することになる。
　▼バークレイズ、リーマン部分買収　一方、バークレイズはリーマンの米国とカナダの株式、債券仲介、企業買収助言などの投資銀行部門を十七億五千万ドル（約千八百億円）で買収すると発表した。これまで手薄だった北米市場でのシェアを拡大するのが狙いだ。
　バークレイズは先週末にかけて検討したリーマン全体の買収は断念したが、同社破綻後わずか二日で必要な事業に限定した部分買収で合意した。バークレイズのダイヤモンド社長は今年八月、「米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題で米大手投資銀の競争力が弱っている今が上位進出の好機だ」と表明していた。
　ドイツでは最大手のドイツ銀行が先週末、ポストバンクに二九％出資すると発表。来春までに筆頭株主となる見通し。企業取引や投資銀行に軸足を置くドイツ銀行は昨秋以降の信用収縮で投資銀行部門で不良債権が膨らんでいた。個人顧客の基盤が強いポストバンクが加われば事業リスクを分散できるとみている。
　また、ドイツの保険最大手アリアンツは八月末、サブプライム関連損失で三・四半期連続で営業赤字を計上した傘下のドレスナー銀行をコメルツ銀行に売却することで合意。買収額は九十八億ユーロ（約一兆四千六百億円）。合併後の資産規模はドイツ銀に迫る見通しで、コメルツ銀は「独国内の個人、企業向け金融を主導する銀行」（ブレッシング頭取）を目指す。
　▼ＵＢＳの動向焦点　スイスの金融大手ＵＢＳなどの動向が今後の焦点になりそうだ。ＵＢＳは昨年夏以降に計上した信用収縮に絡む損失が四百億ドルを突破。八月にはリスク管理などの明確化を目指し、投資銀行、資産運用、富裕層向け事業の三部門を独立組織に分割する経営戦略をまとめたが、「投資銀行部門の売却を迫られる」との観測がくすぶる。
　フランスでは元トレーダーの不正取引で巨額損失を計上したソシエテ・ジェネラルを軸とする再編観測が根強く、欧州金融の合従連衡が一段と加速する可能性がある。

米欧市場、金融淘汰迫る、モルガン・スタンレーも合併観測、自力増資手詰まり。

	2008/09/19, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 有, 1444文字


　米欧の株式市場が大手金融機関に淘汰・再編を迫りだした。銀行間取引での資金調達が難しくなるなか、市場は銀行や証券会社の株を狙い撃ちにし、金融株は軒並み急落。それをみて資金の出し手が一段といなくなる悪循環に陥っている。経営破綻し退場を余儀なくされるのか、他の金融機関と統合して生き残りを目指すのか。米欧の金融機関は待ったなしの状況に陥っている。（１面参照）
　【ニューヨーク＝財満大介】米保険大手アメリカン・インターナショナル・グループ（ＡＩＧ）が政府の管理下に入った後、最大の焦点は米証券二位のモルガン・スタンレーだ。
■非常事態に
　ＡＰ通信は十八日、関係者の話としてモルガンが米銀行四位ワコビアとの合併という選択肢に加えて、中国やシンガポールの金融機関などからの出資も検討していると報じた。
　モルガンの株価は同業のリーマン・ブラザーズの破綻後に急落。十八日午前も下落しており、九月上旬に四〇ドルを超えていた株価は一時一六ドル台に下がった。破綻確率の目安とされる指数は急上昇しており、市場は同社の経営破綻も意識し始めた。
　マック最高経営責任者（ＣＥＯ）は、ポールソン米財務長官やコックス証券取引委員会（ＳＥＣ）委員長らと対応策を電話で協議したという。ニューヨーク・タイムズによればモルガンはシティグループに合併を持ちかけていた。シティが断ったため、実現しなかったが、モルガンが非常事態に陥っているのは間違いない。
　米貯蓄金融機関（Ｓ＆Ｌ）最大手ワシントン・ミューチュアルも、会社売却の交渉に入ったと報じられた。シティグループやＪＰモルガン・チェースなどが関心を持っているという。ワシントン・ミューチュアルの株価も急落し、二ドル台に低迷。自力再建は困難となり、第三者による救済が不可避の情勢だ。
■資金難連鎖
　大手金融機関が次々と追いつめられた背景には、増資が極めて難しくなったことがある。多くの金融機関はサブプライム関連損失を埋めるため、四月から六月にかけ一斉に増資した。だがその後も金融株は値下がりし、株を購入した投資家は損失を被った。このため信用力の高い大手金融機関でさえ、増資に応じる投資家を見つけられなくなってきた。
　増資に失敗した金融機関の株は投機筋に空売りされ、一段と株価が下落。信用格付けを引き下げられ、さらに増資が難しくなる悪循環に陥る。銀行間市場の機能低下によって、短期資金を調達することも難しい。リーマン・ブラザーズ、メリルリンチ、ＡＩＧはこうして逃げ場を失った。
　バンク・オブ・アメリカに身売りしたメリルのセインＣＥＯは「今のような状況では規模の大きさが重要だ」と発言。大手金融機関でも、証券会社など比較的資本が少ない企業が投機的な売りの標的になっている。
■日本と酷似
　日本でも一九九七年十一月の山一証券破綻以降、大手銀行や証券会社の株が売られ、パニック状態に陥ったことがあった。巨額の不良債権を抱えて破綻した日本長期信用銀行、日本債券信用銀行だけではなく、三井住友銀行の前身のさくら銀行、みずほグループの前身の富士銀行なども市場から狙い撃ちにあった。取引先企業に増資を引き受けてもらったりして一度危機をしのいだが、それでも市場からの売り圧力に抗しきれず、後に政府からの公的資金注入で危機を回避した。
　今回の米市場も金融株の売りが殺到。似たような状況になってきた。

英ロイズ、住宅金融を救済合併、欧州でも再編の荒波。

	2008/09/19, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 544文字


　【ロンドン＝吉田ありさ】英銀大手のロイズＴＳＢは十八日、住宅融資最大手の大手英銀ＨＢＯＳを百二十二億ポンド（二兆三千億円強）で救済合併することで合意したと発表した。スイスの金融大手ＵＢＳなども投資銀行部門の再編・売却の観測が浮上。信用不安に伴う金融機関の淘汰の波は欧州でも広がっている。
　ＨＢＯＳは英国の住宅ブームを追い風に住宅融資事業を過去数年に急拡大していたが、資金調達の市場依存度が高いため「資金繰り難に陥る」との観測から過去一週間に株価が急落。昨年の中堅銀ノーザン・ロック破綻のような信用危機に発展する恐れが高まったため、ブラウン首相自ら仲介に乗り出し、独禁法の適用除外措置などの特例を講じる方針を示し、両行の合意を一日でまとめた。
　英政府は十八日、「英金融システムの安定確保は国益のため両行統合に政府が関与する」との異例の声明を発表した。
　市場では「信用収縮を乗り切ろうと財務基盤の強化を狙った金融機関の合従連衡が今後も続く」（英投資会社ブリュイン・ドルフィン銀行アナリスト、マーク・ダーリング氏）との見方が多い。
　スイス金融大手ＵＢＳや、不正取引で巨額損失を計上した仏大手銀ソシエテ・ジェネラル、英銀大手ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）の再編観測もくすぶる。

米、銀・証の垣根消滅へ、ゴールドマンとモルガン、銀行持ち株会社に、再編一段と加速

	2008/09/23, 日本経済新聞　朝刊, 9ページ, 有, 1364文字


　【ニューヨーク＝松浦肇】米連邦準備理事会（ＦＲＢ）は二十一日、米証券ゴールドマン・サックスとモルガン・スタンレーの銀行持ち株会社化を承認、米金融業界は歴史的な転換点を迎えた。銀行と証券の垣根は事実上消滅し、証券専業大手は姿を消す。両社はＦＲＢの監督下に移り、資金供給を受けやすくなる一方、自己資本の充実も求められる。
　モルガンが三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループの出資を受け入れるのもこの一環とみられ、金融再編を一段と加速する可能性がある。だが、規制強化への傾斜を強める判断には拙速との指摘を受ける可能性もある。
　銀行持ち株会社になることで、ゴールドマンとモルガンは米証券取引委員会（ＳＥＣ）からＦＲＢと米連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）の監督下に入る。モルガンが三菱ＵＦＪの出資受け入れを決めたように、両社は自己資本拡充と保有資産の削減に動きそうだ。市場が安定性を欠く現在、金融機関には今まで以上に厚い自己資本が必要となる。
　資金調達力という「守り」だけでなく、業務拡大という「攻め」の意味も持つ可能性がある。傘下銀行を通じて預金・貸し出しが展開できるようになるほか、銀行買収の障壁も低くなる。ＦＤＩＣによると、六月末時点で問題行は百十七行と前年同期から倍増。信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題の長期化により来年半ばまでに百行超が破綻するとされ、銀行買収の選択肢も増える。
　銀行・証券などの業態にとらわれない「総合金融」に転換すれば、市場での信用度が上がり、より安いコストでの資金調達も可能となる。その資金を活用してＭ＆Ａ（合併・買収）向け融資など強みのあるビジネスをさらに強化できる。
　半面、米金融界の歴史をたどると、今回の決定の問題点も浮かび上がる。
　米国では、金融機関が一般家計の投資熱をあおった反省から、大恐慌時代の一九三三年に銀行と証券の分離を定めたグラス・スティーガル法を制定。銀行業務から切り離された証券引き受けや自己売買などの証券業務は独自に発展した。
　その後、銀行・証券の分離制度は九九年のグラム・リーチ・ブライリー法で撤廃された。規制緩和により金融機関の競争には拍車がかかり、高度な金融資本主義が発達する一因となった。一方、各社が追求した「ハイリスク・ハイリターン」の事業はサブプライム問題の下地をつくったとされる。
　今回の米金融危機では米証券大手三社が破綻もしくは救済合併され、高い市場変動リスクにさらされる証券会社のビジネスモデルが転換点にあることを示した。それを踏まえた残る二社の銀行持ち株会社への移行は事実上、三三年のグラス・スティーガル法制定前の段階への回帰を意味する。
　証券会社の財務を支え、金融市場を安定させるのが目的。だが八十年余りを経て高度に複雑化したシステムの中で、直ちに証券会社の健全な経営が実現できるかどうか。「安定」を重視した結果、金融監督権限のＦＲＢへの集中度を高めるという今回の判断が、経済成長につながってきた規制緩和の流れに逆行するという指摘もある。危機対応を優先したために十分な議論を尽くしたとはいえない側面があるだけに、その影響はなお読み切れない。

シティがワコビア救済、銀行部門買収、米政府、損失補てんを保証。

	2008/09/30, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 445文字


　【ニューヨーク＝財満大介】米連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）は二十九日、経営危機に陥っていた米大手銀ワコビアの銀行部門を、大手銀シティグループが買収すると発表した。預金量は米銀でトップになる。シティが将来損失を被る可能性があるため、一定額以上はＦＤＩＣが負担する損失補てん契約を結ぶ。破綻による混乱回避へ政府が買収を支援する異例の措置に踏み切った。
　シティは普通株発行で百億ドルを増資するとともに四半期配当を削減。資本を増強し、損失負担に備える。ワコビアの預金は全額保護される。ワコビアは銀行部門を除く形で存続し、個人向け証券業務などは続ける。
　シティはワコビアに普通株で二十一億ドルを支払い、銀行部門の資産と負債を取得。ローン債権三千百二十億ドルから将来発生する損失のうち、四百二十億ドルまでを負う。これを超えた分はＦＤＩＣが補てんする。ＦＤＩＣはリスクを負う代償として、シティの優先株と株式購入権を百二十億ドル分取得する。
　シティは買収で、弱みだった米国内の個人向け業務を大幅に強化する。
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